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＜ 要  旨 ＞ 

 

経済のグローバル化、情報通信の急速な発展に伴い、地域の産業は国境を越えた競

争にさらされ、世界水準での技術革新が希求されている。このような環境のもとで、

地域の産業を活性化するために、大学・公的研究機関等の先端的・先駆的な研究ポテ

ンシャルを最大限に活用し、マーケットニーズを先取りした革新技術開発、あるいは

新規マーケットを創出できる新技術開発に向け、産学官連携を手段とした積極的な取

り組みがなされている。一方、国においても、我が国の経済全体の活力再生のために

は地域の産業活性化が重要であるとの認識の下、地域が主体となる取り組みに対して、

地域COE構築や地域クラスター構築に向けた様々な支援策を展開している。 

国等の政策の中では、地域の大学や研究機関の知を積極的に活用し、革新的な技術

開発を加速するための支援策として、地域の大学及び財団にコーディネータを配置し、

産学連携を推進させる体制がとられてきている。 

本調査では、実際に活動を行うコーディネータ、大学の知を活用して新商品・新事

業を開発している企業、及び地域の産学連携の仕組を構築している自治体の３者それ

ぞれの立場から見た地域のコーディネータ活動の実態を調査し、その課題を浮き彫り

にすると共に、今後のあるべき姿を提言することを目的として実施した。 

（１）全国規模で産学官連携に関係する機関および個人についての情報が網羅されてい

る JST 産学官連携支援データベースを用いて、コーディネータ活動を、技術の発掘

から事業化まで、どこのプロセスを中心とした活動をしている精査分析した。研究

成果が実を結ぶまでに「技術の関門」、「製品の関門」、「事業の関門」という 3 つの

長い関門を越える必要があるが、この技術、製品、事業の各関門を境とした活動域

で区切り、それぞれに特化しているとみなされるコーディネータの割合を調べると、

技術特化 18％、製品特化 0％、事業特化 3％であった。一方、複数域に渡る活動を

しているコーディネータが 8 割となっており、その約半数が技術移転の入口から出

口までの一連の活動を実施していることがわかり、現在のコーディネータの活動は、

個々のコーディネータが幅広く多種の業務を実施していることが明らかとなった。 

（２）この幅広い専門性を必要とする一連のコーディネータ業務を単独活動として行う

ことは非常に難しいと言える。そこで、それぞれの専門家によるチームアプローチ

活動が着目された。若手人材とシニアが混在したチームアプローチが可能となるな

らば、若手が全体をマネジメントする経験豊富なシニアとともに活動することで、

シニアの有する知識やネットワーク等というメリットを活かし、知識継承やシニア
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の勤務可能期間の時間的短さによる問題等の解決にも役立つと考えられる。まず、

コーディネータのサポート役などとして若手人材をこの分野へ取り込み、OJT で育

成するような仕組みを構築することが、長期的に産学官連携を推し進め、地域経済

活性化への一助となるだろう。 

（３）企業からみたコーディネータの実態と期待についてアンケート調査分析を行った。

コーディネータは技術移転の入口から出口まで幅広く活動しており、また、企業は

今後も幅の広い活動を期待していることがわかった。特に、製品の関門、事業の関

門の技術移転の出口での活動を重視することを望んでいることが明らかになった。

また、大企業、中小企業ともにコーディネータに対しての評価が高く、期待も高い

ことがわかった。企業側の要望としては、問題が生じたときの「問題解決能力」や

「相談助言能力」を高めてほしいこと、また、「専門性」よりも「コミュニケーショ

ン能力」を重視していることが明らかになった。さらに、企業にとっては、「知識」、

「人材ネットワーク」が重要であり、「経験」については、比較的重要視されていな

いこともわかった。 

（４）自治体のコーディネータの設置状況と自治体からみたコーディネータへの期待に

ついてアンケート調査分析を行った。コーディネータ制度を設置している自治体は

多く、その採用は、常用勤務者、非常用勤務者と柔軟的であることが明らかになっ

た。また、コーディネータを採用する際に、重視する活動域は、技術移転の入口か

ら出口まで幅広く、特に、出口部分の製品、事業の関門での活動を期待しているこ

と、また、重視する要件は、「人材ネットワーク」、「経験」であることがわかった。 

（５）地域の科学技術振興活動やコーディネート活動が際立っている、北海道、静岡（浜

松）、福岡に的を絞って特長あるイノベーションの仕掛けや、コーディネータによる

特別の工夫（仕掛け）事例を調査抽出する事とし、現地アリング調査を行った。 

事例として、地域の産業界（商工会議所）が仕掛ける地域行政枠を超える産学官

連携プロジェクト、公設試が仕掛ける函館地域における産学官連携技術育成プロジ

ェクト、大学が仕掛ける産学官民による予防医学ネットワークプロジェクト、中核

管理機関が仕掛ける地域産業プロデューサー育成、大学知財本部の効果的な活動の

仕掛け、公設試が仕掛けるコーディネート活動、RSP 事業で育成してきた要素技術

のシステム統合化による事業化への仕掛け、複数地域（自治体）にまたがるイノベ

ーションの仕掛けなど、多様な仕掛けが抽出されたが、それぞれ地域の大学等研究

機関・産業界（企業）・自治体等公的機関（支援機関含む）に信頼あるコーディネー

タが、プロジェクトのアイディアと推進の仕組みを構築している。 

（６）地域のイノベーション政策には、産業構造や研究機能の強みを活かし、且つ産学

官の関係者がそれぞれ Win-Win となる仕掛けが肝要であると認識され、今後この観

点からの継続して深掘り調査を進めていくことが重要であると判断された。 
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＜序＞ 

 

1. 調査研究の目的 

我が国では、1990年代の長期経済停滞からの脱却に向け、90年代後半から、「大学

の知の活用システム改革」「地域の科学技術振興・産業振興」に関する諸施策が政府

を挙げて実施されてきている。ここにきて「大学、企業及び国・自治体の連携による

研究・技術開発、産業の自立的発展に向けた体制構築（クラスター等）」などが進み、

産学官連携という言葉が実態を伴った組織連携として構築されつつある。 

この地域の科学技術・産業振興の仕組み構築の中で、これまで地域の大学や研究機

関の知を効果的に活用する為、産学連携を推進する人材としてコーディネータが大学

や地域の財団に配置されてきてはいるが、第Ⅲ期科学技術基本計画では、イノベーシ

ョンを加速させる為には、このコーディネータ機能を強化する必要性が重要な課題と

して認識されている。 

この背景には、約1,000名を超えるコーディネータが、国や自治体の技術革新支援

機能強化の一環として配置されているにも関わらず、地域イノベーションの仕掛け人

としての成功事例があまり認知されているとは言いがたいことがある。この原因とし

ては、「コーディネータの責任と権限が不明確であること」、「自治体や国の制度はそ

れぞれの地域での完結型であり、地域を越えたビジネスモデルが構築できにくい」、

「コーディネータは単年度契約で活動している場合が多く、ビジネスとして開花する

ための中長期的視点での活動をするには限界がある」、「コーディネート活動はその活

動の間口と奥行きが広く、広範囲なスキルをカバーするためにも各機関に配属されて

いるコーディネータ間の横断的な連携や機関間連携が必要である」などの課題を抱え

ていると考えられる。 

本調査では、実際に活動を行うコーディネータ、大学の知を活用して新商品・新事

業を開発している企業、及び地域の産学連携の仕組を構築している自治体の３者それ

ぞれの立場から見た地域のコーディネータ活動の実態を調査し、その課題を浮き彫り

にすると共に、今後のあるべき姿を提言することを目的とする。 
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2. コーディネータ制度とその経緯1 

2.1 日本のコーディネータ制度 

日本のコーディネータ制度は、現在の独立行政法人科学技術振興機構（以下、「JST」

とする）が1996年に新設した「地域研究開発促進拠点支援事業」（以下、「RSP事業」

する）に発する。この制度は、1995年に制定された科学技術基本法と第１期科学技術

基本計画の趣旨に沿ったものであり、事業の題名に示されているように地域の科学技

術振興を促進することを目的にした。 

1996年のRSP事業実施地域には、北海道、岩手、山形、静岡、愛知、広島、福岡の

７地域が選定され、それぞれに１名の新技術コーディネータが発令・派遣された。こ

のタイプのRSP事業は後に「ネットワーク構築型RSP事業」と命名され、2005年3月に

終了するまでに計26の地域で実施された。従って、人員交代を無視するならば、26

名の新技術（あるいは科学技術）コーディネータが生まれている。ネットワーク構築

型RSP事業のコーディネータの主要業務は、 

1. 大学及び国・公設研を中心に、地域に存在する優れた研究成果を収集する 

2. 研究成果を技術的なシーズに高めるため、あるいは検証するため、可能性試験

を実施する（約 2,000 万円／年の可能性試験費の使用可能） 

3. 国あるいは地域が支援する研究開発プロジェクトの企画、提案を支援する 

4. 上記の活動を積極的に進めるため、研究者と企業の出会いの場あるいは研究会

を設置して、その進行役を務める 

ことであった。 

上記のコーディネータ業務を効果的に進めるため、コーディネータ及びその受け入

れ地域の支援業務担当者は技術移転先進国の米国の状況調査を実施した。２グループ

による米国の主な研究開発集積地の視察と、数名の「地域科学技術政策に関する日、

米、欧州のワークショップ」参加、という形で調査が行われた。この段階で、コーデ

ィネータという名称は日本独自のものであること、欧米では技術移転アソシエイトあ

るいは大学のテクノロジー・マネジャー、ファシリテイター等の職種で地域の科学技

術振興と新産業起しを支援する業務が以前から実施されていることが明らかになっ

た。後年、日本のコーディネータを対象に新産業創成のための人材育成研修事業が始

められ、上記米国調査がきっかけで、教材つくりのための調査が行われた。この際、

大学の研究成果の選別から事業化の関門を突破するまで（揺り籠から墓場まで）のコ

ーディネーションの必要性と、コーディネータ活動には単独アプローチとチーム・ア

プローチがあることを学んだ。さらに、日本にはチーム・アプローチが適していると

の示唆を受けた。 

                            
1 本章は、齋藤省吾氏に執筆いただいた。 
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ネットワーク構築型RSP事業のコーディネータ活動は、幾つかの形で次に引き継が

れた。それを設立年次順に示すと以下のようになる。 

1. 経済産業省の地域経産局に属するコーディネータ 

2. JST の研究成果育成型 RSP 事業の新設に伴う科学技術コーディネータ 

3. ネットワーク構築型 RSP 事業のみで終了した地域で、地域行政当局が地域予算

で新しく雇用したコーディネータ 

4. 国が支援する比較的大規模の研究開発制度で採択されたプロジェクトの進行

のために働くコーディネータ 

等である。 

 

地域経産局に属するコーディネータは大学の研究成果発掘から育成のために働く

というよりは、大学を中心に地域から提案されたプロジェクトの審査等を主な業務に

しているようである。 

 

上記2～4のコーディネータは、2001年からの国の第２期科学技術基本計画の制定と

何らかの形で連動して設けられたコーディネータである。第２期基本計画の中心テー

マは大学の社会貢献であることから考えれば、これらのコーディネータは大学の知あ

るいは技術を産業社会に移転することを主要業務にしたものと解釈できる。 

JSTの研究成果育成型RSP事業は1999年に新設され、５年間継続という条件で、北海

道、愛知、大阪、広島、福岡の５地域で実施されることになった。この制度では、原

則として１地域４名のコーディネータ（内、１名は代表）というかなり強力な形が採

用されている。ここでも、約2,000万円／年の育成試験費が各地域に配算され、プロ

ジェクト提案に結び付く研究成果の育成に使用された。このコーディネータの主な業

務は、 

1. 大学等の研究成果の実用化の可能性を評価し、その方向にむけて支援する 

2. 企業ニーズを的確に捉え、それを踏まえて研究成果を育成する 

3. 国及び地域支援による開発プロジェクトを提案する 

4. 採択された開発プロジェクトに積極的に参加し、技術の関門と製品の関門を突

破するための支援活動を行う 

等である。５年にわたる研究成果育成型 RSP 事業には、2006 年に制度終了になるま

でに、13 地域（52 名のコーディネータ）が採択された。 

２種類のRSP事業の大きな特徴は、コーディネータの裁量で動かすこと（厳密には、

地域の管理機関の上部委員会の決裁が必要）ができる研究費を持つことができたとい

うことである。この事実は、後年文部科学省が独立法人化された大学に派遣した産学

官連携コーディネータと根本的に異なる点である。 
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いずれにしても、２種類のRSP事業のコーディネータは地域の科学技術振興に大き

く貢献したと考えられる。第３期科学技術基本計画の大きな目的である「地域イノベ

ーション」に関して、RSP事業実施地域は一歩先行しているはずであり、地域ブロッ

クのイノベーションの中心になるはずである。これまでにRSP活動を実施した地域と、

この制度で働いたコーディネータの数とともに、表2.1.1に示す。 
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表 2.1.1 RSP 事業等の制度で働いたコーディネータの数 

ﾈｯﾄﾜー ｸ構築型 研究成果育成型 都市エリ ア産学官 プラ ザ◎、

Ｒ Ｓ Ｐ Ｒ Ｓ Ｐ 連携促進事業 サテラ イ ト ○

北海道 ○　 １ ◎　 ４ １ （ 函館） 、 ２ （ 十勝） ◎

青森 ○　 １ １ （ 八戸） 、 ２ （ 弘前）

岩手 ○　 １ ◎　 ４ ２ （ 北上川） 、 ２ （ 釜石） ○

秋田 ２ （ 米代川）

宮城 ◎

山形 ○　 １ ◎　 ４ １ （ 山形、 米沢）

福島 ○　 １ ２ （ 郡山）

茨城 １ （ 霞ヶ 浦） 、 ２ 、 ４ （ 筑波） ○

栃木 ２ （ 宇都宮）

群馬 ○　 １ ◎　 ４ １ （ 桐生、 太田）

埼玉 ２ （ さ いたま ）

千葉 ２ 、 ２ （ 東葛）

東京

神奈川 ○　 １ ◎　 ４ １ （ 湘南） 、 １ （ 横浜）

山梨

長野 ○　 １

新潟 １ （ 新潟） 、 ２ （ 長岡） ○

富山 ○　 １

石川 ○　 １ １ （ 石川南） ◎

福井 ○　 １ ２ （ 福井）

静岡 ○　 １ ◎　 ４ １ ， ２ （ 中部） 、 １ （ 富士山麓） ○

愛知 ○　 １ ◎　 ４ ２ ， ２ （ 豊橋） ◎

岐阜 ○　 １ ２ （ 東濃南）

三重 ○　 １ ◎　 ４ １ （ 伊勢湾岸）

滋賀 ２ （ 琵琶湖南） ○

京都 ○　 １ ◎

奈良

大阪 ◎　 ４ １ （ 和泉） 、 １ （ 大阪東） ◎

兵庫 ○　 １ ２ （ 播磨）

和歌山 ２ （ 和歌山）

鳥取

島根 ○　 １ ２ （ 宍道湖）

岡山 ○　 １ １ （ 県西） 、 １ （ 県南）

広島 ○　 １ ◎　 ４ ◎

山口 ○　 １

徳島 ○　 １ ○

香川

愛媛 １ （ 松山） 、 １ （ 県東）

高知 ◎　 ４ ○

福岡 ○　 １ ◎　 ４ ２ （ 久留米） ◎

佐賀 ○　 １ １ （ 有明海）

長崎 ○　 １ １ （ 長崎、 諫早、 大村）

熊本 ○　 １ ◎　 ４ ２ ， ２ （ 熊本） 、 １ （ 県南）

大分 ２ （ 県央）

宮崎 ２ （ 都城） 、 ２ （ 県北） ○

鹿児島 １ （ 鹿児島）

沖縄

計 26 42 延　 78 約　 50

地域
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この表には、後で述べる都市エリア産学官連携促進事業におけるコーディネータ及

びJSTの研究成果活用プラザ及びサテライトが設けられた地域をも加えてある。都市

エリア事業及びプラザ、サテライト機関では、それぞれ複数名のコーディネータが活

動中であるからである。 

 

ネットワーク構築型RSP事業が終了した地域及び研究成果育成型RSP事業まで実施

して終了した地域は、いずれも当初の約束に従い地域独自のコーディネータを地域予

算を使用して雇用している。これは、上記コーディネータ分類３に相当する。彼らは

RSP事業コーディネータの業務を引き継ぎ、地域の研究開発から事業化を支援するこ

とを目指して活動中である。地域発令によるコーディネータの人数、雇用形態及び名

称は地域により異なる。１例を挙げれば、福岡県はRSP事業終了１年前に「マッチン

グ・コーディネータ」の名称で常勤１名、非常勤３名を発令している。 

 

コーディネータ分類４の国支援の大きなプロジェクトの進行のために働くコーデ

ィネータの代表例は、文部科学省支援による都市エリア産学官連携促進事業で雇用さ

れた科学技術コーディネータである。表2.1.1にこの事業で平成17年度までに採用さ

れたコーディネータの人数を都市エリア領域とともに示した。この事業のタイプには、

ⅰ）連携基盤整備型、ⅱ）一般型、ⅲ）成果育成型、ⅳ）発展型の４タイプがある。

この中でⅰは課題探索や研究交流と中心とするものであり、ⅱ～ⅳ地域における分野

特化を前提に新技術シーズの創成から地域イノベーションの発展を目指すものであ

る。従って、延べ78名の科学技術コーディネータの約3/4はRSP事業コーディネータと

類似の業務を実施するものである。 

 

コーディネータ分類１～４以外に新しく発令されたコーディネータとして、 

・ JST が新たに設立した研究成果活用プラザ及び JST サテライトに採用された

JST 発令によるコーディネータ 

・ 独立法人化された国立大学の知的財産本部や TLO の活動を支援するために、文

部科学省が発令した産学官連携コーディネータ 

を挙げることができる。 

研究成果活用プラザの発足時２年間程は、研究成果育成型RSP事業実施中の地域で

はRSP科学技術コーディネータを兼務した期間があったが、2003年頃からはプラザ及

び最近発足したサテライト共に独自のコーディネータが発令され活動中である。その

数は表2.1.1に示すように約50名である。業務内容は、研究成果活用の名称が示すよ

うにRSP事業より事業化指向が強いものである。ここでは、育成研究の名で複数年に

わたる開発事業が中心になり、プラザにおいてはインキュベーションも含めて地域イ
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ノベーションを目指すプロジェクトが展開されている。 

独立法人化された大学を支援するために文部科学省が新設した産学官連携コーデ

ィネータ制度は、開始当初多くの問題点を含んでいた。当時、本調査研究実施期間の

全日本地域研究交流協会（以下「JAREC」とする）は、JSTの委託を受け、新産業創出

のための人材育成研修（通称目利き育成研修）を実施し始めた。この研修に参加した

文部科学省から大学に派遣された産学官連携コーディネータから、多くの不満が述べ

られた。それを要約すれば、 

 ⅰ 大学に派遣される前に業務に関する教育を受けていない 

 ⅱ 大学はコーディネータの扱いを事前に定めていない 

 ⅲ 給料は大学以外の機関から振り込まれるので、大学職員の扱いを受けられない 

 ⅳ コーディネータの所属は事務局であり、業務は研究者の論文を読むこと程度 

 ⅴ コーディネータは研究成果を調査し、有望な研究を応援したくても調査・研究

費を持たない 

等、であった。幸いにして、現在の事情は改善されているようである。コーディネー

タが研究・調査費を持たないことは自主的活動実施のためには大きな欠陥である。理

想的には受け入れ大学がこの費用を用意して欲しいものである。2005 年度に 510 課

題、2006 年度に 1008 課題採択された JST のシーズ発掘試験は、発明者でなくコーデ

ィネータが提案者になっている支援制度であることを忘れてはならない。大学に派遣

されたコーデｲネータの思いがここに現れていると解釈できる。産学官連携コーディ

ネータで活動中の人員数は約 100 名である。 

 

これまで述べてきたコーディネータは、第１期科学技術基本計画から第２期基本計

画の初期の頃までに国あるいは地域の支援計画が明確に予算化され、それに伴って任

命されたコーディネータである。その数は約600であり、所属分布を図2.1.1に示す。 

 

RSP, 70

都市ｴﾘｱ, 80

ﾌﾟﾗｻﾞ､ｻﾃﾗｲﾄ, 50

産学連携, 100

地域行政, 200

経産局, 100

 

図 2.1.1 国あるいは地域で任命されたコーディネータの分布 
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第１部では、コーディネーションに関する業務で活動している者の実態調査データ

から、コーディネータの所属機関分布及び年齢分布が論じられている。所属機関分布

で取り上げられているコーディネータ数は1289であり、図2.1.1の数の約２倍である。

この差は、 

・ 大学、高専、TLO で働くコーディネータ；約 450 

・ 国研・独立法人で働く者；約 100 

・ 公設試でコーディネーション業務を行う者；約 80 

・ 知的所有権センター、中小企業支援センターで働く者；約 80 

を、本章で扱っていなかった処にある。これらコーディネータあるいはそれに準ずる

者の業務形態は、それぞれの所属機関で定められているものと考えられる。JARECは、

JST の委託を受けて、平成 14 年度から新産業創成のための人材育成研修を実施して

いる。これはコーディネータ研修であり、平成 18 年度までに延べ 1,550 名が受講し

ている。また、JAREC は、新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の委託を受

けて、技術移転担当 NEDO フェローの育成研修をも実施し、平成 18 年度に約 90 名が

これを受講した。これら二つの研修には、上記 710 人中のかなり多数の者が参加して

いることは間違いない。これらの研修では、所属機関の定める通りの業務に加えて技

術移転業務に共通する基本的なスキルを修得させることを目的にしている。 

 

2. 2 :  1

表2. 1. 2 大学の技術移転に働く コ ーデイ ネータ 数の日米比較

大学で働く コ ーデイ ネータ
( 20 X 65)

1, 300 580

( 大学で活動中の技術移転機関）

( １ 技術移転機関のｺ ﾃー゙ ｲﾈー ﾀ )ー

( 50～80)
65

( 10～30)
20

1, 289 2. 2 :  1

大学で働く コ ーデイ ネータ
( 3, 200X0. 9X0. 46)

1, 325 580 2. 3 :  1

（約3,200)( AUTM会員）

( 3, 200 X 0. 9)

2, 880全コ ーデイ ネータ

技術移転を 支援する 人材 米国 日本 米： 日　  比

 

表 2.1.2 大学の技術移転に働くコーディネータ数の日米比較 

 

2.1の終わりに、日本ではコーディネータと呼ばれている技術移転に係わる専門職

の日米比較を試みる。米国大学の技術移転機関で働く技術移転アソシエイトあるいは

テクノロジー・マネジャーの数を正確に見積もることは困難である。一つの推定根拠
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はAssociation of University Technology Managers (AUTM)の会員数にある。われわ

れが平成15年２月にAUTM本部を訪問して入手した情報は、2001年現在の会員数は

3,200（日本会員１％を含む）であり、約46％が米国大学に所属している、とのこと

であった。また、同じ機会に調査した米国の技術移転に関する有力大学では、 

・ Univ. Pennsylvania（ペンシルバニア大学）：スタッフ数 22 

・ Mass. Inst. Technology（マサチューセッツ工科大学）：スタッフ数 31 

・ Stanford Univ.（スタンフォード大学）：スタッフ数 25 

これらのデータから技術移転を支援する人材数の日米比較を試みると、表 2.1.2 のよ

うになる。この解析結果から、日本の大学の技術移転を支援するコーディネータの数

は、米国に比べて 45%に過ぎないと見なすことができる。 

別の見方は、研究者：コーディネータの比率である。上記の米国３有力大学の教授

陣の数はいずれも1,700前後である。スタンフォード大学で技術移転に熱心な研究者

数はその15%程度と聞いている。換言すれば、スタンフォード大学では、 

（技術移転参加研究者数）：（技術移転スタッフ数）＝ 255：25 ≒ 10：1 

である。日本の大学で研究者を助手、助教授、準教授、教授と仮定し、文系以外のほ

とんどの研究者が研究費の必要性から技術移転に参加すると仮定すれば、１コーディ

ネータが支援する研究者数はスタンフォード大学の５倍程度になってしまう。しかも、

技術移転に関する経験は、1960 年代終りに設立されたスタンフォード大技術移転機

関と 1990 年代終りに活動が始まった日本の機関では約 30 年の経験差がある。 

 

日米差に関する根本的な問題は、 

・ 大学研究者の給与制度の違いから来る技術移転に関する考え方の差 

・ 出身大学院には就職できない制度等、常に競争雰囲気に置かれていることから

来る考え方の差 

・ ベンチャー創業に関する基本的な考え方と習慣の差 

・ 技術移転支援コーディネータの収入構成と人生設計の差 

等にある。 

 

JARECは、地域イノベーションの仕掛け人としての日本のコーディネータのあるべ

き姿を求め、技術移転先進国の進め方を学び、それを日本の文化・習慣に整合できる

よう、常に進化する研修プログラムを作成して人材研修事業を実施中である。次章で

は、技術移転先進国の優れた事例に触れる。 
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2.2 大学からの技術移転先進国の事例 

大学からの技術移転活動の先進国は米国である。欧州諸国をはじめ、日本より先に

大学の技術移転を開始した諸国はいずれも米国の進め方を参考にし、それを自国に適

合するよう改良した方式を採用している。ここでは、米国の方式を中心に先進国の事

例を述べる。 

 

2.2.1 米国の大学の技術移転の進め方 

米国の大学の技術移転活動は、1920年代にウイスコンシン大学同窓会が設立した研

究財団に始まったとされている。その後、アイオア州立大、マサチューセッツ工科大、

ミネソタ大、ユタ大、等の活動が続き、今日では米国のスタンダードになっているス

タンフォード大学技術移転機関（Office of Technology Licensing : OTL）は1969

年に設立されている。 

スタンフォード大学TLOはマーケテイング・モデルを基礎にして設立されたもので

ある。従って、大学の研究成果を産業界で活用して新しい事業起しに使ってもらうこ

とを目的にした。このTLOといえども開始後数年はロイヤリティ収入を得るのに苦労

したようで、最初の大きなロイヤリティ収入は日本の会社（ヤマハ）からのシンセサ

イザー商品化からのものであることはよく知られている通りである。スタンフォード

TLOでは、教授（研究員）の研究成果､特許を技術移転ルートに採択して支援するか否

かを決定するためのスクリーニング法が確立されている。このスクリーニング法は選

別（Triage）と呼ばれ、全米の有力な大学はいずれもこの手法を採用している。Triage

は、表2.2.1に示すような４項目から構成されている。 

 

 1. Inventor's Profile 　発明者の技術移転に関する熱意と経験を問うもの

　で、発明者の人柄までも調べるもの

 2. Technical Merit 　発明の独創性、新規性、さらには技術として他より

　も著しく優れた特長を問うもの

 3. Protectability 　発明が特許等で保護されているか、さらなる特許

　補強が必要かを問うもの

 4. Commercialization 　発明を移転した場合に製品の関門を突破することが

               Potential 　でき、事業化に結び付く可能性が高いかを問うもの

1  選別（ TRI AGE)  項目表2. 2.表 2.2.1 選別（TRIAGE）項目
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選別にかけるために発明者が用意する１枚の発明開示説明書（Invention 

Disclosure Form）の書き方までも用意されている。 

 

全米の大学は、大学から企業へ技術移転することの意義に関して、統一された目的

を持っている。それは、大学の公的な社会貢献から大学の私的な利益に至るまで、次

の５つの項目に集約されている。 

① 公共のためになる製品を開発する技術移転 

② 地域経済発展へ貢献するための技術移転 

③ 教員の昇任、学生の雇用支援のための技術移転 

④ 工業界と新しい交流関係を創るための技術移転 

⑤ 大学、TLO、発明者へロイヤリティを還元することによる収入増 

である。これを図で示せば、図 2.2.1 のようになる。 

 

①公共製品の開発

②地域経済の発展

③教員昇任、学生就職

④工業界との交流

⑤ロイヤリテイ収入

 

図 2.2.1 米国大学の技術移転（による社会貢献）の目的 

 

 

前章2.1で触れたように、JARECは日本のコーディネータを主たる対象にする人材育

成研修教材を作るため、米国の技術移転先進機関を訪問して調査を実施した。これま

でに述べたような明確な目的と方針で技術移転を進めている日本の大学あるいはTLO

がどれだけ存在するであろうか。残念ながら、日本の後進性は否定できない。JAREC

は、米国の進め方を模倣するのでなく、米国を参考にした日本に適した教材を毎年進

化する形で提供することに努めている。この作業で最も苦労することは、大学及びTLO

等に関する制度と習慣の違いである。この重大な相異を克服して優れたコーディネー

タを育成することが、地域イノベーションを加速するために必須の事柄である。 
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2.2.2 欧州の大学の技術移転の進め方 

欧州は基礎学問の先進地であるので、一般に米国よりも基礎研究の移転に重点が置

かれていた。しかし、国の経済発展のために技術を介した企業との連携が重要である

という認識の高まりに伴い、欧州諸国の多くは米国に学び、あるいは米国と連携する

ことにより地域イノベーションに力点を移しつつある。 

英国は、古くから大学の目的を政府白書及び教育白書で明確に述べている。この中

で大学の研究の目的は明白であり、以下の３項目のいずれかであると述べられている。 

・ 好奇心誘導型（curiosity led）の基礎研究 

・ 理想追求型（blue-skies）の基礎研究 

・ 仮説検証型（testing hypotheses）の基礎研究 

経済活性化のための技術重視の流れは、1977年のPatents Actに始まり、従業員の

発明は雇用主に帰属することが謳われた。有力大学であるケンブリッジ大学はこれに

従わず、テクノロジー管理センター（Centre for Technology Management）を設立し、

さらにはケンブリッジ大学エンタープライズ社を設立して政府の方針に答えている。

1993年の政府白書では、「英国の可能性を実現する鍵は大学である」と述べられてい

る。1998年の教育白書では大学の新規プログラムを経済的に支援する第３の流れ

（third stream of funding）の必要性が述べられ、同年技術移転のための公的ファ

ンドが設けられた。ここで、初めて技術移転という言葉が出てきたが、ケンブリッジ

では、第３の資金による第３のミッションは「地域への知の移転」と定義している。 

ケンブリッジ大学の膨大な知識の集積は、それを求めて3,000社以上（内、ハイテ

ク企業が約半数）の企業が周辺に立地するという成果（ケンブリッジ・クラスター現

象）に結び付いている。ケンブリッジのテクノロジー管理センターでは経験豊富なコ

ーディネータが活動していることは当然であり、ここのMOTコースは世界各国のコー

ディネータの育成機関の代表的なものになっている。ケンブリッジほど優れた知の集

積と優れたコーディネータ活動の両者を兼ねているところですら、米国のMITの技術

移転機関と連携をとって活動している。 

英国の王立大学ロンドン校（Imperial College of London）も基礎研究の一大集積

校である。サッチャー以来の経済貢献重視の流れは同大学にも押し寄せている。われ

われは2004年末に同大学の技術移転センターを訪問した。ここでは、米国でトレーニ

ングを受けた後に技術移転業務に携わってきた２名の管理者をスカウトし、活動当初

から約７億円/年の収入を得ているとのことであった。技術移転が成功するためには、

優れた技術シーズが存在すること及び優れたコーディネータが活動することの両者

が必要であることを示している。 

英国には、British Technology Group（BTG）という企業の本部がロンドンにある。

この会社は、従来は日本の工業技術院によく似た公社であり、日本がJSTを設立する
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時のモデルの一つと言われている。英国では1986年のBTG設立は「End of monopoly」

と呼ばれている。今日のBTGは英国の大学の成果を国内外に移転するためのコーディ

ネータ集団からなる会社である。大学の成果を移転するためには、組織の改編も必要

であることを示す事例である。 

 

ドイツの大学の教員の就業規則は非常に厳しいもので、特に州立大学の教員の兼業

は禁止されている。ノーベル賞を受けた著名な教授でも、大学の技術移転管理機関あ

るいは政府に認められた技術移転機関からの依頼を受けて、限られた時間のみパー

ト・タイマーとして働くことが認められている。この事実は、技術移転機関及びそこ

で働くコーディネータは、技術移転を効率的に進めるため、技術提供側も受け取り側

も納得できる移転計画を作成するスキルに長けていることを示唆している。 

 

フィンランドの「大学の知」を活用するシステムは印象的である。スイスの国際的

シンクタンクであるIMDの2004年ランキングによれば、大学教育に関する部門でフィ

ンランドは世界１位、産業の国際競争力部門でもトップ５に入っている。これは、国

を挙げて教育を最重要視した結果であり、国を挙げて地域の特長を生かした産業育成

に取り組んだ結果である。フィンランドの企業といえば携帯電話で世界第１位のノキ

ア社がまず頭に浮かぶ。ノキア本社がある北部フィンランドのオウル大学を訪問した

われわれは、ノキアの携帯電話が地域の特徴を生かしたもので、地域のニーズに答え

たものであることを知った。スカンジナビア半島の北部は寒冷地であると同時に過疎

地域である。ここでは、携帯電話は人が生きていくための必需品である。ソ連崩壊前

にフィンランドを訪問したゴルバチョフ大統領が初期のノキア携帯電話を掲げてご

満悦の写真は印象的であった。ノキア携帯電話の特徴は、地域の伝統技術を活用した

デザインにある。オウルはもともと木材工業とパルプ産業の町である。ここでは、木

工製品のデザインの分野で高い技術を保有していた。この木工製品デザインがノキア

の携帯電話に応用された。われわれと同行した日本人青年コーディネータは最新型の

デザインを見て、すぐにでも買いたいという購買欲をかきたてられた。ロンドンのピ

カデリー・スクエアのクリスマス市では、ノキア製品を扱う店は、青年達で溢れかえ

っていた。デザインが技術移転と事業化のための重要な要素になるのである。ケンブ

リッジ大学テクノロジー管理センター所長は、これをファッション産業と評していた。 

オウルのテクノポリスは1988年に設立された。その目的は、どうすれば伝統工芸と

パルプの町の産業構造とイメージを変えることができるか、という一点に集中してい

た。テクノポリス創成期は80社（従業員500人）であったが、2002年には800社（従業

員15,000人）になり、現在なお成長中である。これは、オウル現象（Oulu phenomena）

と呼ばれている。 
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前回の報告書2で述べたように、フィンランドでは、国民合意の上で国内約20地域

にCOE（Centre for expertise）が設置され、それぞれ得意分野を定めた上で活動中

である。フィンランドは国を挙げて、制度も変えて技術移転に取り組んだ好例である。

今日では、ヘルシンキ大学はInnovation Universityと名称を変えたという噂も聞く。 

 

2.2.3 アジアの大学の技術移転の進め方 

アジアにおいて非常に特徴的な技術移転活動を進めているシンガポールの例にの

み触れる。 

シンガポール国立大学（National University of Singapore）は大学教育に関して

世界トップランクの大学であるが、技術移転機関（Industry & Technology Relations 

Office; INTRO）は1992年に設立されている。INTROのスタッフ数は20名であるので、

おそらく10～15名のコーディネート・スタッフが働いているものと推定できる。 

この大学は国立大学ではあるが、表2.2.2に示すような企業としての活動形態をも

持ち、 

    　1.  NUS 　Enterprise

    　2.  NUS 　Overseas　 Colleges

    　3.  NUS 　Entrepreneurship　 Centre

    　4.  NUS 　Industry　 &　 Technology　 Relations

    　5.  NUS 　Venture 　Support

   　 6.  NUS 　Consulting

   　 7.  NUS 　Extension

    　8.  NUS 　Publishing

表2. 2. 2 ｼﾝｶﾞ ﾎ゚ ﾙー国立大学（ NUS) の大学以外の活動

 

表 2.2.2 シンガポール国立大学（NUS）の大学以外の活動 

 

INTRO はその一つである。INTRO との懇談で記憶に残るのは、ここの知的財産管理部長

の「私は教員達の研究活動に関する警察官（policeman）である」という言葉である。

これは、大学からの技術移転に関与するコーディネータ達の権限の強さを示唆している。 

 

                            
2 （財）全日本地域研究交流協会：地域の産学官連携への公設試の効果的な取組みに関する調査

研究（平成 18 年 6月） 
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2.3 日本のコーディネータのプロジェクト参加 

 

表 2.3.1 日本のコーディネータのプロジェクト参加状況  

技術ｼｰｽﾞ 技術ｼｰｽﾞ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 製品化 事業化

の選別 の熟成 の計画 の管理 の評価 の支援 の支援

○ ○ ○

○ ○ ○ △か○ △か○ △か○ △か○

○ △ △か○

○ ○ △か○ △か○ △か○ △か○

○ ○ △か○ △か○ △か○ △か○

△ △か○ △か○ △か○ △か○

△ △

△か○ △か○

△ △ △ △ △か○ △か

△ ○ △か○ △ △か○ △か○

△ △

○：積極的に参加、　△：参加できるが、ｱｸﾃｲﾌﾞ･ﾒﾝﾊﾞｰにはなれない

公設試のCD業務者

知的所有権ｾﾝﾀｰ等のCD

ﾌﾟﾗｻﾞ､ｻﾃﾗｲﾄCD

大学等派遣産学連携CD

大学,TLO等雇用CD

国研等で働くCD

RSP事業のCD－２

地域経産局のCD

地域雇用CD

都市ｴﾘｱ事業等CD

ｺｰﾃﾞｲﾈｰﾀ（CD)

の種別

RSP事業のCD－１

か○ △か○

○

 

 

日本には、JSTのRSP事業で雇用されたコーディネータを始めとして、多くの種類の

コーディネータが存在することを2.1で述べた。その勤務形態及び義務も多岐にわた

っている。 

これまでの日本のコーディネータの技術開発プロジェクトに参加している形態も

多様であるので、その状況を表2.3.1に示す。これを概観すると、JSTの研究成果育成

型RSP事業のために採用されたコーディネータが一番幅広い活動をしていて、都市エ

リア産学官連携促進事業で採用されたコーディネータがこれに続いていることが明

らかである。その数は、表2.1.1に示したように、 

・ 研究成果育成型 RSP 事業 CD： 42 名 

・ 都市エリア産学官連携促進事業 CD： 延べ 78 名 

である。都市エリア事業コーディネータには重複も含まれるので、幅広い活動を行っ

たコーディネータはせいぜい 100 名程度である。ここで、幅広い活動を特に重要視し

ているのは、技術移転先進国の米国から、技術移転が成功するために必要な重要事項

は「揺り籠から墓場まで」のコーディネート活動、すなわち 
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　シーズの発掘と検証に始まり、
　　　　プロジェクトの提案、採択に繋ぎ、
　　　　　　　　プロジェクト・マネジメントをリードし、
　　　　　　　　　　　プロジェクト成果を評価し、技術の関門を突破し、
　　　　　　　　　　　　　　　ﾏｰｹﾃｲﾝｸﾞやｼｽﾃﾑ･ｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝにより製品の関門を越え、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いろいろな事業化支援を通して、事業の関門を突破する

 

ことが重要であることを学んでいるからである。 

ある程度の権限を持って、真の意味で幅広いコーディネート活動に従事できる者が

日本では 100 名程度とすれば、この数は技術移転先進国の米国に比べて１桁少ないと

判断できる。表 2.1.3 に示したように、幾つかの根拠を基に求めたコーディネータ数

の米：日比較結果は、日本のコーディネータ数を 1,289 名と仮定すれば 2.2：1 であ

る。もし、日本のコーディネータ数を 100 名とすれば、米：日比較は 28：1 になり、

日本の劣勢は疑いもないことになってしまう。 

表 2.3.1 の、RSP 事業及び都市エリア事業 CD 以外のコーディネータがプロジェク

トに参加できるようにすることは、日本の状況改善の一つの方法である。この場合に

改良すべき問題点は、表 2.3.1 を眺めれば明白である。多くのコーディネータは、表

2.3.1 の前半のプロセスに参加していないことが大きな問題である。彼らは技術シー

ズの選別・熟成やプロジェクトの計画作成に参加できず、従ってプロジェクト管理に

も参加できない。換言すれば、彼らの仕事は自らが選んだコーディネート活動ではな

く、与えられ、命じられた課題のお世話である。しかも、プロジェクト終了後の製品

化の支援と事業化の支援が命じられ、彼らは著しくバランスを欠くコーディネート活

動を強いられている。 

 

コーディネータがプロジェクトに参加する場合、ほとんどの場合プロジェクトに関

する複数の推進委員の中の１人という形で参加することになる。コーディネータの以

前の経歴によって、技術開発課題に関するアドバイス、知的財産取得に関するアドバ

イス、あるいはマーケテイングに関する情報提供、など専門課題に特化した業務を果

すことになる。大きな問題は、最も重要なプロジェクトの進行管理に関する権限を持

たないことである。プロジェクト進行の権限はプロジェクト・リーダーが持っている。

地域結集型共同研究開発のような大きなプロジェクトでは、事業統括と研究総括が権

限を持つのが普通である。大きなプロジェクトほど、多くの研究者・技術者が参加す

るので、進行上の問題が起き易い。このような場合、年２回のプロジェクト推進会議

でコーディネータ出身の推進委員は発言できても、権限は一切持てない。たとえプロ

ジェクトの立案者がコーディネータであっても、事情は変わらない。このようなプロ

ジェクトは不成功に終わることが多い。 
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コーディネータがプロジェクトに参加できる機会は確実に増加しつつある。しかし、

プロジェクトの管理業務におけるコーディネータの権限は限られたものであり、満足

できる状況でないことも確かである。「コーディネータの責任と権限」は改善すべき

大きな問題である。JSTは最近の出版物3でこの問題の特集を組んでいる。 

 

2.4 日本のコーディネータ業務の進化 

日本のコーディネータの数は、種々の国あるいは地域の支援制度の多様化と増加に

伴って増加している。しかし、業務の点から眺めれば、初期に制定された研究成果育

成型 RSP 事業のコーディネータが「揺り籠から墓場まで」の幅広い活動が認められて

いる、と判断できる。表 2.3.1 に示すように、新しく制定されたコーディネータほど

業務内容は限られた業務に特化されているような傾向が読み取れる。業務が限定され

ているコーディネータは、技術移転活動のマネジメント全般に関する業務を理解した

上で限定業務に参加しなければ、真の意味でのチーム活動（team approach）は成立

しない。 

RSP 事業のコーディネータですら、最初は試行錯誤を繰返しながら業務を進めたの

である。第１期の研究成果育成型 RSP 事業が終わりかけた頃、JST は新産業創成のた

めの人材育成研修制度を立ち上げた。この制度は、まず目利きコーディネータ育成を

目的にしたもので、通称目利き人材育成研修と呼ばれた。JST の委託を受けた JAREC

は、研修プログラムと教材を作るため、技術移転先進国の米国調査を実施した。この

調査は調査団員が日本に適したと考えられる研修プログラムの試案を作成し、それを

中心課題として、スタンフォード大学、マサチューセッツ工科大学、ペンシルバニア

大学の技術移転（米国では Technology Licensing と呼ばれるのが一般的）機関の長、

幹部と討論すると言う形で進められた。これは、米国方式の単純模倣でなく、米国に

学びつつ日本に適したプログラムを作ることを目論んだからである。Invention 

Disclosure Form （発明開示書）、Triage（選別）、Face to Face、from Cradle to Grave、

等コーディネート業務の上で重要な概念や手法を盛り込んだ研修プログラムは、この

米国調査を参考にして作られた。 

コーディネータ業務を充実させるための JST, JAREC 研修プログラムは確定したも

のでなく、毎年進化を続けている。進化するプログラムは、以下の４事項を参考にし

て作られている。 

1. 実行したコーディネート業務の成功事例と失敗事例の解析 

2. 欧州の主要技術移転機関（ケンブリッジ大学、王立大学ロンドン校、ミュンヘ

ン工科大学、オウル大学、シュタインバイス研究所）の訪問・調査結果 

                            
3 産学官連携ジャーナル vol.3,No.4,2007 
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3. アジアの主要技術移転機関（北京大学、清華大学、上海交通大学、シンガポー

ル国立大学、シンガポール国立研究所）の訪問・調査結果 

4. 米国、欧州、アジアを対象に確立したネットワークを使って招聘した外国の技

術移転専門家の講演、討論の内容 

進化しつつあるコーディネータ研修プログラムの基本思想は、シーズの発掘から事

業化まで（揺り籠から墓場まで）一貫したコーディネート活動である。その内容を要

約すれば、 

・ シーズの発掘、選別、熟成 

・ 技術シーズを基礎にした研究開発プログラム（プロジェクト）の計画、申請、

研究開発費の獲得 

・ 知的財産の取得、管理 

・ 受け皿企業やアライアンスの探索、選定 

・ マーケティング手法と製品化計画 

・ 事業化ロードマップ手法及びその実践 

・ 事業化シナリオ作成と不確実性防止手法 

・ 事業化支援方策 

になる。この中には、欧米で開発されたシーズ選別手法、事業化ロードマップやシナ

リオ作成手法のみでなく、JAREC グループが開発したシーズとニーズの変換手法やコ

ーディネート業務の重要因子分析手法等が含まれている。このようなトレーニングを

受けたコーディネータは、一貫したコーディネート業務を理解し、 

・ まず、技術の関門を突破し、 

・ 次いで、製品の関門を突破し、 

・ ある時は、サービスの関門を突破し、 

・ 最終的には、事業化の関門を突破する、 

ことを理解するようになる。コーディネータに関する現実の調査データを基礎にした

業務内容の分析は、次の第１部で述べられている。 
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3. 調査概要 

3.1 調査方法 

本調査は、平成18年10月1日から平成19年6月30日にわたって行われ、既存の文献お

よび既存データによるコーディネータ実態の把握・分析をはじめとし、企業・自治体

に対するアンケート調査、ならびにヒアリング調査を中心としたケーススタディを実

施した。 

 

3.2 実施体制 

本調査の実施に当たっては、JARECが基本設計を行い推進した。また、ヒアリング

調査・実態分析等においては、コーディネータ経験者や有識者からの意見・助言を得

た。 

実施体制は、以下のとおりである。 

 

【有識者】 

 齋藤 省吾（九州大学 名誉教授、前JST代表科学技術コーディネータ） 

丸山 敏彦（丸山技術コーディネート研究所 代表、前JST代表科学技術コー

ディネータ） 

石塚 悟史（高知大学 国際・地域連携センター 准教授） 

  

【JAREC】 

＜第1部＞ 長嶋 佐央里（客員研究員）、小林 由紀子（副主任研究員） 

＜第2部＞ 中崎 正好（総括主任研究員）、馬場 裕二（主任研究員） 

＜第3部＞ 中崎 正好（総括主任研究員） 
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4. 本報告書の構成 

本報告書は、次章より3部構成となり、第1部ではコーディネータに着目し、既存デ

ータの統計分析からコーディネータの実態について言及し、さらにアンケートによる

コーディネータに対する企業・自治体の意識等から得られたコーディネータのあるべ

き姿に関する考察を行う。 

続く第2部では、地域の科学技術振興にかかわるヒアリング調査を行い、特長ある

イノベーション、また、コーディネータによる工夫の事例を紹介する。 

第3部において、本調査で得られた結果から、イノベーションに向けたコーディネ

ータの課題を提示する。

 



 

＜第1部＞ コーディネータの実態と期待 

長嶋 佐央里、小林 由紀子 

 

5. コーディネータの実態 

序章で触れたとおり、1990年代後半からコーディネータが各地域に設置され、文部

科学省、経済産業省、地域独自のコーディネータなどの整備が進み、現在までその人

数は増え続けている。 

本章では、これらのコーディネータの実態を把握し、そこから導かれる課題を提示

する。コーディネータの実態把握にあたっては、公知の情報であり、全国規模で産学

官連携に関係する機関および個人についての情報が網羅されているJST産学官連携支

援データベース1を利用する。したがって、本章では、このデータベースに記載され

ている人々をコーディネータと称し、これを対象として分析を行う。 

 

5.1 データから見るコーディネータの現状 

データベースの登録者数が日本におけるコーディネータの全数ではないが、本デー

タを分析することで、コーディネータの傾向を把握することは可能である。コーディ

ネータ実態の把握については、これまでに実施している文献もいくつか存在するが、

多くはアンケート集計による分析となっており、1000を超えるデータ数を取り扱って

いるものは見られず、その意味において本調査は有意義なものと考える。 

はじめに、データベースへの登録者数を見ると、2005年8月；1064名、2006年8月；

1350名、2007年2月；1570名と順調にコーディネータ数は増えている2。 

これらの人々が配置されている機関としては、シーズを有する研究機関である大

学・高等専門学校が約4割と最も多く、続いて財団法人・社団法人・第3セクターの約

3割となっている。さらに、技術移転専門機関であるTLOに7％、大学と同様に技術シ

ーズを生み出す国立の研究機関や独立行政法人に9％、地域の中小企業とつながりを

持つ公設試験研究所に6％、他に、知的所有権センター・中小企業センター等、自治

体等にもコーディネータが配置されている（図5.1.1参照）。 

 

                            
1 http://sgk.jst.go.jp/ 利用データは 2006 年 10 月現在。登録者数 1,357 名、457 機関。な

お、各コーディネータの情報では、無記入のために分析上無効となるデータ項目が存在する。そ

のため、以下においては分析する項目ごとにデータ数に相違があり、有効回答数を表記している。 
2 『JSTNews』vol.4/No.2 2007 年 5 月。 
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コーディネータ　所属機関分布　（N=1289）

大学・高専

38%

TLO

7%国研・独法

9%

財・社・3ｾｸ

29%

県・市

1%

その他

4%
知的所有権ｾ

ﾝﾀｰ・中小企

業支援ｾﾝﾀｰ

等

6%

公設試

6%
 

図5.1.1 所属機関別 コーディネータ分布（N=1289） 

 

さらに、前述したデータベースには457の機関情報も登録がなされており、ここか

ら各機関のコーディネータ配置数を整理したものが図5.1.2である。コーディネータ

は、1人のみの配置であるか、または複数人の設置がある場合でも2-3人と少数である

機関が多い。 

0

10

20

30

40

50

60

70

大学・高専 TLO 国研・独法 公設試 財・社・3ｾｸ 知的所有権ｾﾝﾀｰ・
中小企業支援

ｾﾝﾀｰ等

県・市 その他

（機関数）

1人 2-3人 4-5人

6-7人 8-10人 11-15人

16-20人 21人以上

 

図5.1.2 機関別 コーディネータ配置数（N=457） 

 

 

次に、コーディネータの年齢をみると、60歳以上のシニア3が5割以上を占め、さら

に50歳代が27％と年齢層が非常に高い職種であることが分かる（図5.1.3参照）。これ

は、専門知識や経験が有利となる分野のためであることが容易に想像できる。 

                            
3 本章では、便宜上、60歳以上をシニアと呼ぶ。 
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コーディネータ　年齢分布　（N=1055）

60-69歳

46%

50-59歳

27%

29歳未満

2%

40-49歳

11%

70歳以上

5%30-39歳

9%

 

図5.1.3 コーディネータ 年齢分布（N=1055） 

 

 

上で示した年齢分布は一時点の情報であるため、年齢層の変化を見るために、JST

で実施しているコーディネータのための人材育成研修会4の基礎研修への年度別の参

加者数を利用する。図5.1.4にあるように、傾向として、50-60歳代の参加者は減少し、

反対に30歳代の若い参加者が増加している。少しずつではあるが、幅広い年齢層にコ

ーディネータの裾野が広がり始めたと考えられる。 

JST技術移転人材育成研修参加者　年齢分布

0

10

20
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80

90

24以下 25-29 30-34 35-39 40-44 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74

（年齢）

（人数）

H16

H15

H17

H18

H14

 

図5.1.4 年度別 JST技術移転人材育成研修会参加者 年齢分布 

                            
4 正式には「技術移転に係る目利き人材育成研修」。JSTから委託を受け、JARECが運営を担当し

ている。 
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コーディネータの主な業務内容としては、図5.1.5に示すように産学間を結ぶ「研

究者・企業等の紹介・引き合わせ」が最も多い。次に技術に関する業務である「シー

ズ発掘・育成」「技術相談」が続く。また、「技術評価」も約半数のコーディネータが

実施しており、技術移転プロセスの入口となる業務に携わることが多いことが伺える。

他にも、「国や地域のプログラムへの公募支援」「研究会・交流会等の開催」も半数以

上のコーディネータが主な業務としている。 

より事業化へ向けての活動に近づくと、「製品開発支援」「知財マネジメント」など

に4分の1程度のコーディネータが携わっている。「ファイナンス」や「インキュベー

ション施設運営」などの業務については1割以下となり、このプロセスでのコーディ

ネータは少なくなる。 
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図5.1.5 コーディネータ 主な業務内容（N=1324、複数回答） 

 

 

コーディネータの学術的な専門では、「工学」が圧倒的に多く、これに「化学」、「複

合新領域」、「総合領域」が続く（図5.1.6参照）。 

技術移転関連の専門では、「技術評価と技術マネジメント」がもっとも多く、前述

したコーディネータの主業務と一致する。一方で、これに続く専門が「インキュベー

ション・企業立地」「企業経営」であり、主業務とのずれがある。 

技術移転関連については、ファイナンス系が少ないものの、全体としてはバランス

よく人材が存在している（図5.1.7参照）。 
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図5.1.6 コーディネータ専門分野 学術（N=1032、複数回答） 
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図5.1.7 コーディネータ専門分野 技術移転関連（N=1032、複数回答） 

 

 

最後に、コーディネータとして活動する人材のバックグラウンドを掴むために、デ

ータベース情報の経歴を整理する。このデータについては、登録者の自由記載となっ

ているため、筆者が図5.1.8に示した区分による整理を行っている。また、経歴の記

載方法による情報の幅の偏りもあり、詳細な把握は困難であるが、約1000名のバック

グラウンドをまとめることで大まかな傾向の把握は可能と考える。 

上記を踏まえながら、コーディネータの経歴を整理していく。コーディネータは、

産学官をさまざまな面で結ぶ活動を行っており、企業経験が重視される。加えて、求

められるコーディネータといわれる条件の一つとして、企業での従事経験を挙げるこ

とができる。複数回答による重複を整理したうえでの企業経験者は691名であり、有

効データ1057名に占める割合は65％となる。実態としてもこの条件を満たしている人

材が多いことが分かる。 

その他に、既に技術移転活動の経験を持つ人材、大学等で研究に従事していた人材
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をはじめ、弁護士・弁理士等の専門家や、少数であるが金融系の背景を持つ人材など、

それぞれ専門分野を有すると考えられる人材がコーディネータとなっていることが

示されている。 
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図5.1.8 コーディネータ 経歴（N=1057、複数回答） 

 

 

5.2 コーディネータの活動の実態 

ここまで、技術移転活動を行っているコーディネータについて、その特徴を示して

きた。本項では、それらのコーディネータが、どのような活動を行っているかについ

て分析する。 

 

5.2.1 コーディネータの活動の幅 
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注）本調査打合せにおける齋藤省吾氏資料より 

 

図5.2.1 技術移転活動フロー 
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技術移転は、技術の発掘から事業化まで、いくつかのプロセスを経て実施されてい

く。ここでは、10個のプロセスでこれを示す。また、技術移転活動の流れにおいては、

成果が実を結ぶまでに「技術の関門」、「製品の関門」、「事業の関門」という3つの関

門を越えなければならないといわれ、これらを合わせて図示したものが図5.2.1であ

る。 

技術移転の入口から出口までは、非常に幅広い活動が存在するが、現在活動してい

るコーディネータは、どのような範囲で活動をしているのか。これを明らかにするた

めに、ここでは、上記3つの関門で活動を区切り分析を行う。また、データとしては、

前項で使用したコーディネータの主な活動のうち、下記の①～⑯の項目を用いる。こ

の各項目の活動が、どの関門を越えるまでになされるかを表5.2.1のように定義し、

これに従いデータの有効な1140名について各コーディネータの活動の幅をみる。 

 

 

表5.2.1 関門別 コーディネート活動の項目 

 

項目 
技術の 

関門 

製品の 

関門 

事業の 

関門 

① シーズ発掘・育成    

② 技術評価    

③ 技術相談    

④ 技術開発プロジェクトマネジメント    

⑤ 研究・技術開発管理    

⑥ 知財マネジメント    

⑦ 国や地域のプログラムへの応募支援    

⑧ 研究者・企業等の紹介・引き合わせ    

⑨ 市場開拓・用途発掘    

⑩ ライセンシー発掘（WEB等によるシーズ提供含）    

⑪ ライセンス契約・フォロー    

⑫ ファイナンス支援    

⑬ インキュベーション施設運営    

⑭ 製品開発支援    

⑮ 経営支援    

⑯ ビジネスモデル作成支援    
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以下に、分析の方法を示す。 

 

 

Step1 各コーディネータの技術移転の活動域を掴む。 

 

1-1）各コーディネータについて、各関門におけるの活動項目数を数え、それぞ

れ(t),(p),(b)とし、全項目数をαと置く。 

⇒ (t)+(p)+(b) = α  

 

1-2）各関門での活動の割合を求める。 

⇒ (t)/α ･･･① 

(p)/α ･･･② 

(b)/α ･･･③ 

 但し、0 ≦(t)/α,(p)/α,(b)/α≦ 1 

 

 

Step2 関門別のアプローチで、活動の幅を定義する。 

 

2-1）上記で算出した①、②、③の値が“0.7”を超える場合、コーディネータ活

動は、その活動域を「特化」して実施しているとみなす。 

⇒ (t)/α ≧ 0.7 「1 技術特化」 

(p)/α ≧ 0.7 「2 製品特化」 

(b)/α ≧ 0.7 「3 事業特化」 

 

2-2）上記で算出した①、②、③の値がどれも“0.7”を超えない場合、コーディ

ネータ活動は、複数の活動域に渡っているとみなす。但し、値が“0.15”を

超えない場合は、そのコーディネータの活動に占める割合は小さいとみなし、

これを考慮しない。複数の活動域は、以下の4パターンである。 

⇒ 「1 技術」+「2 製品」 

  「1 技術」+「3 事業」 

  「2 製品」+「3 事業」 

  「1 技術」+「2 製品」+「3 事業」 
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Step1の実施によって、各コーディネータの関門別の活動割合を算出し整理したも

のが図5.2.2である。 

「1 技術の関門」では、0.41～0.5を中心として裾野が広がるグラフとなっており、

多くのコーディネータが技術の関門を越えるために活動しているが、技術移転活動の

全体に占める割合には個々に差があるといえる。さらに、0.7以上の値を有するコー

ディネータもおり、この活動域に特化している人材が存在することが分かる。 

「2 製品の関門」を越えるための活動では、多くが0.3～0.4の割合でこの活動を実

施している。一方で、まったくこの領域では活動していないという“0”を示すコー

ディネータも82名いる。また、最大値が0.5であることから、ここでの活動に特化し

ているコーディネータは存在していないと判断できる。 

「3 事業の関門」を越えるための活動では、その値は全体的に小さくなり、加えて

この領域での活動をしていないコーディネータが約300名となる。ここから、技術移

転の出口に近い活動をしている人材は、比較的少数であることが伺える。 

 

 

1 技術の関門

0

100
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400

500

0 ～0.1 ～0.2 ～0.3 ～0.4 ～0.5 ～0.6 ～0.7 ～0.8 ～0.9 ～1

（人）
2 製品の関門
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600

0 ～0.1 ～0.2 ～0.3 ～0.4 ～0.5 ～0.6 ～0.7 ～0.8 ～0.9 ～1

（人）

3 事業の関門

0
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300

400

500

0 ～0.1 ～0.2 ～0.3 ～0.4 ～0.5 ～0.6 ～0.7 ～0.8 ～0.9 ～1

（人）

 

図5.2.2 関門別 コーディネータの活動の割合 
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続いて、Step2の定義に従って、各コーディネータの活動の幅を区分し、整理した

ものが図5.2.3である。 

技術、製品、事業の各関門を境とした活動域において、それぞれを特化していると

みなされるコーディネータの割合は、技術特化18％、製品特化0％、事業特化3％であ

った。また、複数域に渡る活動をしているコーディネータが8割となっており、その

約半数が技術移転の入口から出口までの一連の活動を実施していることが示されて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コーディネータ　業務の実態

1 技術特化
18%

2 製品特
0%

3 事業特化
3%

1+2
24%

2+3
3%

1+2+3
51%

1+3
1%

化

 

図5.2.3 コーディネータの活動の幅 

 

 

5.2.2 コーディネータの活動実態 

前項において、現在のコーディネータの活動は、個々のコーディネータが幅広く多

種の業務を実施していることが明らかとなった。そこで、次にコーディネータの活動

の実態について、同データを一部加工して分析を行う。 

前で利用したコーディネータの主な業務データは、業務の重みを考慮せず、すべて

等しいものとして活動範囲を特定したが、コーディネータの業務においてはその重み

に差異があると考えられる。実際、技術移転を実施する場合、コーディネータの活動

によって事業の関門を突破することは難しい。なぜなら、事業化については、事業主

（business driver）の意見が重要となるためコーディネータが口を挟む余地が少な

くなってくる。よって、コーディネータの重要な活動範囲は、技術移転の上流側に重

みがあると考えられる。 

ここでの分析においては、コーディネータの活動の実態を捉えるために、技術の関

門・製品の関門・事業の関門に、「5：3：2」という重みをつけ、上と同様の方法で活
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コーディネータ　業務の実態
 （業務分野重みあり）

1 技術特化
36%

2 製品特化
0%

3 事業特化
1%

1+2
41%

1+2+3
19%

1+3
0.4%

2+3
3%

動実態を整理する。これを示したものが、図5.2.4である。 

 

                           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5.2.4 コーディネータ業務の実態（業務分野重みあり） 

 

個々の活動では、技術の関門の突破へ向けた活動を集中的に行っているコーディネ

ータが約3分の1となる。これまでの調査や技術移転人材育成研修での統計結果5では、

シーズの良さや研究者の協力姿勢など、技術移転の入り口における活動が、その成功

において重要な要因であると示されてきた。ゆえに、ここでの活動に重点を置くコー

ディネータの存在は有益であると考えられる。 

 

 

5.3 人的資源の活用とその特徴 

ここまでに、コーディネータの経験や専門など、これらの人々が有するポテンシャ

ルを整理し、多くの人々が技術移転に関わり多様な経験や知識を持っていることが示

された。コーディネータの人的資源という観点からは、豊富であるといえよう。 

ところで、コーディネータとして望ましい人物像は、「人と接するのが好きでコミ

ュニケーションが上手であること」といわれている。さらに、「産業界の経験も重要」

であり、また、「特定の分野に詳しい人」も必要とされている6。果たして、これにつ

いて、わが国のコーディネータとしての人的資源は、どのように活用されているであ

ろうか。 

はじめに示した“コミュニケーション”については、人の本質の問題であり、デー

 
5 前述したJST研修の応用コースにおいて、技術移転がうまくいったと示された事例の重要因子

は、シーズ発掘・技術評価・技術育成の値が、他と比べて高いことがJARECの統計で明らかとな

っている。 
6 渡部俊也、隅藏康一（2002）『TLOとライセンス・アソシエイト』（株）ビーケイシーより一部

修正し引用。 
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タベースからの判断は困難なためここで触れることはしないが、“産業界の経験”は、

大学の経験だけだと偏りがあることや、既存のアンケート調査でも民間企業での経験

が求められていると示されており7、重要な要素である。“特定の分野に詳しい”こと

は、一つの分野を切り口として、科学技術のなんたるかを知っていることが、どんな

分野の発明でもエッセンスを把握する助けになるとしている。 

そこで、コーディネータについて経歴・専門分野をポテンシャルとし、所属機関、

活動等によるクロス集計を実施し、人的資源がどのように活用されているかを整理す

る。また、上記の視点からも検討を加え、今後の産学連携の活動にあたり人材につい

てどのような展開が有効であるかの示唆を得ることを試みる。 

 

5.3.1 コーディネータの経歴とその活用 

前述のコーディネータの経歴で、これまでの経験を複数のカテゴリーに分けて整理

しているが、ここではこれを利用し、コーディネータが持つ経験がどのような活動で

活かされているかを整理する。また、その活動については、5.2節で作成したコーデ

ィネータの活動の幅のデータを用いる。 
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32

46
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28

7

1

2

1

4

3
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21

3

1

29

46

13
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55

5

6

5

2

2

4

1

4

1

1

7

3

12

10

7

1

93

87

33

43

161

244

37

181

50

22

14

0% 25% 50% 75% 100%

技術移転関連

大学：研究・教育

国・独：研究

自治体：研究

事務系：官・公・財・大・TLO等

企業：研究・技術等

企業：知財関連

企業：企画経営他

専門家

金融・保険

調査

1 技術特化 2 製品特化 3 事業特化 1+2 1+3 2+3 1+2+3

 
注）グラフ上の数値は人数 

図5.3.1 経歴別 コーディネータの活動の幅 

                            
7 近藤信一（2006）「産学官連携におけるコーディネータ人材の育成」『IMS』Vol.17 N0.4、北陸

先端科学技術大学院大学、日本政策投資銀行北陸支店（2005）『産学連携コーディネータの戦略

的活用と課題～北陸モデルの構築に向けて～』第 4章、等による。 
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図5.3.1では、全体的な傾向として、これまでの経験に関わらず、技術移転活動の

一連の流れにおいて幅広く活動していることを示す「1 事業 + 2 製品」、「1 事業 + 2 

製品 + 3 事業」というコーディネータが多くを占めている。 

さらに特徴的なものとして、研究に携わった経験を有するコーディネータが、技術

移転の入口側である「1 技術特化」で活動していることが示されている。ここでは、

所属が大学、国・独法、自治体、企業とどの区分であれ比較的多くの割合を占めてい

ることに変わりはない。技術の関門を越えるために、研究を経験した人材が集中的に

活躍していることは望ましい人材活用であると考えられる。 

もう一つの特徴としては、専門家の多くが技術移転の出口側といえる「3 事業特化」

で活動している。専門家に分類した人材は、監査法人や特許事務所での業務経験を有

する人材、経営コンサルタント、公認会計士、税理士、弁護士、技術士、中小企業診

断士、社会保障労務士等であることから、これは適当である。また、専門家と金融・

保険の経験者においては、やはり出口に近い「2 製品 + 3 事業」の活動幅で活躍し

ている人材が多く、この割合は他の業務の経験者に比べて大きい。 

以上から、コーディネータの一部ではあるが、これまでの経歴をポテンシャルとし

て業務の棲み分けができていることが示唆されている。 

 

5.3.2 コーディネータの専門分野とその活用 

次に、コーディネータの技術移転に関連する専門分野と、主な活動についての関係

を分析する。但し、2つのデータ項目は必ずしも一致していないために、両者が対応

すると考えられる項目について実施する。 

検討する専門分野は、「技術評価と技術マネジメント」、「マーケティング」、「知財

マネジメント」、「ライセンシング」、「ファイナンス支援」、「インキュベーション・企

業立地」、「企業経営」の7項目である。主な活動については、この7項目に対応すると

考えられる項目を取り上げる。また、ここではポテンシャルの活用に視点をおいてい

るため、分析するデータはこれらの専門分野を有するコーディネータについてのもの

とする。 

専門分野と主な活動の項目の対応および有効データ数を整理したものが、表5.3.2

である。 

33 



 

表5.3.2 コーディネータの専門分野と主な活動の対応項目 

 

専門分野 

（有効データ数） 
主な活動 

シーズ発掘・育成 

技術評価 

技術相談 

技術開発プロジェクトマネジメント 

研究・技術開発管理 

技術評価と技術マネジメント 

（N=403） 

研究者・企業等の紹介・引き合わせ 

マーケティング （N=251） 市場開拓・用途発掘 

知財マネジメント（N=246） 知財マネジメント 

ライセンシー発掘 
ライセンシング （N=277） 

ライセンス契約・フォロー 

ファイナンス支援 （N=94） ファイナンス支援 

インキュベーション・企業立地 

（N=345） 
インキュベーション施設運営 

ビジネスモデル作成支援 

製品開発支援 企業経営 （N=321） 

経営支援 

 

 

上表の対応関係において、それぞれの専門分野を有するコーディネータが関連する

活動を行っているかどうかについて整理し、その割合を示したものが図5.3.2である。

各専門分野に対してそれぞれの活動をしている場合、“yes”としてカウントしている。 

34 



 

 

【専門分野】 【主な活動】

技術評価と
技術マネジメント

シーズ発掘・
育成

技術評価と
技術マネジメント

技術評価
技術評価と

技術マネジメント
技術相談

技術評価と
技術マネジメント

技術開発ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

yes 324 yes 268 yes 308 yes 189
no 79 no 135 no 95 no 214

技術評価と
技術マネジメント

研究・技術開
発管理

技術評価と
技術マネジメント

研究者・企業
等の紹介・引

き合わせ
マーケティング

市場開拓・用
途発掘

知財マネジメント
知財マネジメ

ント

yes 183 yes 336 yes 176 yes 151
no 220 no 67 no 75 no 95

ライセンシング
ライセンシー

発掘
ライセンシング

ライセンス契
約・フォロー

ファイナンス支援
ファイナンス

支援
インキュベーショ

ン・企業立地

インキュベー
ション施設運

営

yes 112 yes 137 yes 54 yes 52
no 165 no 140 no 40 no 293

企業経営
ビジネスモデ
ル作成支援

企業経営 製品開発支援 企業経営 経営支援

yes 169 yes 142 yes 173
no 152 no 179 no 148

シーズ発掘・育成

yes
80%

no
20%

技術評価

no
33%

yes
67%

技術開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒ
ﾝﾄ

yes
47%

no
53%

技術相談

no
24%

yes
76%

研究・技術開発管理

no
55%

yes
45%

ライセンシー発掘

no
60%

yes
40%

ライセンス契約・フォロー

yes
49%

no
51%

ファイナンス支援

no
43%

yes
57%

インキュベーション施設運
営

no
85%

yes
15%

研究者・企業等の紹介・
引き合わせ

no
17%

yes
83%

市場開拓・用途発掘

yes
70%

no
30%

知財マネジメント

no
39%

yes
61%

ビジネスモデル作成支援

yes
53%

no
47%

製品開発支援

no
56%

yes
44%

経営支援

yes
54%

no
46%

 

 

図5.3.2 コーディネータの専門分野と主な活動の実施割合 
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「技術評価と技術マネジメント」を専門とする人材は、関連する活動をしている割

合が高いが、“技術開発プロジェクトマネジメント”と“研究・技術開発管理”では

その割合は半数以下となる。これらは、技術相談や評価に比べ連携活動に踏み込んだ

部分とも言え、活動が難しいことも考えられる。 

「マーケティング」および「知財マネジメント」では、それぞれ活動割合が高い。

この領域は、人材の活用が効率的になされていると示唆されている。 

一方で、「ライセンシング」、「ファイナンス支援」、「インキュベーション・企業立

地」、「企業経営」においては、専門と関連活動の実施が統計的に有意でない8という

結果となっており、専門分野と活動の乖離が生じている。 

 

5.3.3 企業経験を有するコーディネータの特徴 

前述したとおり、コーディネータは企業経験を有することが重要な要素といわれる。

わが国のコーディネータにおいては、5.1章でその経歴をみたとおり、活動している

コーディネータの65％が企業での従事経験を持つ。これらの人材の活用としては、ど

のような特徴を示すのだろうか。 

はじめに、上記人材の配置を整理したものが図5.3.3である。 

 

大学・高専, 37%

大学・高専, 42%

大学・高専, 43%
TLO,
6%

TLO,
5%

TLO,
9%

国研・
独法,
8%

国研・独法
15%

国研・独法
22%

公設試,
1%

公設試,
2%

公設試,
1%

財・社・3ｾｸ, 34%

財・社・3ｾｸ, 25%

財・社・3ｾｸ, 36%

知的所有権ｾﾝﾀｰ・
中小企業支援ｾﾝﾀｰ等,1%

知的所有権ｾﾝﾀｰ・
中小企業支援ｾﾝﾀｰ等,2%

県・市,
1%

県・市,
1%

その他, 2%

その他, 6%

その他, 3%

0% 25% 50% 75% 100%

企業
[研究・技術等]

企業
[知財関連]

企業
[企画経営他]

図5.3.3 企業経験を有するコーディネータの配置 

 

 

企業での経験は、「研究・技術等」、「知財関連」、「企画経営他」に区分し、それぞ

れについて集計を行っている。これらの人材は、大学・高専および財団・3セク等に

                            
8 二項検定、有意水準 5％で判断。 

36 



 

多いが、これは全体的な傾向と大きくは変わらない。全体と比較して企業経験者を多

く配置しているのは国研・独法であり、特にその中でも知財関連を経験している人を

多く雇用している様子が伺え、これは、近年、これらの機関の中に知財系の人を配置

したいということの表れとも捉えることができる。 

次に、企業経験者の年齢構成を、同様に3区分に分けて示したものが、図5.3.4であ

る。 

60-69歳, 58%

60-69歳, 59%

60-69歳, 53%

50-59歳, 24%

50-59歳, 25%

50-59歳, 23%

70歳以上,
5%

70歳以上,
7%

70歳以上,
7%

40-49歳,
7%

40-49歳,
10%

40-49歳,
10%

30-39歳,
7%

30-39歳,
4%

　29歳未満,
　2%

0% 25% 50% 75% 100%

企業
[研究・技術等]

企業
[知財関連]

企業
[企画経営他]

図5.3.4 企業経験を有するコーディネータの年齢構成 

 

 

年齢構成では、明らかにシニアとされる人材が多い。コーディネータの人的資源と

して、企業を退職した人材を獲得し、企業で得た経験や知識を活用していることが想

像できる。一方で、企業経験を有していても、40歳に満たない人材は、この分野への

転向の難しさを示しているとも捉えられる。 

 

 

5.4 人材育成の必要性 

コーディネータの人材については、その人数は増えており有効なポテンシャルも有

していることを示してきたが、技術移転活動が活発となり継続的に実施するためには

人材の育成は本質的な課題である。 

コーディネータの活動については、5.2章の活動の幅の分析で、コーディネータの

多くが一連の技術移転活動の中で幅広い活動を行っていることが示されていた。さら

に、5.3章で専門分野との関係について整理をしたが、図5.4.1で示すように、自身の

専門分野でない領域の活動をしている人材が多く存在することも見出せる。 
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図5.4.1 専門分野別 コーディネータの専門領域外活動実態 

 

 

これらからは、現在活動しているコーディネータは必要な専門性を高める必要があ

るということ、反対に、幅広い活動が必要なために専門でない活動をせざるをえない

という状況が生じていることが考えられる。つまり、人材の育成にあたっては、コー

ディネータがどのように活動することが望ましいかを検討する必要がある。 

さらに、人材育成を考える際に、もう一つの要素となるのがコーディネータの年齢

構成である。前述しているとおり、わが国のコーディネータの年齢は非常に高い。多

くの経験が重要視されるなかで、若手とシニアの活動には差があるかを検討するため、

年齢別にコーディネータの活動を整理したものが図5.4.2である。 

傾向に多少のばらつきはあるが、比較的シニアでは幅広い活動をしている割合が高

い。これは、経験豊富であるがゆえに可能となるということが考えうる。反対に、最

も若い年齢層では技術特化の割合が高く、また、40-49歳においては、他の年齢層に

はあまり見られない事業特化という活動をしているコーディネータの存在が示され

ている。 
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図5.4.2 年齢別 コーディネータ活動実態（N=1035） 

 

 

次に、年齢別のコーディネータ所属機関を図5.4.3で見ていくと、20、30歳代は大

学、TLOで活動している人材が多く、中堅以上の人材は財団等での所属が多いことが

明確である。 

人材の育成という視点からすると「学」においてその活動が始まっており、「官」

においては育成ではなく即戦力を活用しているとも解釈できる。 
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注）グラフ上の数値は人数 

図5.4.3 年齢別 コーディネータ所属機関（N=1073） 

 

 

最後に、若手人材が少ない要因となると考えられる任期制の雇用について言及して

おく。データベースの情報から、明確に雇用期間が示されていた500名について、年

齢別に任期を整理したものが図5.4.4である。なお、1年ごとに更新が必要な場合は1

年として集計し、また、任期制でないとみなされるデータについては、記入の方法が

それぞれ異なるなどの障害があり、判断が難しいためここでは集計していない。 
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図5.4.4 年齢別 コーディネータ任期（N=476） 
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コーディネータは、国や自治体のプロジェクトのために採用され、その事業に応じ

た非常に短い任期で雇用されることが多い。グラフからも、任期制で活動しているこ

とは明らかである。これは、技術移転を事業化まで実施するにはあまりにも短い期間

であり、また、コーディネータにとって将来への不安となることは容易に想像できる。 

技術移転の業務全体が継続的に活発に活動し、柔軟な発想を取り入れることにおい

ては、若手からシニアまでの幅広い人材が存在する必要性に言及することに異論はな

いと考えられる。若手の極端な少なさを解消するには、シニアとは異なる採用制度や

OJT制度の設立、人材育成のための研修などが今後の課題である。また、シニアが持

つ「先輩の知恵」ともいえる資源を、継続的に活かすということが重要となってくる

と考えられる。 

 

 

5.5 コーディネート活動 ― チームアプローチへの示唆 ― 

序章において、コーディネータの活動として単独アプローチとチームアプローチと

いう2つのタイプがあり、日本にはチームアプローチが適しているとの示唆があった。

もちろん、コーディネータの望ましい形は、“活動が多岐に渡り、一人で技術移転の

入口から出口まで面倒を見ることができること”であるが、このような人材が多く存

在してきたならば、多くの好ましい結果が聞こえてきても良いのではないか。 

本章における考察からは、幅広い専門性を必要とする業務や人数の制約などの問題

があり、コーディネータが単独で一連の活動を行うことは非常に難しいと言える。そ

こで、本章のまとめとして、チームアプローチによるコーディネート活動へ向けた検

討を試みる。 

 

5.5.1 チームアプローチの可能性 

チームアプローチを可能とするためには、専門分野別に複数の人材を配置すること

と活動の流れに沿って業務をつなぐ仕組みが必要である。また、複数人での取り組み

では、プロジェクトを管理する人材が必須となる。 

コーディネータ活動の実態からは、1機関あたりのコーディネータが非常に少ない

こと、また、技術移転の一連の活動を幅広く行っている状況が示された。そして、多

岐にわたる業務に携わるコーディネータが、多くのシーズを取り扱う9ことなどを考

えれば、時間的にも質的にも厳しい状況となるだろう。ゆえに、単独アプローチを取

らざるを得ない環境や人材不足といった制約が存在していると考えられる。 

1機関あたりのコーディネータの数が少ないことについては、チームアプローチの

                            
9 例えば、コーディネータが提案するJSTシーズ発掘事業への平成 18 年度の応募数は、5621 件

（うち 1008 件採択）に及ぶ。『JSTNews』（2007 年）前掲書。 
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実施に当たってその数を増やすことが必要だが、予算など環境による制約がある。こ

こでは他機関との連携が有用であると考えられるが、機関を越えた連携を実施するに

は問題が生じることは容易に想像できるため、解決には国や自治体が雇用するコーデ

ィネータを活用できる仕組みが有効となろう。 

一方で、多数の企業経験者や特定分野に詳しい人材の存在や、一部ではあるがコー

ディネータのポテンシャルとその活動に関係性が見られたこと、専門に見合う活動へ

の特化など、チームアプローチとして有効な条件も確認できた。企業経験者について

はシニアが多いことが顕著であったが、この人材はチームの管理者として活用しうる

と考える。 

 

5.5.2 チームアプローチと継続的な活動のための人材育成 

技術移転活動では、その結果が得られるまでに多くの時間を要することを踏まえる

と、若いコーディネータを増やすことも考なければならない時期に来ているといえよ

う。経験が重要な要素となるコーディネータという職種ではあるが、業務分担が可能

となるチームアプローチでの活動ならば、若手の場所を創ることは、この分野の業務

が活発で継続的なものとなるためにも有効であるだろう。 

若手人材とシニアが混在したチームアプローチが可能となるならば、若手が全体を

マネジメントする経験豊富なシニアとともに活動することで、シニアの有する知識や

ネットワーク等というメリットを活かし、知識継承やシニアの勤務可能期間の時間的

短さによる問題等の解決にも役立つと考えられる。まず、コーディネータのサポート

役などとして若手人材をこの分野へ取り込み、OJTで育成するような仕組みを構築す

ることが、長期的に産学官連携を推し進め、地域経済活性化への一助となるだろう。 

今回は、データから得られたコーディネータの実態による考察であり、雇用体制や

責任と権限の問題など、制度による制約について触れていない。しかし、ある方向付

けをする場合の制度による誘引や排除を考えることは重要であり、これについては今

後の課題としたい。 

 



 

6. 企業からみたコーディネータの実態と期待 

6.1 はじめに 

本章では、効果的なコーディネータ活動を模索するにあたり、コーディネータの活

動実態について、産学官連携事業でコーディネータを活用した企業に対し実施したア

ンケート調査結果1から、企業からみたコーディネータ2の実態と期待を明らかにする。 

今回行ったアンケート調査によると、産学官連携事業での成果にコーディネータが

貢献したと回答した企業3は、全体の85％であり、コーディネータの貢献は高いとい

える（図6.1.1参照）。このことから、今後産学官連携を推進するにあたり、企業と大

学等の仲介役としてのコーディネータの役割はさらに重要となることが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図6.1.1 産学官連携事業の成果に対するコーディネータの貢献 

 

本章の目的は、企業の視点でのコーディネータの実態と期待について、アンケート

をもとに活動範囲、能力、知識、経験、性質から分析を行うことである。本章の構成

は以下のとおりである。2節でコーディネータの活動範囲、機能について、3節でコー

ディネータの要件である能力、知識、経験、人材、信頼について分析し、最後に企業

が必要とするコーディネータの人材について考察する。 

 

6.2 コーディネータの活動範囲の実態と企業が重視するコーディネータ機能 

本節では前章第2節の分析と同様に、アンケート調査項目を、「技術の関門」、「製品

の関門」、「事業の関門」の3つに分類し、実際に産学官連携事業でのコーディネータ

成    果 企業数

貢献があった 85

貢献はなかった 15

有効回答数 100 貢献が

あった
85%

貢献は

なかった

15%

                            
1 アンケート集計結果については、付録 1の「コーディネータの活動実態調査結果《企業編》の

調査結果の概要」を参照。 
2 ここでいうコーディネータとは、(1)プロジェクトの基礎になった技術シーズの収集、(2)プロ

ジェクト計画および申請の立案、(3)プロジェクト進行中の研究開発業務の間の調整、(4)プロジ

ェクトの成果に関する評価と分析、(5)成果の実用化をめざした、プロジェクト終了後のフォロ

ー、という業務の全般あるいは一部を担当した人と広く定義する。したがって、呼称は、コーデ

ィネーターに限るものではない。 
3 アンケートでは、国支援事業と自治体等支援事業に分けて調査をしているが、ここではこの 2

つをあわせた結果を示している。 
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の活動範囲と今後重要とされる機能の比較分析を行う。 

まず、コーディネータの活動範囲について、前章の図5.2.1「技術移転活動フロー」

に従い、アンケート調査項目4を分類したのが表6.2.1のである。 

 

表6.2.1 3つの関門の分類 

関   門 
アンケート項目 

技術の関門 製品の関門 事業の関門

技術情報の収集、流通 ● ● ● 

技術開発計画の策定 ●   

技術の管理開発 ●   

プロジェクトの進行・管理 ●   

研究者・企業等の紹介・引き合わせ ●   

プロジェクト評価 ●   

市場の調査 ● ●  

試作製品の開発  ●  

市場の開拓、ライセンシング  ● ● 

ビジネスモデルの作成   ● 

事業化の支援   ● 

 

分析方法は、第5章第2節と同様である5。 

図6.2.1は、産学官連携事業でのコーディネータの活動の幅を区分し整理したもの

である。 

実態について、技術、製品、事業の各関門を境とした活動域において、それぞれ特

化しているコーディネータの割合は、技術特化16％、製品特化1％、事業特化5％とな

っている。また、複数域に渡って活動したコーディネータは約8割であり、その多く

は技術移転の入口から出口までの一連の活動を行っていたことがわかる。 

いっぽう、期待するコーディネータの活動域は、技術特化2％、製品特化0％、事業

特化7％となっている。また、複数域に渡るコーディネート活動を期待する企業は9

割で、技術移転の入口から出口までの一連の活動を行うことを期待する企業が多いこ

とがわかる。実態と比べ、事業特化、技術と事業（1+3）、製品と事業（2+3）を期待

する企業の割合が多くなっており、企業は事業の関門で活動するコーディネータが必

要であると考えていることがわかる。 

                            
4 アンケート項目での分析について、実態は問 5（国支援事業と自治体等支援事業をあわせた結

果を利用）、期待は問 9を用いている。 
5 Step1 の各コーディネータの活動域は、3つの関門の該当項目数が異なるので、製品の関門と

事業の関門についてウエイトをかけて 3つの関門を同等としたうえで、各関門での活動の割合を

求めた。 
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注）・企業数は、実態は154、期待は134。 

・グラフ内の数値は、全企業に占める割合。 

 

図6.2.1 全企業のコーディネータの活動域の実態と期待 

 

また、資本金によって企業規模別6にみたものが図6.2.2である。 

大企業の実態について、技術、製品、事業の各関門を境とした活動域において、そ

れぞれ特化しているコーディネータの割合は、技術特化27％、製品特化2％、事業特

化2％となっている。また、複数域に渡って活動したコーディネータは、技術と製品

（1+2）が2％で、それ以外は技術移転の入口から出口までの一連の活動を行っていた。

大企業での産学官連携事業でのコーディネータは、技術移転の入口で活動を行ってい

たことがわかる。 

いっぽう、中小企業の実態ついて、技術、製品、事業の各関門を境とした活動域に

おいて、それぞれ特化しているコーディネータの割合は、技術特化12％、製品特化で

は1％、事業特化6％となっている。また、複数域に渡って活動をしたコーディネータ

は8割であり、その多くは技術移転の入口から出口までの一連の活動を行っていた。

中小企業の産学官連携事業でのコーディネータは、大企業に比べ事業特化の割合が高

く、また、複数域に渡って活動したコーディネータも事業に携わっていることが多く、

したがって、事業の関門で活動するコーディネータが多いことがわかる。 

次に、大企業が期待するコーディネータの活動域は、技術特化5％、製品特化0％、

事業特化11％となっている。また、複数域に渡るコーディネート活動を期待する企業

は84％で、技術移転の入口から出口までの一連の活動を行うことを期待する企業が多

いことがわかる。実態と比べ、技術特化の割合が低く、製品、事業の関門でのコーデ

ィネータの活動を期待する企業が多いことがわかる。 

いっぽう、中小企業が期待するコーディネータの活動域は、技術特化1％、製品特

化0％、事業特化6％となっている。また、複数域に渡るコーディネート活動を期待す

る企業は94％で、技術移転の入口から出口までの一連の活動を行うことを期待する企

業が多いことがわかる。実態と比べ、技術特化の割合が低く、技術と事業（1+3）、製

                            
6 大企業は資本金 3億円以上、中小企業は資本金 3億円未満とした。 
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品と事業（2+3）を期待する企業の割合が多くなっており、事業の関門でのコーディ

ネータの活動を期待する企業が多いことがわかる。 

実　　　態

12

27

1

2

6

2

4

2

3 9 66

66

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中小企業

大 企 業

1 技術特化 2 製品特化 3 事業特化 1+2 1+3 2+3 1+2+3
 

期　　　待

1

5

6

11

3 6

8

14

5

69

70

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中小企業

大 企 業

1 技術特化 2 製品特化 3 事業特化 1+2 1+3 2+3 1+2+3
 

注）・企業規模は、資本金で分類（大企業：3億円以上、中小企業：3億円未満）。 

・各業種の企業数は、実態については、大企業：41、中小企業：113、期待については、大企業：37、中小企

業：97。 

・グラフ内の数値は、全企業に占める割合。 

 

図6.2.2 企業規模別コーディネータの活動域の実態と期待 

 

6.3 企業からみたコーディネータの要件 

本節では、産学官連携事業でのコーディネータの要件について、(1)能力、(2)知識・

経験・性質、の2つ視点から、これまでの活動の評価と今後の期待について分析する。 

 

6.3.1 企業からみたコーディネータの要件(1)――能力 

今回行ったアンケート調査によると、今後産学官連携事業を行う際に、コーディネ

ータの協力が必要であると回答した企業は、全体の96％であり、コーディネータへの

期待は高いといえる（図6.3.1参照）。このことから、今後産学官連携を推進するにあ

たり、企業と大学等の仲介役としてのコーディネータは重要となることが考えられる。 
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図6.3.1 産学官連携事業におけるコーディネータへの協力 

 

本項では、コーディネータの能力について、これまで産学官連携事業を進めてきた

でなかでの評価と今後期待する要件に関するアンケート調査回答を利用し分析する。 

アンケート調査項目7を11の能力に区分したものが表6.3.1である。 

 

表6.3.1 アンケート項目とコーディネータの能力との対応表 

アンケート項目 能 力 

評 目標実現のために適切な企画・立案を行いましたか 
① 

期 目標実現のために適切な企画・立案を行うこと 
企画力 

評 
プロジェクトが採択または開始する段階の組織、目標、分担、役割等につ

いて正確に把握していましたか 
② 

期 
プロジェクトが採択または開始する段階の組織、目標、分担、役割等につ

いて正確に把握すること 

計画性 

評 スケジュールを適切に調整するよう努めていましたか 
③ 

期 スケジュールを適切に調整するよう努めること 
調整能力 

評 プロジェクトの内容、進捗状況などについて適切な説明を行いましたか 
④ 

期 プロジェクトの内容、進捗状況などについて適切な説明を行うこと 
判断力 

評 関係者の意向などの対応を柔軟に行いましたか 
⑥ 

期 関係者の意向などの対応を柔軟的に行うこと 
柔軟性 

評 関係者との意見交換を適切に行いましたか 
⑤ 

期 関係者との意見交換を適切に行うこと 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力：

意見交換 

評 貴社の意見・考えを正確に把握していましたか 
⑦ 

期 企業側の意見・考えを正確に把握すること 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力：

把握 

評 コーディネータ自身の意志・考えを適切に伝えていましたか 
⑧ 

期 コーディネータ自身の意志・考えを適切に伝えること 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力：

伝達・疎通 

評 
問題点が生じた時やプロジェクトの進捗状況が思わしくなかったときに適

切なアドバイスを行いましたか 
⑨ 

期 
問題点が生じた時やプロジェクトの進捗状況が思わしくなかったときに適

切なアドバイスを行うこと 

相談助言能力 

評 発生している問題に対し選択可能な手段を用いて適切に対処しましたか 
⑩ 

期 発生している問題に対し選択可能な手段を用いて適切に対処すること 
問題解決能力 

評 分野に関する基礎知識、技術的専門知識を持っていましたか 
⑪ 

期 分野に関する基礎知識、技術的専門知識を持っていること 
専門性 

注) ①～⑪の番号は、アンケート項目の番号を指す。また、「評」はコーディネータの評価に関するアンケート項目、「期」はコーディ

ネータの期待に関するアンケート項目であることを示す。 

                            

 

コーディネーターの協力 企業数

協力をえたい、協力が必要 131

協力は必要ない 5

有効回答数 136

協力は
必要な

い
4%

協力を
えたい、
協力が
必要
96%

7 分析は、「評価」についてはアンケート項目の問 8、「期待」については、問 10 を用いている。 

47 



 

分析は、各アンケート項目の5段階の回答を点数化して、(1)合計し算出した総合デ

ータ、(2)各アンケート項目の平均値、を用いて行う。5段階の点数は表6.3.2のとお

りである。(1)については、各項目の点数に回答企業数を乗じ、5段階を「高い」、「低

い」の2つに分類にし、それぞれを合計して算出した（「高い」：5×(該当企業数)＋4

×(該当企業数)、「低い」：3×(該当企業数)＋2×(該当企業数)＋1×(該当企業数)）。

(2)については、11のアンケート項目の企業の回答の平均値を算出した。 

 

表6.3.2 アンケート項目の5段階の回答の点数と分類 

 5 段 階 点数 分 類 

評 非 常 に 満 足

期 期 待 す る
5 

評 満 足

期 ど ち ら か と い う と 期 待 す る
4 

高い 

評 ど ち ら と も い え な い

期 ど ち ら と も い え な い
3 

評 不 満

期 ど ち ら か と い う と 期 待 し な い
2 

評 非 常 に 不 満

期 期 待 し な い
1 

低い 

注) 「評」はコーディネータの評価に関するアンケート項目、「期」はコー

ディネータの期待に関するアンケート項目であることを示す。 

 

図6.3.2は、コーディネータの能力の評価と期待について示したものである。 

まず、評価をみると、比較的コーディネータの活動に満足している企業が多いこと

がわかる。最も評価が高いのが「計画性」である。次いで「意見交換」、「把握」であ

り、コーディネータのコミュニケーション能力は高く評価されている。いっぽう、「相

談助言能力」、「問題解決能力」が他の能力に比べ低い評価となっており、問題が生じ

たときに、適切な対処ができなかったことがわかる。また、コーディネータの権限が

制限されていることに関連していると考えられる。 

続いて、期待をみると、コーディネータが持つべきもしくは持つことが望ましい能

力は、すべての項目で比較的高くなっており、評価と比べると点数が高くなっている。

最も期待が高いのはコミュニケーション能力である「把握」、次いで「計画性」で、

これらは評価でも高い項目であり、今後もコーディネータが保持することを望む能力

であるといえる。また、評価で低かった「相談助言能力」については、コーディネー

タに高めてもらいたい能力であるといえる。いっぽう、コミュニケーション能力の「伝

達・疎通」は、他の能力に比べ期待が低くなっている。これは、コーディネータ自身

の意志・考えの伝達について、企業は高い期待はしていない、もしくはそれほど必要
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ではないことがわかる。 

 

評　　価

-300 -200 -100 0 100 200 300 400 500

専門性

問題解決能力

相談助言能力

伝達・疎通

把握

意見交換

柔軟性

判断力

調整能力

計画性

企画力

低い評価 高い評価

期　　待

-200 -100 0 100 200 300 400 500 600

専門性

問題解決能力

相談助言能力

伝達・疎通

把握

意見交換

柔軟性

判断力

調整能力

計画性

企画力

低い期待 高い期待

 

注）・企業数は、評価、期待とも131。 

・「低い評価」、「低い期待」は、算出したデータに－１を乗じたものである。 

 

図6.3.2 全企業のコーディネータの能力の評価と期待 

 

3.0

4.0

5.0
企画力

計画性

調整能力

判断力

柔軟性

意見交換把握

伝達・疎通

相談助言能力

問題解決能力

専門性

評価 期待
 

注） 企業数は、「評価」、「期待」とも131。 

 

図6.3.3 全企業のコーディネータの能力の評価と期待の平均値 

 

次に、コーディネータの能力の評価と期待について平均値で示したものが図6.3.3

である。 

先述したように、評価に比べるとコーディネータへの期待は高いことがわかる。評

価において比較的低い能力である「相談助言能力」、「問題解決能力」は、その期待が
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高くなっており、問題が生じたときに、適切な対処をとる能力をコーディネータに期

待していることがわかる。また、「把握」については、他の能力に比べ期待が高い。

これは、企業側の意見・考えを産学官連携事業に的確に反映してもらいたいというコ

ーディネータへの期待であるといえる。さらに、「専門性」については、他の能力に

比べ期待が低くなっており、企業は、コーディネータの専門分野に関しての能力はそ

れほど必要ではない、もしくは期待していないことがわかる。 

さらに、企業規模別にコーディネータの能力の評価と期待について示したものが図

6.3.4である。 

大企業での評価をみると、比較的コーディネータの活動に満足している企業が多い

ことがわかる。最も評価が高いのが「計画性」、次いで「専門性」、コミュニケーショ

ン能力である「把握」である。いっぽう、「相談助言能力」、「問題解決能力」が他の

能力に比べかなり低い評価となっている。その他に「企画力」、「柔軟性」も比較的低

い評価となっている。 

また、期待をみると、コーディネータが持つべきもしくは持つことが望ましい能力

は、すべての項目で比較的高くなっており、評価と比べると点数が高くなっている。

最も期待が高いのは「把握」、次いで「計画性」で、これらは評価でも高い項目であ

り、今後もコーディネータが保持することを望む能力であるといえる。また、評価で

低かった「相談助言能力」、「問題解決能力」への期待は、他の項目と比べ高くない。

いっぽう、コミュニケーション能力の「伝達・疎通」は、他の能力に比べ期待が低く

なっている。これは、コーディネータ自身の意志・考えについては、企業は高い期待

はしていない、もしくはそれほど必要ではないことがわかる。 

中小企業での評価をみると、比較的コーディネータの活動に満足している企業が多

いことがわかる。最も評価が高いのが「計画性」、次いでコミュニケーション能力で

ある「意見交換」と「把握」である。いっぽう、「相談助言能力」、「問題解決能力」

が他の能力に比べかなり低い評価となっており、これは大企業と同様である。その他

に「専門性」も比較的低い評価となっている。 

また、期待をみると、コーディネータが持つべきもしくは持つことが望ましい能力

は、すべての項目で比較的高くなっており、評価と比べると点数が高くなっている。

最も期待が高いのは「把握」、次いで「意見交換」で、これらは評価でも高い項目で

あり、今後もコーディネータが保持することを望む能力であるといえる。また、評価

で低かった「相談助言能力」への期待も、他の能力と比べ高い。いっぽう、コミュニ

ケーション能力の「伝達・疎通」は、他の能力に比べ期待が低くなっている。これは、

コーディネータ自身の意志・考えについては、企業は高い期待はしていない、もしく

はそれほど必要ではないことがわかる。また、「専門性」については、評価も比較的

低く、その期待も高いとはいえない。 
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注）・「低い評価」、「低い期待」は、算出したデータに－１を乗じたものである。 

・企業規模は、資本金で分類（大企業：3億円以上、中小企業：3億円未満）。 

・各業種の企業数は、大企業：38、中小企業：93。 

 

図6.3.4 企業規模別コーディネータの能力の評価と期待 
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注）・企業規模は、資本金で分類（大企業：3億円以上、中小企業：3億円未満）。 

・各業種の企業数は、大企業：38、中小企業：93。 

 

図6.3.5 企業規模別コーディネータの能力の評価と期待の平均値 

 

次に、企業規模別にコーディネータの能力の評価と期待について平均値で示したも

のが図6.3.5である。 

まず、評価についてみると、「計画性」と「専門性」を除く9の能力で、大企業に比

べ中小企業の評価が高い。また、中小企業では、どの能力もほぼ同水準に評価をして

いるが、大企業では、「企画力」、「調整能力」、「相談助言能力」、「問題解決能力」へ

の評価が低くなっている。いっぽう、期待について、大企業に比べ中小企業のほうが

高くなっているが、両企業ともほぼ同じ能力をコーディネータが持つことが望ましい

と考えている。 

この同じ指標を企業規模別にみると、先述したように、大企業、中小企業ともに、

評価に比べるとコーディネータへの期待は高いことがわかる。評価において比較的低
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い能力である「相談助言能力」、「問題解決能力」は、大企業、中小企業ともに、その

期待が高くなっており、予想外の問題が生じたときに、適切な対処をとる能力をコー

ディネータに期待していることがわかる。そして「把握」については、他の能力に比

べ期待が高い。これは、企業側の意見・考えを産学官連携事業に的確に反映してもら

いたいというコーディネータへの期待であるといえる。そのほか、大企業では、評価

が低かった「企画力」への期待が高くなっており、中小企業では、評価が低かった「柔

軟性」への期待が高くなっている。 

 

6.3.2 企業からみたコーディネータの要件(2)――知識・経験・人材・信頼 

本項では、産学官連携の機能を高めるために必要とされる知識・経験・人材・信頼

に関するアンケート調査回答を利用し分析を行う。 

アンケート調査項目8を4つの項目に分類したものが表6.3.3である。 

 

表6.3.3 アンケート項目とコーディネータの知識・経験・人材・信頼の対応表 

アンケート項目 対応項目

1 大学や国、公立研究機関の研究情報を数多く把握している 

2 大学や国、公立研究機関の研究成果の学術的、産業的な評価情報を知っている 

3 大学研究者の産学共同研究に関するこれまでの経歴を知っている 

知 識 

4 研究者としての多くの経験をもっている 

5 知的財産の管理業務に多くの経験をもっている 

6 市場開拓に多くの経験をもっている 

経 験 

7 膨大な人脈をもっている 

9 他地域、他機関のコーディネーターとのネットワークが広くて緊密である 

人材ネット

ワーク 

8 秘密保持の点で信頼がある 

10 コーディネーターは、大学等の知の移転に関して基本姿勢がしっかりしている 
信 頼 

注) 1～10の番号は、アンケート項目の番号を指す。 

 

図6.3.6は、コーディネータに必要とされる知識・経験・人材・信頼について示し

たものである。 

もっとも重視しているのは「知識」、次いで「人材ネットワーク」である。「経験」

はそれほど重視しておらず、また、「信頼」についても重視する企業はわずかである

ことがわかる。 

 

                            
8 分析は、アンケート項目の問 12 を用いている。 
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

コーディネーターは、大学等の知の移転に
関して基本姿勢がしっかりしている

秘密保持の点で信頼がある

他地域、他機関のコーディネーターとの
ネットワークが広くて緊密である

膨大な人脈をもっている

市場開拓に多くの経験をもっている

知的財産の管理業務に多くの経験を
もっている

研究者としての多くの経験をもっている

大学研究者の産学共同研究に関する
これまでの経歴を知っている

大学や国、公立研究機関の研究成果の
学術的、産業的な評価情報を知っている

大学や国、公立研究機関の研究情報を
数多く把握している

経

験

知

識

人

材

信

頼

 

 
注） 企業数は、130。 

 

図6.3.6 全企業のコーディネータに必要と思われる知識・経験・人材・信頼 

（三つまで回答） 

 

また、図6.3.7は、コーディネータに必要とされる知識・経験・人材・信頼につい

て企業規模別に示したものである。 

大企業、中小企業ともに、最も重視しているのは「知識」で、次いで「人材ネット

ワーク」である。大企業においては、「経験」のなかで、研究者としての経験を多く

持つものが望まれているが、中小企業では、「経験」はそれほど重視されていない。

「信頼」については、大企業、中小企業ともに重要とは考えていない企業が多い。 
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大企業 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

コーディネーターは、大学等の知の移転に
関して基本姿勢がしっかりしている

秘密保持の点で信頼がある

他地域、他機関のコーディネーターとの
ネットワークが広くて緊密である

膨大な人脈をもっている

市場開拓に多くの経験をもっている

知的財産の管理業務に多くの経験を
もっている

研究者としての多くの経験をもっている

大学研究者の産学共同研究に関する
これまでの経歴を知っている

大学や国、公立研究機関の研究成果の
学術的、産業的な評価情報を知っている

大学や国、公立研究機関の研究情報を
数多く把握している

経

験

知

識

人

材

信

頼

 

中小企業 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

コーディネーターは、大学等の知の移転に
関して基本姿勢がしっかりしている

秘密保持の点で信頼がある

他地域、他機関のコーディネーターとの
ネットワークが広くて緊密である

膨大な人脈をもっている

市場開拓に多くの経験をもっている

知的財産の管理業務に多くの経験を
もっている

研究者としての多くの経験をもっている

大学研究者の産学共同研究に関する
これまでの経歴を知っている

大学や国、公立研究機関の研究成果の
学術的、産業的な評価情報を知っている

大学や国、公立研究機関の研究情報を
数多く把握している

経

験

知

識

人

材

信

頼

 

 
注）・企業規模は、資本金で分類（大企業：3億円以上、中小企業：3億円未満）。 

・各業種の企業数は、大企業：36、中小企業：94。 

 

図6.3.7 コーディネータに必要と思われる知識・経験・人材・信頼（三つまで回答） 
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6.4 まとめ 

本章では、企業からみたコーディネータの実態と期待について分析を行った。その

結果、コーディネータは技術移転の入口から出口まで幅広く活動しており、また、企

業は今後も幅広く活動することを期待しており、特に、製品の関門、事業の関門の技

術移転の出口での活動を重視することを望んでいることが明らかになった。また、大

企業、中小企業ともにコーディネータの評価が高く、期待も高いことがわかった。特

に、問題が生じたときの「問題解決能力」や「相談助言能力」を高めてほしいこと、

また、「専門性」よりも「コミュニケーション能力」を重視していることが明らかに

なった。さらに、企業にとって、「知識」、「人材ネットワーク」が重要であり、「経験」

については、比較的重要視されていないことがわかった。 

これらのことから、コーディネータは、事業の関門を支援する機能をもつことが必

要と考えられる。今回のアンケートでは、一事業へのコーディネータの参加者数を調

査しなかったが、コーディネータ一人で幅広く活動ができなかった場合は、専門分野

のコーディネータが連携し、事業を推進していくことが望ましいと考えることができ

る。また、コーディネータへの要件として、問題が生じたときの「問題解決能力」や

「相談助言能力」に関しては、コーディネータの権限が制限されていることに起因す

る場合、制度を見直す必要があるだろう。そして、企業は、「知識」、「人材ネットワ

ーク」を重視していることから、知識の習得について、今後、研修等のコーディネー

タの人材育成が重要であると考えられる。さらに、前章の分析で、コーディネータの

年齢層が高いことが示されたが、企業は、コーディネータへの要件として「経験」は

それほど重視していないことから、人材育成を行うことで若年層のコーディネータ活

動が期待できる。こうしたことを留意することで、コーディネータは、産学官連携事

業の促進での支援ができるであろう。 

 



 

7. 地方自治体からみたコーディネータへの期待 

7.1 はじめに 

地域における科学技術振興の重要性が高まるなか、都道府県や指定都市において科

学技術振興策を審議する審議会等を設置するとともに、独自の科学技術政策大綱や指

針等を策定したり、自治体独自の産学官連携事業を実施するなど科学技術振興への積

極的な取り組みがなされている。 

本章では、効果的なコーディネータ活動を模索するにあたり、コーディネータに関

し、都道府県、指定都市に対し実施したアンケート調査結果1から、自治体からみた

コーディネータへの期待を明らかにする。本章の構成は以下のとおりである。2節で

都道府県、指定都市でのコーディネータ制度の状況、3節でコーディネータの活動範

囲、機能について、4節でコーディネータの要件である知識、経験、人材、信頼につ

いて分析し、最後に自治体が必要とするコーディネータの人材について考察する。 

 

7.2 自治体のコーディネータ制度の状況 

本節では、アンケート調査をもとに、自治体のコーディネータ制度について現状を

分析する。 

まず、自治体独自の産学官連携事業で、コーディネータが関与した技術開発支援事

業を実施状況について示したものが図7.2.1である。コーディネータが関与した事業

をこれまで実施しているもしくは実施したことがある自治体は27団体で、回答団体数

の61％であり、多いとはいいがたい。コーディネータが関与した自治体独自の産学官

連携事業を実施しているが、コーディネータが関与していないと回答した自治体もあ

った。 

 

 

実施して

いる/し

たことが

ある; 61%

実施なし;

39%
コーディネータが関与した自治
体独自の産学官連携事業

団体数

実施している/したことがある 27

実施なし 17

有効回答数 44

 

図7.2.1 コーディネータが関与した自治体独自の産学官連携事業の実施状況 

 

                            
1 アンケート集計結果については、付録 2の「コーディネータの活動実態調査結果《自治体編》

の調査結果の概要」を参照。 
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次に、自治体のコーディネータ制度の設置状況を示したものが図7.2.2である。 

コーディネータ制度を設置している自治体は32団体で回答団体数の73％を占めて

いる。比較的多くの団体がコーディネータ制度を設置している。 

制度あ
り; 73%

制度な
し; 27%

コーディネータ制度 団体数

制度あり 32

制度なし 12

有効回答数 44

 
図7.2.2 自治体のコーディネータ制度の設置状況 

 

実施している
/したことがある 実施していない

制度あり

制度なし

2

10

25

7

0

5

10

15

20

25

 
注）・自治体の総数は、44。 

・グラフ内の数値は、該当項目の団体数。 

 

図7.2.3 コーディネータが関与した自治体独自の産学官連携事業実施と 

コーディネータ制度の設置の関係 

 

図7.2.3は、前述のコーディネータが関与した自治体独自の産学官連携事業の実施

とコーディネータ制度の設置の関係を示したものである。コーディネータが関与した

事業をこれまで実施しているもしくは実施したことがあり、コーディネータ制度を設

置している自治体は25団体で、相互に関連しているといえる。コーディネータが関与

した事業をこれまで実施しているもしくは実施したことがあるがコーディネータ制

度を設置していない自治体が2団体ある。これは、国の産学官連携事業の研究成果を
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活用して自治体で産学官連携事業を行っている自治体もあることが理由の一つであ

ると考えられる。コーディネータが関与した事業を実施していないがコーディネータ

制度を設置している自治体が7団体ある。これは、国等の競争的資金獲得を目的とし

て設置しており、自治体の産学官連携事業のために設置していない自治体もあること

が理由の一つとしてあげられる。 

また、コーディネータが関与した自治体独自の産学官連携事業の実施とコーディネ

ータの雇用状況の関係を示したものが図7.2.4である。コーディネータが関与した自

治体独自の産学官連携事業を実施しているもしくは実施したことがある団体でのコ

ーディネータの雇用は、非常用勤務者での採用が10団体で最も多い。次いで、多いの

は常勤勤務者、非常用勤務者の両者で8団体あり、柔軟的な採用をとっている自治体

もある。いっぽう、コーディネータが関与した事業を実施していないが、コーディネ

ータを採用している自治体では、今後、産学官連携事業を実施し、推進していくため

にコーディネータは必要であると考えて採用している自治体もあることがわかる。ま

た、既存の職員をコーディネータとして活用している自治体もある。 

 

実施している/
したことがある 実施していない

常用勤務者
のみ

非常用勤務者
のみ

常勤・非常勤
の両者

8

10

5

7

2

0

2

4

6

8

10

 

注）・自治体の総数は、42。 

・グラフ内の数値は、該当項目の団体数。 

 

 

図7.2.4 コーディネータが関与した自治体独自の産学官連携事業実施と 

コーディネータの雇用状況の関係 

 

さらに、自治体が採用しているコーディネータの配属機関を示したものが図7.2.5
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である。財団法人・第三セクター・社団法人への配属が最も多くなっている。国・独

立行政法人・自治体の研究機関や自治体では、自治体の既存の職員をコーディネータ

として活用している団体もある。 

 

0 5 10 15 20 25 30

大学・高専

自治体

国・独法・自治体の研究
機関

財団法人・第三セクター・
社団法人

 
 

注） 自治体の総数は、44。 

 

図7.2.5 自治体採用のコーディネータの配属機関（複数回答） 

 

7.3 自治体が期待するコーディネータ機能 

本節では、第5章の分析と同様に、アンケート調査項目を、「技術の関門」、「製品の

関門」、「事業の関門」の3つに分類し、自治体が期待する産学官連携事業でのコーデ

ィネータの活動範囲と機能について分析を行う。 

まず、コーディネータの活動範囲について、第5章の図5.2.1「技術移転活動フロー」

に従い、アンケート調査項目2を分類したのが表7.3.1である。 

 

表7.3.1 3つの関門の分類 

関   門 
アンケート項目 

技術の関門 製品の関門 事業の関門

技術情報の収集、流通 ● ● ● 

技術開発計画の策定 ●   

技術の管理開発 ●   

プロジェクトの進行・管理 ●   

研究者・企業等の紹介・引き合わせ ●   

市場の調査 ● ●  

試作製品の開発  ●  

市場の開拓、ライセンシング  ● ● 

事業化の支援   ● 

分析方法は、第5章第2節と同様である3。 

                            
2 分析について、アンケート項目の問 6を用いている。 
3 Step1 の各コーディネータの活動域は、3つの関門の該当項目数が異なるので、製品の関門と
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図7.3.1は、産学官連携事業でのコーディネータの活動の幅を区分し整理したもの

である。 

自治体が期待するコーディネータの活動域は、すべての自治体で、１つの活動への

特化でなく、複数域に渡るコーディネート活動である。そのなかでも、「製品と事業」

が3団体、技術移転の入口から出口までの一連の活動を行うことを期待する自治体は

39団体で9割以上を占める。したがって、自治体は、コーディネータに技術移転の入

口よりも出口に近い製品、事業の関門での活動を期待していることがわかる。 

 

3 39

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製品＋事業 技術＋製品＋事業
 

 

注）・自治体の総数は、42。 

・グラフ内の数値は、該当項目の団体数。 

 

図7.3.1 自治体が期待するコーディネータの活動域 

 

7.4 自治体が重視するコーディネータの要件―知識・経験・人材・信頼 

本節では、産学官連携の機能を高めるために必要とされる知識・経験・人材・信頼

に関するアンケート調査回答を利用し分析を行う。 

アンケート調査項目4を4つの項目に分類したものが表7.4.1である。 

図7.4.1は、自治体がコーディネータを採用する際に重視している知識・経験・人

材・信頼について示したものである。もっとも重視しているのは、「人材ネットワー

ク」、次いで「経験」のうち市場開拓に関するものである。前節のコーディネータの

採用の際に重視する活動域で技術移転の出口部分での活動と一致する。また、「知識」

についても、比較的高くなっている。「信頼」については、他と比べるとそれほど重

視していないが、前章で企業は重視していないのに対し、自治体は重視している。 

                                                                               
事業の関門についてウエイトをかけて 3つの関門を同等としたうえで、各関門での活動の割合を

求めた。 
4 分析は、アンケート項目の問 7を用いている。 
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表7.4.1 アンケート項目とコーディネータの知識・経験・人材・信頼の対応表 

アンケート項目 対応項目

1 大学や国、公立研究機関の研究情報を数多く把握している 

2 大学や国、公立研究機関の研究成果の学術的、産業的な評価情報を知っている 

3 大学研究者の産学共同研究に関するこれまでの経歴を知っている 

知 識 

4 研究者としての多くの経験をもっている 

5 知的財産の管理業務に多くの経験をもっている 

6 市場開拓に多くの経験をもっている 

経 験 

7 膨大な人脈をもっている 

9 他地域、他機関のコーディネーターとのネットワークが広くて緊密である 

人材ネット

ワーク 

8 秘密保持の点で信頼がある 

10 コーディネーターは、大学等の知の移転に関して基本姿勢がしっかりしている 
信 頼 

注) 1～10の番号は、アンケート項目の番号を指す。 

 

 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

コーディネーターは、大学等の知の移転に
関して基本姿勢がしっかりしている

秘密保持の点で信頼がある

他地域、他機関のコーディネーターとの
ネットワークが広くて緊密である

膨大な人脈をもっている

市場開拓に多くの経験をもっている

知的財産の管理業務に多くの経験を
もっている

研究者としての多くの経験をもっている

大学研究者の産学共同研究に関する
これまでの経歴を知っている

大学や国、公立研究機関の研究成果の
学術的、産業的な評価情報を知っている

大学や国、公立研究機関の研究情報を
数多く把握している

経

験

知

識

人

材

信

頼

 
 

注） 自治体の総数は、44。 

 

図7.4.1 コーディネータに必要と思われる知識・経験・人材・信頼（三つまで回答） 

 

7.5 まとめ 

本章では、自治体のコーディネータの設置状況と自治体からみたコーディネータへ

の期待について分析を行った。その結果、コーディネータ制度を設置している自治体

は多く、その採用は、常用勤務者、非常用勤務者と柔軟的であり、コーディネータが

関与している自治体独自の産学官連携事業を実施していない自治体でもコーディネ

ータの採用を行っていることが明らかになった。 
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また、コーディネータを採用する際に、重視する活動域は、技術移転の入口から出

口まで幅広く、特に、出口部分の製品、事業の関門での活動であること、また、重視

する要件は、「人材ネットワーク」、「経験」であることがわかった。これに関し、前

章で、企業はコーディネータの要件として、「知識」、「人材ネットワーク」を重視し、

「経験」はそれほど重視しておらず、自治体のそれと異なる。産学官連携事業を促進

するために、自治体は、コーディネータを採用する際に、このことを考慮すべきと考

えられるだろう。 

さらに、このアンケート調査結果から、自治体は産学官連携事業でのコーディネー

タを重視する傾向があることがわかった。今後、産学官連携事業の促進には、コーデ

ィネータの知識、能力等を高める人材育成が重要となるであろう。 

 

 

 



 

＜第2部＞ 地域のイノベーションの仕掛け人としてのコーディネー

タの役割 現地調査 

中崎 正好、馬場 裕二 

 

8. 現地ヒアリングの対象地域と調査の着眼 

第２部では、地域の科学技術振興に関わるヒアリング調査を行い、特長あるイノベー

ションの仕掛けや、コーディネータによる特別の工夫（仕掛け）事例の抽出を試みる事

とする。 

以下、表8.1に、調査対象とする地域の機関（コーディネータ）と科学技術振興の特

徴的な事例（着眼点）を示す。今回の調査では、「公設試験機関の産学連携への取組み

状況」に関する前回の現地ヒアリング調査を踏まえ、地域の科学技術振興活動やコーデ

ィネート活動が際立っている、北海道、静岡（浜松）、福岡に的を絞って調査する事と

し、それぞれの地域における特長的なコーディネート活動を抽出する。また、北海道と

福岡県は、自治体の科学技術振興に関わる専任部署の職員に、地域独自の特長的な産学

連携の仕掛けとその中でのコーディネート活動の役割についてもヒアリング調査を行

った。 

 

表 8.1 地域における多様なイノベーションの仕掛け調査の着眼 

調査対象機関又はコーディネータ 着 眼 

北海道庁 自治体の特長的な科学技術振興の仕掛け 自
治
体 福岡県庁 自治体の特長的な科学技術振興の仕掛け 

北海道ノーステック財団 管理機関としての連携ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの新たな仕掛け 

北海道立工業技術センター 地場の食品加工業の発展の仕掛け 

前北海道代表科学技術ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ RSP 事業での育成技術の統合化の仕掛け 

三遠南信クラスターマネージャー 浜松地域の広域クラスターの仕掛け 

静岡大学知財本部副本部長 大学の知財マネジメントの仕掛け 

高知大学国際地域共同ｾﾝﾀｰ准教授 産学官民による地域の活性化への仕掛け 

前福岡県代表科学技術ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ 自治体の行政枠を超えるｺｰﾃﾞｨﾈｰｼｮﾝの仕掛け

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
の
活
動 

(株)久留米リサーチパーク バイオ産業の進化の仕掛け 

(株)スペースクリエーション ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ参加企業からのｺｰﾃﾞｲﾈｰﾀへの要望 
企
業 九州計測器(株) ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ参加企業からのｺｰﾃﾞｲﾈｰﾀへの要望 
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9. コーデイネータ活動の現地ヒアリング 

9.1  北海道地域におけるコーデイネータ活動の現地ヒアリング 

北海道地域の現地ヒアリングの対象機関、主な対応者、及び主な討議課題を表9.1.1

に示す。 

 

表 9.1.1  北海道地域の現地ヒアリングの対象機関、主な対応者、及び主な討議課題 

（敬称略） 

期日 ヒアリング先 主な対応者 主なヒアリング事項 

6 月 25 日 

(月) 
北海道庁 

企画振興部科学 IT 振興局 

科学技術振興課産学官連携ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

主幹 大島和幸 

主査 須田光政 

主査 和田克己 

主査 南部明 

経済部産業振興課新産業創出ｸﾞﾙｰﾌﾟ

     主査 新津健次 

工業試験場 研究主幹 鈴木耕裕 

丸山技術コーディネート研究所 

     所長 丸山敏彦 

北海道の科学技術振興の戦略 

コーディネータの配置とその活動へ

の期待 

工業試験場のコーディネート活動 

6月 25 日 

（月） 

北海道科学技

術総合振興ｾﾝﾀ

（ーﾉｰｽﾃｯｸ財団） 

ノーステック財団 

 研究開発部 部長 山中芳朗 

       次長 工藤昌史 

       部長 竹中護 

丸山技術コーディネート研究所 

       所長 丸山敏彦 

支援・管理機関としての新たな活動 

コーディネータへの期待 

6月 26 日 

（火） 

道立工業技術

センター 

函館地域産業振興財団  

 研究開発部 部長 宮嶋克巳 

 研究開発部企業化推進室 

室長 田口久哉 

丸山技術コーディネート研究所 

       所長 丸山敏彦 

財団法人としての道立工業技術セン

ターの役割 

都市エリア事業の管理機関としての

活動 

コーディネート活動 

 

9.1.1  北海道の科学技術振興の最近の動き 

平成10～15年度には、JST地域結集型共同研究事業で「食と健康」に関するバイオア

ッセイ基盤技術の確立によるプライマリーケア食品等の創成をテーマに推進し、その結

果、DFAⅢ(機能性オリゴ糖)の成功事例を出すことができた。 

また、平成15～17年度からは、文部科学省の都市エリア事業に“函館地域”が採択さ

れ、“ガゴメ”、“イカ”の事例が有名となった。この事例は全国的にも上位の成功事例

となっている。引き続き、平成17～19年度の都市エリア事業では、“十勝地域”が採択

され、十勝産農畜産物の高付加価値化に関する技術開発を函館と地域間連携をとりなが

ら推進している。 

また、帯広畜産大が文部科学省の振興調整費に、道内で唯一採択され、地域再生の為

の人材育成をテーマとして実施している。 

このように、北海道の強い地域資源（強い農林水産業・豊富な生物）とその特性（高
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度な研究を行う大学の集積とその成果）を活かした科学技術の振興を推進してきている

のがわかる。 

 

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

       ▼北海道科学技術振興指針（H12 Rev.版） 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

（ヒアリング調査配布資料から抜粋） 

＜地域結集型共同研究事業の成果・効果＞

RSP 事業（H8～H10） 

①ﾊﾞｲｵｱｯｾｲ基礎技術の確立 

②腸内細菌解析・ﾐﾈﾗﾙ収評価 

③ｲﾝﾊﾞｲｵﾃｯｸ食素材の開発 

④ﾐﾈﾗﾙ吸収促進食素材の開発 

⑤北方系機能性食材の開発 

函館都市ｴﾘｱ事業（H15～H17）

①ｶﾞｺﾞﾒのﾗｲﾌｻｲｸﾙ等 

②ｲｶ資源の高付加価値化 

発展型都市ｴﾘｱ事業（H17～H20）

①ﾏﾘﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ＆生産特性持続 

②ﾌｰﾄﾞｸｵﾘﾃｨｰ＆ｺﾝﾄﾛｰﾙ 

十勝都市ｴﾘｱ事業（H17～H19） 

①機能性を重視した十勝産 

 農産物の高付加価値化開発 

十勝地域ｸﾗｽﾀｰ調査（H17～H19） 

①ｱｸﾞﾘ・食品ﾊﾞｲｵ分野の 

     地域ｸﾗｽﾀｰ形成 

重点領域特別研究 

道産機能性食材の加工

研究の継承 

ﾌｺｲﾀﾞﾝ他 

波 及

経産省ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへ展開 

農水省ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへ展開 

函館・十勝地域間連携 
JST 大学発ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援

摂食抑制ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞ食材 

・食材の機能性評価技術を活用した取組み推進 

・北海道の食産業活性化・産学連携の進展 

・大学発ﾍﾞﾝﾁｬｰ・共同研究ﾈｯﾄﾜｰｸ形成・地域 COE 

・DFAⅢ等ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰｹｱ食品の創生 

地域結集型共同研究事業（H10～H15） 

＜食と健康に関するﾊﾞｲｵｱｯｾｲ基礎技術の確立 

            によるﾌﾟﾗｲﾏﾘｰｹｱ＞ 

産学官ﾈｯﾄﾜｰｸ構築 

RSP 事業（H8～H10） 

①広域ﾈｯﾄﾜｰｸﾈﾄﾜｰｸ②技術移転ｼｽﾃﾑ整備 
国等の諸事業へ展開 

実用化・企業化 
展開

波 及

図 9.1.1 北海道の「食と健康」に関連した主な取組の推移 

 

9.1.2  リサーチ＆ビジネスパーク構想 

平成15年度からリサーチ＆ビジネスパーク構想の1つの「北大リサーチ＆ビジネスパ

ーク構想（北大R＆BP構想）」が始動し、平成18年度から基盤機能の活用・拡充を目的と

する第2ステージがスタートした。この構想では、北海道大学の北キャンパス周辺を核

として、“研究開発から事業化までの一貫したシステム”を産学官連携により構築し、

良好な研究・ビジネス環境のもとで、大学等が持つ知的資源を活用した新技術・新製品
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の開発やベンチャー企業・新産業を創出する《場》を形成するとしている。このため、

次の３つの目的、① 国内外から注目される中核的研究開発拠点の形成、②大学等と地

域のコラボレーション（産学官連携）拠点の形成、③大学等の知的資産の活用による経

済の活性化を実現することとしている。 

北大リサーチ＆ビジネスパーク構想の目的と各機関のミッションを図9.1.2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業 

大学 

基礎研究 応用研究 産業技術研 実用化研究 製品化 事業化 

道立試験研究機関

JST 研究成果活用プラ

コラボほっかいどう 

 

（ヒアリング調査時の配布資料＆ホームページ

http://www.hokudai-rbp.jp/outline/index.html から抜粋） 

図 9.1.2 北大リサーチ＆ビジネスパーク構想の目的と各機関のミッション 

 

この北大R&BP構想は、平成15年度「文部科学省科学技術振興調整費・戦略的研究拠点

育成プログラム」に「北大リサーチ＆ビジネスパーク構想（北大R&BP構想）」としての

提案が採択されたものである。 

大学側から見たこの構想1は「知の創造」（ニューサイエンスの創成）と「知の活用」

                            
1 http://www.hokudai.ac.jp/bureau/news/jihou/jihou0405/602_20.htm 参照。 
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（創成されたニューサイエンスの社会還元）をメインコンセプトに、北海道大学創成科

学研究機構を育成機関とし，以下の３点を目指している。 

①「知の創造」では、先端科学をベースに北海道の地域性、北海道大学の特徴、

文理融合、科学技術基本計画（重点４分野）等を生かした研究を実験的に行い、

そこから得られた成果は、時代の要請にあった学問領域や教育科目を開拓し、

横断的専攻や新しい研究組織を創設する。 

②「知の活用」では、「知の創造」で得られた成果を社会に還元し、地域・経済

の発展に供する。知の流通の為のスタッフ組織を構築し、トップダウン型マネ

ジメントを導入する。こうして社会・地域に根付いた新しい大学像を創る。 

③上記の研究システム改革を通して生み出されるニューサイエンスの創成によ

り、国際的に魅力ある卓越した研究拠点化を図る。 

「知の創造」に関わる戦略重点プロジェクト研究は、ナノ、バイオ、IT、環境という

我が国の科学技術基本計画の４重点分野を基本に、北海道の地域性、北海道大学の得意

技、文理融合の観点を踏まえて、以下の４テーマが戦略的に設定された。 

①人獣共通感染症の迅速診断・治療法の開発 

②移植医療・組織工学 

③食の安全・安定供給 

④環境･科学技術政策 

次に、創造された「知」の活用には、２通りの道筋を設定された。一つは基幹大学と

して国内産業の基盤を強化すべく研究開発にすぐれた企業との包括的連携であり、一つ

には北海道の大学としての地域の連携である。 

特に、この北大R&BP構想を推進する為、北海道大学の他、自治体（北海道・札幌市）、

北海道経済連合会、JSTプラザ北海道、（独）産業技術研究所北海道センター、北海道TLO、

日本政策投資銀行、及びノーステック財団など関係機関からなる推進協議会（事務局は

ノーステック財団）が設けられた。 

平成15～17年度の第１ステージにて、基盤機能の整備を行い、平成18～22年度の第２

ステージにてその基盤機能の活用と拡充を進めていく事としている。具体的な推進項目

としては、図9.1.3に示すような内容である。 

今回の調査では、コーディネータがイノベーションの仕掛け人としどのような特長的

な活動を実施しているか事例を抽出する事としているが、この北大R&BP構想では、新事

業・新産業の創出加速に向けて「コア・コーディネータ」が設置された。「技術目利き

支援機能」が整備され、今後その成果が期待される。 

これまで第Ⅰ期の科学技術基本計画以来、地域は自ら「地域の科学技術振興指針」を

策定し、また、「専任部署」を設けて、積極的に科学技術を振興していくことが義務づ

けられた。このため、国の支援制度も活用しつつ、地域の自治体、公設試や大学などの
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研究機関、財団法人・３セクや商工会議所などのそれぞれの機関が、10年に渡って産学

連携というキーワードのもと、図9.1.3の第Ⅰステージに示す機能を大なり小なり果た

して来たと言える。 

一方、この北大R&BP構想は、新しい連携研究拠点を構築し、その拠点を通して、事業

化までの“一環したプロセスイノベーションの仕組み”を構築することがこれまでに無

い取組みであると言える。ひとえに、このモデルが成功するか否かは、図9.1.2に示す

「参加機関」のそれぞれのミッションが明確にされ、また、「各機関」の「インプット」

と「アウトプット」の関係性（相互補完関係）が可視化されるプロジェクト運営ができ

るかどうかにかかっている。その一つの方策としては、研究開発⇒技術の関門⇒製品商

品の関門⇒事業の関門を超える為の「ロードマップ」を作成して、関連部門の果たす役

割を明確化してプロジェクトを推進することが肝要と言える。また、ビジネスパーク構

想を効果的なものとする為には、これまでの“テクノロジープッシュ”というより“マ

ーケットプル”の方向からの「ロードマップ」を策定してプロジェクトを管理すること

も有益と考えられる。いづれにしても、「誰が」プロジェクトコーディネータとして、

事業化に向けた「どのような」マネジメントをするか“人”にかかっている。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ステージ（H15～H17 年度） 第２ステージ（H18～H22 年度） 

＜基盤機能の整備＞ 

■技術経営（MOT）講座の開設 

 （経営力強化機能付加） 

■R＆BP サテライト・ステージの運営 

 （ワンストップサービス） 

■インキュベーションモデル事業 

 （事業化サポートの提供） 

■コア・コーディネータの設置 

 （新事業・新産業の創出加速） 

■金融機関協働による産学官連携 

 システムの構築（企業ニーズの把握）

■産学官協働研究基盤調査 

 （状況把握と整備方策等の調査） 

■R＆BP 環境整備推進事業 

 （R＆BP の周知等） 

＜基盤機能の活用・拡充＞ 

■広報・PR 事業の実施 

（企業の技術課題の解決・事業化支援）

■産学官・金融連携システムの実施 

 （技術目利き支援機能の形成） 

■R＆BP サテライト・ステージの運営 

 （企業・研究者等に係る各ﾈｯﾄﾜｰｸの形成）

■産学官交流ｻﾛﾝ・技術交流会の開催 

 （事業化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの発掘と支援） 

■事業化フォーラムの運営 

（北大リサーチ＆ビジネスパーク パンフレットから抜粋） 

 

図 9.1.3 北大 R&BP 構想の推進の取組み 
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9.1.3  コーディネータ機能の強化 

北海道の科学技術振興指針（H12策定）の基本方針の一つに“科学技術振興の推進体

制の整備”が挙げられ、コーディネート機能の充実・強化が謳われている（図9.1.4参

照）。コーディネータは民間企業OBで研究活動に造詣の深い人を大学教授等20～30名を

メンバーとする選定委員会で選別し、北海道が任命する。コーディネータはプロジェク

ト計画が採択され、スタートした後から参加するので、北海道の場合、プロジェクトの

企画段階では関与しないのが実状である。 

また、北海道としては、「技術移転先は道内の企業のみ」という指導はしていなが、

一方で、道内企業では全国展開も困難な状況にある事を承知している。地場で雇用が発

生することが最終成果であると考えている。 
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（ヒアリング調査の配布資料から抜粋） 

図 9.1.4 北海道の科学技術振興指針の概要 

 

 

9.1.4  北海道立工業試験場におけるコーディネート活動 

工業試験場の研究開発は、昨年度は86課題を実施してきたが、そのうち７割が民間な

ど他機関と共同研究であった。また、公設試の技術職員は地域の中小企業の技術支援を

行ってきており、“全員がコーディネータ”であると認識している。工業試験場には、
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産学連携の業務を強化する為、連携・交流推進ルームが設けられ、２名の専門職員が配

置された。更に、大学・北海道庁・地域の産業技術機関のネットワーク構築、プロジェ

クトの作り込みの他、公設試ではこれまでの実施してこなかった“販路・マーケティン

グ支援”など出口を強く意識したビジネス支援を中小企業基盤整備機構や銀行と連携を

とりながら開始したことが特長と言える。 

 

副場長 

企画調整部 

連携・交流推進ルーム 

情報システム部 

環境エネルギー部 

（２名）

材料技術部 

製品技術部 

【技術支援センター】 技術支援課 

研究支援課 

所長 副所長 

場長 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         行政職：23 名、研究職：89 名 計 112 名（平成 19 年 4 月） 

（ヒアリング調査での配布資料から抜粋） 

 

図 2.1-6 北海道立工業試験場の組織 
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育
て
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公設試の連携推進室による支援 

（ヒアリング調査での配布資料から抜粋） 

 

図 9.1.6 アイディアから商品化にいたる連携推進室の支援 

 

9.1.5  北海道立工業技術センターのコーディネート活動 

北海道立工業技術センターは、工業技術の高度化を促進するために、北海道が函館地

域の中核的試験研究機関として開設し、（財）函館地域産業振興財団が、その管理運営

を行っている「公設民営」の試験研究機関である。また、函館地域産業振興財団（平成

13年4月に財団法人テクノポリス函館技術振興協会より改名）は、函館地域高度技術産

業集積活性化計画における中核的運営機関として機能しており、研究部門を持つ財団で

もある。現在、北海道立工業技術センターの職員の正職員は22名（嘱託職員18名)であ

る。 

北海道立工業技術センターは、メカ・電子・バイオ・食品の複合領域をもち、総合力

を発揮できるのが函館の強みである。人件費と研究費は７：３の比率で、北海道と函館

市で負担している。函館地域での産学連携の企画（計画作り）段階から大学や自治体へ

働きかけを行ってきた。 

研究開発は、受託研究を重点として、年間30～40件の共同研究を行ってきている。こ

の内、65～70％が、地域の特長を活かした海洋研究や水産関係である。これまでの経験
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からは大学の先生だけでは研究の成果が上手く企業と結びつかない。 

工業技術センターの職員は、大学の教員と地場企業のコーディネートを実践し、地場

の企業単独ではなかなか難しい新たな技術開発に取り組んでいる。その良い事例が、文

部科学省の都市エリア産学官連携事業への提案である。 

平成15～17年度一般型に「ガゴメ2及びイカの高付加価値等に関する開発研究」が採

択された。この事業は、（財）函館地域産業振興財団が中核機関として機能し、また、

核となる研究機関は、工業技術センターと北海道大学水産学部が連携した。 

この函館エリア事業では、水産・海洋に関わる独創性豊かな科学技術を融合させ、当

エリアの代表的水産資源であるコンブ、イカのブランド力強化と高度利用を目指す高付

加価値化を進めた。コンブでは、良質のフコイダン3を多量に産出するガゴメのラフサ

イクル（生活史）を解明、操作することによって、フコイダン高生産システムとしての

海中及び陸上栽培技術の確立とフコイダン関連産業の育成を図った。イカでは、鮮度保

持の仕組み、乾燥中の食品における水分状態と品質関係、水産加工食品の細菌検査の迅

速化、イカ墨の微細の色素粒子を高い純度で取り出して凝集しないようにする分離分散

化方法等のテーマについて、科学的解明及び産業技術化を図った。これらにより、海洋

生物の総合的資源開発を図り、食品産業、医薬品産業、情報産業等の高付加価値新産業

の創出に結び付ける計画とした。 

この事業では、ガゴメの素材単価の上昇・用途の拡大等に成功し、直接的な売り上げ

効果で10億円を超す経済効果がもたらされ、また、特許の出願件数についても目標を大

幅に上回るなど、事業化に繋がる成果が着実にあがっており、文部科学省の地域の科学

技術振興事業として高く評価された。 

研究開発については、ガゴメとイカに関する２大テーマを柱とし、大型成果の結実が

期待される長期展望型の研究と、直ちに事業化が見込まれる研究を並行して取り組むこ

とにより、学術的成果はやや少なめの感があるものの、実用的で新事業創出に繋がる多

くの成果が得られた点が特に評価された。 

文部科学省の事業評価4では、地域における産官学ネットワーク形成が十分に進展し、

当初13社であった参加企業が52社にまで増加したことは、この事業が地元企業に魅力的

なものとして受け止められたことによるものであると評価された。また、参加企業側も

自らの経営資源をこの事業に投入する姿勢が見られたことから、事業計画が適切であっ

たと判断された。さらに、グループミーティングを開催するなど、当初計画にないこと

を、事業の進捗状況に応じて実施するなどの工夫が見られた。また、地域の取組として

                            
2 函館の周辺海域に特産するコンブ科トロロコンブ属の大型褐藻（体長約２ｍ）。 
3 水溶性植物繊維の一部で、フコースを主成分とする硫酸化多糖。高血圧抑制、抗腫瘍・抗アレル

ギー等の作用を有する多機能物質。 
4 http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/chiiki/city_area/06110210/008.pdf 参照。 
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は、地域の関係機関が連携して、製品開発から販路開拓方策までの検討を行い、地域ブ

ランドの形成に向けた取り組みを進めている点や、地域内外での展示会への出展や試作

品の市場調査の実施など、成果の情報発信に熱心であった点も評価された。今後は、北

海道内に留まらず、機能性食品系、医学系の専門家などの人材を、幅広く取り込んでい

くことが望まれると指摘された。 

その後、平成18～20年度として、「マリン・イノベーションによる地域産業網の形成」

が、発展型都市エリア事業に採択された。この発展型では、一般型における50社を超え

る企業の参画を土台として、地域に構築された産学官連携体制をより強固なものとし、

新たに生まれた革新的なシーズと企業ニーズを基に、優れた地域水産資源の高度活用、

特殊機能成分の探索、抽出、精製等の高付加価値化技術、品質保証技術を開発し、生産

から加工、流通、消費に至る地域内に内包する一貫した産業機能を革新するとしている。 

特に、このプロジェクトを推進するにあたり、北海道立工業技術センターが主体的な

機能を果たし、産業界76社、大学５機関、北海道立食品加工研究センターなどの研究者・

技術者200名の大型プロジェクトとして推進している。特に、今回面談調査のヒアリン

グに応対してくださった工業技術センター研究開発部 部長 宮嶋克巳氏は副研究統

括としてプロジェクト企画立案とそのプロジェクト推進に責任者として携わっている。 
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（マリン・イノベーションによる地域産業網の形成 パンフレットから抜粋） 

図 9.1.7 函館都市エリア事業の推進体制 

 

この発展型都市エリア事業「マリン・イノベーションによる地域産業網の形成」では、

以下の６つの研究テーマが設定されているが、そのうち、２つのテーマ（①特殊成分の

組成・ゲノム解析・連鎖系のマリンガーデンシステムの構築と②機能性成分の医・薬・

工・食分野への利活用）については大学が研究開発のリーダである。一方、その他の４

つのテーマ（③機能性と感性に基づいたフードデザインシステム、④生体組織の機能保

持メカニズムの解明と応用、⑤公定法を超える高感度の分子生態学的微生物モニタリン

グシステム、⑥生態成分情報による生物種・産地鑑定とトレーサビリティー）は、道立

工業技術センターがリーダとなって研究開発を推進していることが特長的である。この

技術開発の内容を見る限り、乾燥食品の加工技術、活魚の鮮度保持技術、食品の加工・

流通過程での細菌の迅速な計測法、食の安全・安心・地域ブランド確立技術と函館地域

の水産食品加工産業に密接に関連し、かつ、現在社会問題となっている食品加工の信頼

性を向上させる方向の技術開発であり、社会ニーズにマッチしたテーマであると言える。 
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（マリン・イノベーションによる地域産業網の形成 パンフレットから抜粋） 

 

図 9.1.8 函館都市エリア事業（発展型）の研究テーマ 

 

76 



 

9.1.6  財団法人北海道科学技術総合振興センターのコーディネート活動 

財団法人北海道科学技術総合振興センター（ノーステック財団）では、図9.1.9に示

す様に、研究のプロジェクト企画から推進・実行に向けたコーディネート活動に関して、

全員が携わっている。また、このプロジェクト構築や提案の採択に向けては、国や独立

行政法人などの公募型制度の位置づけや狙いなどを理解し、その目的に合った特長ある

プロジェクトの企画や体制のフォーョン組めるかどうかが、イノベーションを仕掛ける

コーディネータとして重要な役割である。その為には、制度の設計の趣旨や採択テーマ

など制度に通じている必要がある。 

財団のプロジェクト推進に向けた課題としては、会計処理に忙殺されて、本来のコー

ディネート業務に注力できないのが悩みであるとのことである。 

また、コーディネーターの弱点としては、業界を知らないことや企業を知らない人も

いる。企業出身のコーディネータは、関連してきた業界の一部分には明るいが、それ以

外の業界の動きまでを期待しても無理の感じがする。 

これまでの経験からコーディネーターに向く人材は、企業の研究畑出身者（視野が狭

く自分の興味だけ）よりも“商品開発畑出身者で失敗を経験してきた方”の方が効果的

に活動している様に思うとの発言が聞かれた。 

ノーステック財団では、研究技術シーズの発掘から、育成、事業化まで担当してきて

おり、これまでのプロジェクト推進経験と実績の自信から、“将来的には大学とノース

テック財団との間で技術開発に向けた包括連携を締結模索していきたい”旨の発言が聞

かれた。 

数年前に「コーディネータの活動調査」でノーステック財団を訪ねた時には、研究開

発部部長の山中芳朗氏からは、「プロジェクトをフォーメションできる人材（コーディ

ネータ）が財団にほしい」と発言されていたが、今回の調査では、「ノーステック財団

はこれまでプロジェクト推進機関として十分な経験と実績を積んできた」と産学連携の

推進・管理機関としての自負が感じられた。 

このノーステック財団が、北大R&BP構想の推進に向け、プロジェクトの推進事務局と

して機能している。 

   
Step １ 

研究ｼｰｽﾞ段階 

 

研究ﾃｰﾏを探索し、

実用性・将来性を

検討 

Step 2 
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げる 
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研究開発段階 
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等のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ化への

検討 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ検討段階
 

 

 

 

 

（ノーステック財団 パンフレットから抜粋） 

図 9.1.9 ノーステック財団による実用化・事業化への繋ぎ機能 
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9.1.7  地域産業プロデューサー5活動 

平成18年度から北海道の単独予算により、地域の企業が有する技術、ノウハウ、人材

などの産業力（地域ポテンシャル）と地域の大学等が有する知的資源を積極的に活用し

ながら、地域が主体となった新たな産業の創出とこれを事業化していく持続的なシステ

ムを構築する仕掛けを開始した。この一環として、平成18年度から中核都市圏での産学

官によるビジネス開発を促進する為、地域産業プロデューサーの設置を進めてきている。

これは、技術開発というよりは、ビジネスという出口の開発に注力しているものである。 

産学官によるビジネス開発を促進するため、道内各地と連携した産業クラスター創造

の仕組みづくりとして、人口規模10万人以上の「中核都市」６地域を中心として（図

9.1.10参照）、ノーステック財団のようなつなぎ役（コーディネーション）を既存の地

域中核推進組織に配置した「地域産業プロデューサー」が担い、ノーステック財団や大

学、支援機関と連携しながらビジネス案件の発掘・提案と事業化を実現し、地域内の産

業の高度化をはかっていくものである。 

具体的な地域産業プロデューサー活動のスキームを図9.1.11に示す。 

 

 

地域中核推進組織の名称 

旭川地域 ： （株）旭川産業高度化センター  

北見地域 ： （社）北見工業技術ｾﾝﾀｰ運営協会 

釧根地域 ： 釧路工業技術センター  

 

十勝地域 ： （財）十勝圏振興機構  

室蘭地域 ： （財）室蘭テクノセンター  

函館地域 ： 北海道立工業技術センター  

                           

（http://www.noastec.jp/division03_04.html から抜粋） 

 

図 9.1.10 ビジネスを開発する為の「地域産業プロデューサー」 

 
5 「地域産業プロデューサー」とは、生産、工程管理やマーケティング、マネージメントなど幅広

い分野での経験者で、今後各地域で取り組むビジネスの「目利き」ができる人である。 
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事業化への段階 業務フロー概要 地域産業プロデューサーの業務 

準備段階 
地域がもつビジネスニーズやシーズ及び、テ

ーマの提案にむけた可能性などの情報収集。

あつめた情報や企業からの持ち込みをもとに

テーマを設定し提案する。 

●企業からの相談などの対応 

●地域の産業力や知的資源に関する情報収集 

●研究成果の実用化試験研究への誘導 

●企業持ち込みのアイデアや地域がもつ可能性の中からテー

マを設定 

一次対応段階 
事業の可能性を企業とともに議論。カンタンな調

査・裏づけを実施。現段階のテーマのレベルを評

価。 

●ニーズ、技術、類似事例、企業体力、法規制の有無を調査し、

「プロジェクトカルテ」を作成 

●プロジェクトアドバイザーの選定 

●合同戦略会議への提案判断 

ビジネスプラン検討段階 
企業、アドバイザーなどで構成される検討チーム

を編成。案件がかかえている課題・問題点を洗

い出し、その対策案を論議しビジネスプランを作

成。 

●ノーステックとの合同戦略会議を経て、ビジネスプラン検討会議

の設置 

●プロジェクトの課題・問題点を洗い出し、ビジネスプランを策定

（企業間の役割分担、利益配分の明確化、道内産業への波及性

検討、補助制度の選択など） 

●必要に応じ、外部への調査委託 

●合同戦略会議・審査会への提案判断 

開発段階 
企業、アドバイザーで構成された開発チームを編

成。実際の開発の進捗管理を行うとともに、検討

段階では予想できなかった問題に対応。 

●プロジェクト推進会議の設置 

●プロジェクト推進会議の進捗管理 

●開発・共同研究結果及びフォローアップの内容の確認 

●合同戦略会議に提示、フォローアップの必要性判断 

事業化準備段階 
お試しで販売してみたり展示会に出展するなどし

て、その結果をふまえ改善・改良をし、また販売

方法や応用製品の開発にも取り組む。 

 

●フォローアップ会議の設置 

●改良・改善、コストダウン、販路拡大にむけたサポート 

（http://www.noastec.jp/division03_04.html から抜粋） 

 

図 9.1.11 ビジネスを開発する為の「地域産業プロデューサー」の活動フロー 
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9.2 浜松地域におけるコーデイネータ活動の現地ヒアリング 

浜松地域の現地ヒアリングの対象機関、主な対応者、及び主な討議課題を表9.2.1に

示す。 

 

表 9.2.1  浜松地域の現地ﾋｱﾘﾝｸﾞの対象機関、主な対応者、及び主な討議課題 

（敬称略） 

期日 ヒアリング先 主な対応者 主なヒアリング事項 

6 月 28 日 

(木) 

静岡大学 

知的財産本部 

知的財産本部  

副本部長   出崎一石 

ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝﾘｰﾀﾞ 原典子 

静岡大学の産学連携の仕掛け 

コーディネータの配置とその活動へ

の期待 

6月 29 日 

(金) 

浜松商工会議所 

三遠南信ｸﾗｽﾀｰ

事務局 

三遠南信クラスター 

  マネージャー 柴田義文 

クラスターマネージャーとしての新

たな仕掛け 

より効果的な産学連携に向けたコー

ディネータの悩み 

6月 29 日 

(金) 

(株)ｽﾍﾟｰｽｸﾘｴｰｼ

ｮﾝ 

代表取締役社長 

 青木邦章 

（静岡大学非常勤知的財産ﾏﾈｰｼﾞｬｰ）

産学連携プロジェクトへの参加経験

からのコーディネータ活動への要望

 

 

9.2.1  静岡大学の知的財産本部のイノベーションの仕掛け 

静岡大学イノベーション共同研究センターは、WEBによれば、図9.2.1に示す様に、 

①共同研究開発部門 （産学官プロジェクト研究、実用化研究、リエゾン担当で構

成） 

②インキュベーション部門 (大学発ベンチャーの支援・育成を行う) 

③未踏技術開発部門 （大学のシーズ創出を行う）  

④知的財産本部 （知的財産の創出支援や大学内の知的財産の管理を行う）  

の組織で構成される。その中の“知的財産本部”は、静岡大学における知的財産の創出

支援、これに係る権利の取得、管理及び活用を一元的に行うために（図9.2.2参照）平

成14年12月に地域共同研究センター内（現在は産学官連携推進組織を統合・拡充したイ

ノベーション共同研究センター内）に設置された組織である。 
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（http://www.cjr.shizuoka.ac.jp/center/soshiki.html より） 

図 9.2.1 静岡大学 イノベーション共同研究センターの組織 

 

 

（http://ship.cjr.shizuoka.ac.jp/より） 

図 9.2.2 静岡大学 知的財産本部の組織と活動 

 

今回、知財本部の副本部長の出崎一石氏、及びプロモーションリーダの原典子氏に、

知財本部の立上げ、組織の業務運営プロセス構築の産みの苦しみをヒアリング調査した。
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その結果を以下に整理した。 

 

a.大学内と産業界から信頼される事の重要性 

大学の内部に新たな知財本部を設置するには、大学の中を良く知っていること、

及び新たな知財マネジメント活動の専門家として大学の一般の事務職の方から

も認知されることが重要である。副本部長の出崎一石氏は、大学の半導体研究所

に長く在職し、大学内での動き方に精通していた事とこれまでの知見を活用した

いとの想いが静岡大学知財本部の立上げをする上で役立っている。更に、静岡大

学では事務部門の課長を兼務する体制をとり、「事務部門」に対しても、通常は

よそ者扱いされる組織の中にあって「知財本部の必要性とその合理的な活動への

協力」の説明と説得を続けてきた。現在では一般事務職員にまでファンができる

までになったとの事、やはり人間力が大切であると再認識した。また、大学の知

財本部を立ち上げるには、“企業の論理”を理解していることが必要があり、大

学と共同研究などを通して企業と長年の付き合いを経験してきた出崎一石氏は

適任者であったと言える。 

本当の大学の知財マネジメントは、大学の経営戦略の中に知財戦略をしっかり

根付かせる事であり、この為には、大学の教職員に対して説明責任を果たし、リ

ーダシップを発揮することの大切さを強調している。 

また、大学の知の活用は、“品格”を決めると言及されている。これは、大学

の知（知的・人的資産）を活用する仕組みを考える上で、地域連携や国際連携の

中で、誰に、どの様な社会貢献モデルを描け、またどのように実践できるかとい

う事であり、アカデミック界、産業界、地域の関係者からも認知・信頼される存

在となる必要性を説いている。 

b.静岡大学の知財・人材データの棚卸と知財マネジメントレベル向上 

静岡大学の知財・人材の棚卸と知財の啓蒙活動を平成 15 年度から進めており、

これまでの特許出願状況をデータマイニングしてきた。教員 800 人のうち、特許

を出願する気持ちのある人は、約 450 人で、実際約 200 人の先生方は特許を出願

している。そのうち、知財本部のパワーユーザは 50 人、また、その中でも非常

に安定して協力して頂いている先生は、約 10 人である。 

また、知財本部では、年間約 400 件の知財を８人の“目利き”で担当してい

る。知財本部全体では、約 30 人の組織であり、産学連携事業の企画推進に７人、

特許出願管理に 10 名、その他、大学発ベンチャー企業支援（静岡大学ファンド）

に関係している。 

また、大学での知財創出には、科研費等を含む競争的研究資金による研究開

発と密着な関連があり、知財本部でも、大学の先生方の公的研究資金による研究
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テーマを電子データとして閲覧分析できる体制になっている。静岡大学の知財本

部を、図 9.2.3 の様な大学の知財マネジメントレベルを考えると、全学的な「価

値創造機能とプロフィットセンター機能」を指向するレベルまで進化したと言え

る。 

 

ビジョン
の共有

ｺｽﾄｾﾝﾀｰ機能

学内の知財の棚卸
と啓蒙活動

Management 
Level

【戦略的位置】
●大学の研究教育力強化
●大学のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ強化
●研究者のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ強化

入学希望者増加
優秀な研究者の集積
実学重視の研究大学として

のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力強化

●知財の組織的管理ｼｽﾃﾑ
●学内知財の棚卸・評価

【組織化・体制整備】

産学連携PJの企画・組織
化・実行・評価力の認知
（PDCAｻｲｸﾙ評価）
PJの顧客満足度アップ

知財収益の最大化

負の資産の適正化
PJ提案力強化
（人材育成）

産学連携部門の
一元化管理

価値創造機能と
ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｾﾝﾀｰ機能

●革新技術の価値抽出
と技術の統合化

●競争的研究資金獲得に
よる研究開発促進

●民間企業との研究取引力
の強化

●保有知財の厳選
●合理的・効果的な組織運営

【価値創造と収益力向上】

【ｺｽﾄ削減とﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ向上】

 

図 9.2.3 知的財産本部の活動とマネジメントレベル 

 

c.知財本部の新たな発展モデルの模索 

これまでの知財本部整備では、イノベーション共同研究センターの副センタ

ー長である木村雅和教授、インキュベーション部門長である林正浩助教授（専任）、

及び知財本部の出崎一石副本部長の３人のトリオが知財本部の立上げから現組

織の定着まで、徹底的な議論と現場を奔走してきた。 

今後の発展モデルと考えると、①医工連携の推進、②農工連携、③人的基盤

の強化が必要であると認識されている。 

平成 19 年度から「知的クラスター創生事業」に、浜松オプトロニクスクラス

ター構想として再度選定され、静岡大学、豊橋技術科学大学、浜松医科大学が中

核研究機関として参加することになった。ここでは、浜松地域を中心に豊橋及び

国内外先進地域と連携し、「オプトロニクス（光電子工学）技術を活用した安全・

安心・快適で、かつ持続可能なイノベーション社会の構築」をテーマに、高機能・

高性能イメージングデバイス開発、人間活動の支援環境構築、超高精度ものづく

り支援・観察システム開発、イノベーション・マネジメントシステム開発を進め、

オプトロニクスの世界的拠点となる産業集積・研究開発拠点の形成を目指すもの

として位置づけられている。このプロジェクトから医工連携の進化と静岡大学知

財本部の前向きな参加・貢献を期待したい。 
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農工連携は、まだまだで、これからの感がある。また、人的基盤の強化では、

これまで静岡大学の知財本部の立上げと並行し人材の育成に注力し、プロモーシ

ョンリーダの原典子氏をはじめとして、若手の専門職員が育ってきた。今後は、

文部科学省などの補助事業（呼び水）が無くなっても、知財本部が大学内の重要

な組織として全学的に認知され、効果的・効率的な知的財産の創出と活用モデル

を発展させていくことで、地域の大学の知財本部の先進的モデルとなることを望

む次第である。 

 

9.2.2  三遠南信クラスターの仕掛け 

経済産業省が経済の閉塞感を打破し、雇用機会を確保するために、新産業創出が最重

要政策であるとの方針により、平成10年に「新産業創出促進法」を成立させ、研究開発

に意欲的な地域、企業に新技術･新製品開発を中心とした新規産業等関連施策を集中的･

機動的に投入することになり、その一環として、三遠南信バイタライゼーションプロジ

ェクト6が経済産業省の｢産業クラスター計画｣の一つとして位置付けられた。 

活動としては、静岡県遠州地域、長野県南信地域及び愛知県東三河地域（三遠南信地

域）における輸送機械、産業機械、光学機器等の産業集積のポテンシャルを活かし、国

際的な市場競争力の確保をするために、地域間連携を推進するとともに、大学等教育機

関、公的研究機関や企業間の連携を推進する事としている。（図9.2.4、図9.2.5参照） 

 

 

（http://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/juten/baitara/040601sanennanshin.htmlより） 

 

図 9.2.4 三遠南信地域のバイタライゼーションプロジェクト 

 

                            
6 「バイタライゼーション」とは活力があることを表す「バイタリティ」を語源とする造語。 
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（http://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/juten/baitara/040601sanennanshin.htmlより） 

図 9.2.5 三遠南信バイタライゼーションプロジェクトの推進体制 

 

三遠南信バイタライゼーション浜松支部の推進には、プロジェクトマネージャー（支

部長）として浜松商工会議所常任相談役の柴田義文氏が着任し推進している。構成メン

バーとしては、浜松商工会議所、浜松市、浜松地域テクノポリス推進機構、浜松地域産

業支援ネットワーク会議が参加し、また、静岡大学イノベーション共同研究センター、

静岡浜松工業技術センター、浜松医科大学、静岡理工科大学などの地域の研究機関がア

ドバイザーとして参画し、更に、リエゾンコーディネーター５名が活動に参加している。

今回、プロジェクトマネージャーの柴田義文氏にヒアリング調査を実施し、地域の産学

連携・広域連携に向けた特長的な取組みやその実行の難しさについてまとめた。 

 

a.三遠南信バイタライゼーションの効果的な推進に向けた課題 

地域再生産業クラスター計画は、都道府県域の枠を超えた産学官の広域的な人

的ネットワークを構築し、技術開発、販路開拓、資金支援等の施策を積極的・効

果的に投入し、世界に通用する新事業の創出を図るプロジェクトである。浜松地

域では、三遠南信バイタライゼーションが戦略プロジェクトに位置付けられ、事

業内容としては、新製品・新技術開発支援事業、新産業創出事業、産業人材育成

事業、産学官連携事業、販路開拓支援事業、新製品・新技術開発促進支援事業、

品質向上・技術開発等支援、情報発信事業、及び三遠南信バイタライゼーション

協議会の運営を推進している。 

また、平成 14～18 年度に、文部部科学省の知的クラスター創成事業（浜松地域

オプトロニクスクラスター）として、知的創造の拠点たる大学を核に、関連研究

機関、研究開発型企業等のクラスタリング（自律的な集積）を目指し、産学連携
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体制整備、産学共同研究、産学共同研究成果育成、大学発ベンチャー創出、人的

ネットワーク構築などの事業を展開している。 

また、平成 19 年度から「知的クラスター創生事業」に浜松オプトロニクスクラ

スター構想として再度選定されている。尚、この知的クラスターの選定に当たっ

て、文部科学省からは、地域で不足しているリソースを補完する取組として評価

できるが、国内外の関係機関との広域的な連携をスムーズに行うためには、“全体

の調整機能を担うコーディネータ人材の強化”やより広範囲な人員配置など、マ

ネジメント体制の充実が必要である旨指摘されている。事業化に向けては、具体

的な製品展開を明確にし、研究テーマの絞込みを行い、戦略的に資金を投入する

ことも必要となる。研究テーマを統括し、事業化まで、的確にコントロールして

いく“スーパーバイザーがリーダーシップ”を発揮することが必要であるとコメ

ントされている。 

産業クラスター・知的クラスターの推進には、地域の企業経営幹部、商工会議

所会頭、かつ、静岡大学 OB 会会長を経験し、地域の産学官関係者が一目を置く

柴田義文氏が“産業クラスターマネージャー”および“知的クラスター事業の事

業総括”として任命され、事業の旗振り役を務めてきた。 

これまで浜松地域で産学連携を推進してきた柴田義文氏は、地域から発信され

た技術をベースにプロジェクト的に集中して研究開発を推進する事に関しては、

実際は一筋縄では進まないと実感している。 

県内での産学連携の推進の課題は、“静岡県”、“公設試験研究機関”、“静岡産

業創造機構”が３すくみ状態にあり、それを打開する為に“かゆいところに手が

届く”人材が県にいないことが問題であると認識している。 

これまで静岡県では、東部は、ファルマバレー構想、中部はフーズサイエンス

（都市エリア産学官連携事業）、浜松を中心とした西部地域は、フォトンバレー

（JST 地域結集型共同研究事業・知的クラスター創生事業）のトライアングル構

造による地域振興構想が発表されている。浜松市が政令指定都市になり、地域の

産業振興にも政令指定都市が関わることとなり、浜松商工会議所内に“浜松産業

創造センター”が設立された。これまでの、財団法人浜松テクノポリス推進機構、

静岡県浜松工業技術センター、浜松商工会議所などの支援機関が持つそれぞれの

機能を補完しつつ、新たな浜松産業創造センターがどのように機能してくれるか

が問題である。 

ｂ.長期的に市場を見極めた技術開発のコーディネーションの重要性 

日本の輸送機器産業は、２兆円の輸出産業として成長し、欧米とアジアの需要

に支えられ活況に溢れている現在だからこそ、新しい産業の芽を出す事が大切で

あるとの認識が強い。特に、製品の関門を超えるのに５年程度かかり、また、事
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業の関門として売上に寄与するには、更に 10 年かかる。時代に合った商品をどの

様に開発していくかが問題であると指摘している。最近の企業調査によれば、中

小企業の技術開発は、“経営者の考え方一つで決まる”。現在の浜松地域の経済の

活況の中では、新たな技術開発や製品開発というよりは、どちらかというと、現

在抱えている受注業務をどうやってこなすかに注目されており、浜松地域の企業

は産学連携による新たな技術開発に注目してくれないという悩みを抱えている。 

また、これまでコンソーシアムを組んで開発した商品は、27％が売上に寄与し

ているという調査結果もでており、産学連携というコンソーシアムは、良い機会

と捉えている。 

“市場を見極める”ということは、言葉でいうほど易しくは無く、実際は非常

に難しいが、“本当に市場を見る”コーディネータが必要ではないかとの強い認識

を持っている。 

ｃ.地域の特長を踏まえた科学技術・産業振興策を企画立案できるコーディネータ 

地域のクラスターとして“どのようなクラスター”を構築していくか検討して

いるが、“ひらめき”のできる人（発想の柔軟な人）が地域に何人かほしい。その

様な方の集まりとして“コーディネータグループ”を構成し、新たな地域産業振

興の事業モデルを構築できたら良いのだが！との思いがある。これは、北海道の

科学技術総合振興センターの言う“プロジェクトの企画とフォーメション構築”

ができる人材と同じことであると言える。 

ｄ.浜松の産業界の DNA を理解しつつ、大学への新たな役割を期待 

浜松地域には、“浜松経済の会”の中に“異業種２代目の集まり”がある。この

集まりは、グループができ易いこと、及び他の場所からは浜松に来る人を受入れ

易いという DNA を受け継いでいる。また、浜松地域では、競合企業が多く、切磋

琢磨せざるを得ないという土地柄でもある。特に、この地域は、終戦でスピンア

ウトした企業が多く、現在でもスピンアウトして起業する比率が他地域より多い

ことが特徴である。このような背景に基づき、この地域では、技術開発型中小企

業が多いため、地域の産業界からも大学へ寄せる期待も大きいと言える。具体的

には、①産業に関わる共同研究がしたい、②技術開発への知恵を借りたい、③技

術マネジメント（MOT）のできる人材を育ててほしい、④（特に、生産性向上と

技術的課題の解決に対応して）企業に不足している要素技術を補完してほしいな

ど大学への連携要望が強く感じられる地域である。 

ｅ.産学連携コミュニティーの組織的な活動の在り方 

年に２～３回「ひらめき」を指向して産学連携に関わる組織間の情報交換会を

実施している。これまでのこの会合を見る限り、機関の代表者が替わるとその前

の情報が伝わっていない状況が多々あった。これからは、“産学官という緩やかな
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コミュニティー”のそれぞれのプレイヤー（関係者）は、“キャッチボール運動理

論”のように“組織として動き、それぞれのコミュニティーの参加者が組織と共

に成長する”様な仕組みを今後構築していく必要性を痛感している。 

産学連携や地域振興を長い目で見ていると、ある時は組織を分散させたきめ細

やかな地域振興を指向し、ある時はその組織が冗長と判断されると今度は、機能

を一か所に集中させて合理的な運営を指向してきている。これまでの地域振興を

見ると、この集中と分散のサイクルの繰り返しの感じがする。 

今後は、これまでの地域振興の経験（過去の歴史）を踏まえ「合理性」と「効

果」に着眼し、地域の特徴を活かした新たに地域の各種産業振興機関（自治体・

公設試・支援機関・大学等）の相互補完連携と発展モデルを“参加機関のコミュ

ニティー全体とし考えて設計していく”ことが肝要であると言及している。 

 

9.2.3  技術開発型ベンチャー企業から見たコーディネータへの期待と要望 

(株)スペースクリエーション 代表取締役社長青木邦章氏に企業から見たコーディ

ネータへの期待と要望をヒアリング調査し、その結果を以下にまとめた。 

 

a. (株)スペースクリエーションとは 

(株)スペースクリエーションは、社長の青木邦章氏がヤマハ発動機（株）を退

社し、1987 年に設立した半導体レーザ計測とメカトロ制御技術に特化した技術開

発型スピンアウトベンチャー企業である。現在は資本金４千万円、社員数２０名

で、2006 年売上高（6月期）は、約３億円の企業である。また、青木邦章氏は、

浜松商工会議所青年部会、はましん経営塾、静岡県中小企業大学企業家養成講座、

はましん経営塾「新商品研究会」、経営革新支援セミナーなどの講師を務め、積極

的に地域の産業界の活性化に協力している。さらに、静岡大学知的財産本部の知

的財産マネージャに就任し、知財支援活動や静岡大学のビジネス講座やベンチャ

ー講座の講師として若手の育成にも貢献している。 

(株)スペースクリエーションの経営目的によると、いたずらに規模拡大や増収

増益に固執しないものの、広く産業界、とりわけ製造業の技術革新に貢献すると

いう会社設立の使命を全面に打ち出している。産業界のコンビニエンスストアと

しての位置付け、半導体レーザ計測とメカトロ制御技術を核に、デジタルエンジ

ニアリングで味付けしたキーテクノロジーをベースにした“産業界のドラッグス

トア”としてのポジションまで高め、地域経済界にとって不可欠の存在とし、安

定的に存在する企業に成長させるとしている。（表 9.2.2 参照） 
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表 9.2.2 (株)スペースクリエーションによるレーザ振動計測技術の事例 

１. CD/DVDディスク単体のアンバランス量検査 

２. DCモータ単体のアンバランス量検査 

３.カーオーディオ/ナビゲーションダンピング特性評価 

４.ロボット利用のモード解析データ収集 

５.洗濯機の工程内振動検査 

６.スピーカ出力特性評価 

７.モータ製造工程内、騒音測定検査の代替 

８.電子基板振動評価 

９.物理実験振動挙動教材 

10.マフラーの共振特性評価 

11.小型ヘッド分離タイプ（受注生産） 

    筐体内電子基板部品振動挙動測定 

12.多チャンネル振動測定システム（オプション） 

    DCモータ３軸+軸受け 

 

尚、この会社は、技術へのチャレンジ精神が旺盛であり、その一端を会社の企

業理念WEB7から紹介すると共に、産学連携での技術開発状況を示す。 

 

  ＜企業理念＞ 

         「Not Production But Creation」決まったものを製造することよりも、常に新し

い価値を創造することにウェイトをおいて行動します。 

＜経営方針＞ 

【人を創る】 優秀な技術は、優秀な人材のもとからしか生まれないことを常に

強く認識し、自己研磨および業務を通じ、技術・マネジメントの

両方の知識とスキルが向上するような教育体制を構築します。 

【組織を創る】個人の能力の限界を強く認識し、個々人の能力は最大限に活かし

つつも、組織全体でシステマチックに技術開発および事業経営を

推進できるよう、技術開発に適した実践的な組織構築を実現しま

す。 

【核技術を創る】過去の技術蓄積をもとに、産学連携で培われた高度で最先端の

科学技術を加えて創り上げた熟成したシーズをもとに、産業界の

ニーズ・ウォンツに応えられるオンリーワン技術を創出します。 

【事業を創る】独自特化技術を採算ベースに載せ、かつお客様がお求め安いコス

トでご提供できるよう、サプライシステムに創意工夫を凝らして、

堅実で安定したビジネスモデルに仕立て上げます。 

                            
7 http://www.spacecreation.co.jp/profile_.htm 参照。 
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【社会を創る】当社の独自特化技術を採算ベースに載せ、かつお客様に手軽に活

用いただけるよう、ワンストップ化したサービスモデルを、さま

ざまな商品開発シーンに応用提供し、豊かで住み良い社会創りに

貢献します。 

 

＜これまでの産学連携での技術開発＞ 

【経済産業省】 ・平成 14 年 即効型地域新生コンソーシアム研究開発          

振動計応用研究 

・平成 16 年 地場産業等活力強化事業費補助金 DSP 版試作開

発 

【文部科学省】  ・平成 15 年～17 年 産学官連携イノベーション創出事業費補

助金 防災故障予知研究 

【中小企業基盤整備機構】 

・平成 16 年 創業・経営   支援事業(F/S) 市場調査 

【しずおか産業創造機構】 

・平成 12 年～14 年 産学共同研究開発事業 

 

b. コーディネータはやっぱり人間性が肝要 

コーディネータとして企業サイドから見ると①身を粉にして全力投球してくれ

る人、②現状の実態を把握しての助言をしてくれる人が望ましい。これまでの経

験からは、約半分ぐらいのコーディネータは、合わない人がいるかもしれない。 

大企業、技術開発研究所、公設試等の OB の方がコーディネータとして採用さ

れている場合があるが、大企業の OB で中小企業の気持ちがわからない人や、研

究者的であまりにも専門技術だけに拘る幅の狭い人も困る。コーディネートスキ

ルが問題なのかもしれないが、やり方が“とんちんかん”であると、有難迷惑の

場合もある。これまでコーディネートスキルの課題を抽出分析している機関があ

るだろうか？とのコメントも頂いた。 

ｃ. 技術開発型企業へは販路支援が効果的 

企業から見ると、人材の提供というよりは、技術開発・事業開発のツール・情

報を提供してもらえると有難い。スペースクリエーションでは、技術開発や知財

の相談は必要ないと考えており、使うなら“現役の本当のプロ”を使いたい。一

方、販路開拓支援はありがたかった。特に、中小企業では困難となる①大手企業

とのお見合い、②人脈面の支援、③経営支援に繋ぐ仕組みは実感として役立った。 

特に、中小企業の場合は、概してプレゼンテーションがうまくない場合が多く、

また、開発成果物（商品・サービス）の販路開拓として大企業とのマッチングが
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中小企業自身では難しい。そこで中小企業の目線で、プレゼンの指導や販路開拓

を支援して下さるコーディネータが必要である。 

ｄ. 大学との“産学連携での技術開発”への期待 

一般に大学の教員で産学連携に熱心な方は、①ノルマとして推進しなければな

らない教官、②科研費等公的助成金がほしい教官、③事業として儲けたいと思う

教官の数種類に分けられる。企業としてもその先生が、どの分類に入るかを把握

しつつ、連携の仕方を考えていく事が肝要である。 

スペースクリエーションとしては、Ｒ＆Ｄのうち、Ｄ（開発）は、企業自身で

対応してくので、大学への期待は、Ｒ（研究）の分野での協力がほしいところで

ある。大学の先生には、“技術の知恵袋として技術コンサルテーション”をお願い

している。 

これまで大学とのチャンネルの無かった企業にしてみれば、知財本部のような

相談窓口が必要である。 

また、静岡大学知的財産本部の知的財産マネージャとして活動している視点で、

知財本部や TLO の縄張り争いが目につくとの意見もでた。 

最近では、産業技術総合研究所（産総研）と一緒に組んで、光・計測フロンテ

ィア分野の開発を推進している。これは、企業も産総研も互いに Win-Win の関係

を構築（産総研から見ると企業と組んで研究開発公募事業に応募できる）できる

仕組みとなる。また、産総研の場合、大学より企業寄りの実用化に向けた研究を

行っており、実用化に近い所に興味の対象があるため、互いに連携し易い。 

e. 公設試との“産学連携での技術開発”への期待 

大学は知恵袋、産総研（国研）は補助金獲得のパートナーとして使い分けてい

る。スペースクリエーションで開発している機器に関して公設試とは、今のとこ

ろ連携を期待していない。但し、公設試は、①素晴らしい設備を借りることがで

きる、②公設試のお墨付きを貰う必要がある場合は非常に有難い存在である。 

ｆ. 大学の“大局を見極める人材育成”への期待 

静岡大学のビジネス講座やベンチャー講座の講師として若手の育成にも関わる

立場から見ると、大学の機能（役割）が「教育」「研究」「社会還元マネジメント」

となっているが、総合的な専門人材の教育がなおざりになっているように感じて

いる。特に、先生の専門の個別技術は指導しているが、“全体を見通することがで

きる人を育てる事”や“大局を見極める人材の教育”をしていない。このニーズ

にどの様に答えていくかが大学の現在の大きな問題であると企業側からみた大学

の人材育成の問題点（期待）が抽出された。 
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9.3  福岡県及び久留米市におけるコーディネータの活動の現地ヒアリング 

福岡地域の現地ヒアリングの対象機関、主な対応者、及び主な討議課題を表9.3.1に

示す。 

 

表 9.3.1  福岡地域の現地ヒアリングの対象機関、主な対応者、及び主な討議課題 

（敬称略） 

期日 ヒアリング先 主な対応者 主なヒアリング事項 

6 月 27 日 

(水) 

(株)久留米ﾘｻｰ

ﾁ・ﾊﾟｰｸ 

バイオ事業部長  大田修明 

都市ｴﾘｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ  荒谷秀和 

都市ｴﾘｱｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ  田中邦明 

研究開発部主査  木下玲子 

都市エリア事業の推進とｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀの

役割 

今のｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ活動に関する要望 

３セク・財団研究員の役割 

6月 28 日 

(木) 

福岡県商工部 

新 産 業 ・ 科 学 技

術振興課 

課長     藤元正二 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ室長 神谷昌秀 

課長補佐   井本誠二 

県科学技術振興指針の見直し 

公設試の独立法人化 

公設試の地域間連携 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理人材のあり方 

6月 28 日 

(木) 
九州計測器(株) 

企画室取締役 高橋定 

技術顧問   野村和利 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ参加企業からｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀへの

要望 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理機関への要望 

 

上記３機関において討議した内容は、相互に関連し合う事柄が多かった。福岡県とい

う地域でイノベーションのために考えている重要事項を最初に、次いで個別の要望事項

を列記する。 

 

9.3.1  自治体のコーディネータに対する役割と期待 

福岡県では、多額の県費を支出しているプロジェクトの成功を最優先に位置付け、そ

の効果的な進行のため、コーディネータに県職員あるいは３セク財団職員という安定な

雇用と重い責任の両者を課している。 

平成15～17年実施の久留米エリア「テーラーメイド型医薬・診断薬及び疾病予防機能

性食品の開発」は前コーディネータ等の活動で大きな成果を挙げ、県費使用を主体とす

る発展型に移行している。 

発展型都市エリア事業においては、芳賀前コーディネータは事業総括に昇任し、３名

に増員されたコーディネータ制という強力体制を採用している。新コーディネータの中

には㈱久留米リサーチ・パーク中の開発推進室長も含まれ、雇用形態の安定化と共に重

い責任が課されている。ここでは、地銀から「インキュベーション・マネジャー」が嘱

託社員として派遣され、現場で財務支援業務に当たっている。 

福岡県知的クラスター事業は、これまで以上に多額の県費を使用する後半事業に入っ

ている。後半への移行時に、従来の企業OBからなるプロデユーサー陣は交代して最高齢
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50歳の現役陣に入れ替えている。 

（ヒアリング話題には上がらなかったが、）県出資による３セク財団の専務陣は現役

県職員の出向者に入れ替わっている。 

福岡県の科学技術振興指針の見直しは行わず、県立の公設試の独立法人化も当面は検

討しない、ことになっている。このような事実は、シーズの発掘・育成は現プロジェク

トよりはるかに低く位置付け、公設試職員は県庁あるいは３セク財団において責任の重

いプロデユーサー的な業務で実質的な事業化に当たらせる、という行政当局の基本的な

方針から生まれたものと考えられる。 

 

9.3.2  公設試の広域連携とコーディネート活動への注力 

工業系公設試の九州ブロック内の連携に関しては、緩やかではあるが、検討が始まっ

ている。九州７県＋山口県の８県連絡会で、複数県の参加による研究開発課題が４件決

定されている。しかし、研究成果の扱い等に関して各県の規定が異なるので、この問題

の調整と解決から始めるという状況である。 

公設試職員は全員がコーディネータであるという認識で地域中小企業と連携活動を

実施している。工業系４研究所はそれぞれ目標を絞っていて、目標技術分野でコーディ

ネータとして働くという意識が強い。例えば、久留米地区の生物・食品研究所では、「機

能性食品及び素材の評価技術」を中心に活動している。 

 

9.3.3  コーディネータの身分の問題 

現在のコーディネータの多くは、プロジェクトの採択と終了の間の期間しか雇用状況

が安定していないので、技術移転の初期から事業化まで一貫して参加できないという不

満が出された。福岡県方式によれば、県が支援できるのはプロデューサーとしての働き

が認められた者のみ比較的長期の雇用が保証されることになる。大学のシーズ発掘・育

成から始まり、技術の関門、製品の関門、事業の関門を越える活動を希望するコーディ

ネータの雇用安定は、現在の福岡県方式では無理である。この問題は、大学あるいはTLO

で働くコーディネータの身分に関する基本的な問題である。 

上記の問題は、事業化の可能性が高い技術シーズが大学に存在するか、あるいは大学

は進んで優秀なシーズを提示するか、という基本的な問題と関連する。間接的ではある

が、福岡県商工部は地域に存在する大学及びイノベーション・プラザとの連携が少ない

ことを認めていた。 

 

9.3.4  企業からみたコーディネータへの要望 

九州計測器㈱は多くの産学官連携事業に協力してきた企業である。ここでは、従来の

コーディネータの働きを認めて、感謝していたが、唯一の希望はコーディネータがプロ
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ジェクトの中で活動できる事柄を最初に明示して欲しいとのことであった。 

同社が指摘した問題点は、研究成果育成プラザ（現イノベーション・プラザ）プロジ

ェクトの管理機関の業務の進め方である。前例が無いものは最初から認めず、すべての

質問事項は中央に伺いを立てて答える（消極的に）、という基本姿勢では研究開発は進

まない、という同社の強い不満は解決すべき重要事項である。 

 



 

10. コーディネータによるイノベーションの仕掛けに学ぶ教訓 

本項では、JSTの地域研究開発拠点支援（RSP）事業にコーディネータとして実践活動

されてきた方に、これまで携わってきた中から特長的な事例の執筆をお願いし、それぞ

れの仕掛けの成功・失敗の要因を探ると共に、その中からの効果的なイノベーションに

向けた教訓の抽出を試みる。 

 

10.1 複数地域にまたがるイノベーションの仕掛けを試みた場合の課題 

（元 JST 福岡県代表科学技術コーディネータ：齋藤省吾） 

 

大学の優れた研究成果を発掘し、技術としての成熟度を上げ、開発プロジェクトを実

施して産業技術の関門を突破できた時のコーディネータの喜びは大きい。筆者は「揺り

籠から墓場まで(from cradle to grave)フォローする」ことがコーディネータの仕事で

あると信じて、製品の関門さらには事業化（あるいは企業の事業化準備活動の開始）の

関門を突破した事例を少なくとも数件を保有することができた。 

ここで問題にするのは、シーズの発掘から事業化までを閉じた１地域（県）内で完結

することができた例は少ないということである。事業の規模が大きくなるほど、あるい

は事業の技術集積度が高くなるほど、地域内完結は難しい。このような場合、事業化地

域をどこにするかは主たる事業化企業（ビジネス・ドライバー）の論理で決まってしま

う。このようなケースでは、地域行政当局、特に研究開発活動実施地域、の理解が十分

とは言えない。新技術提供地域と事業化実施地域の行政当局間の理解が進み、できれば

地域間連携を重点的に支援する施策が講じられるようになれば、第３期科学技術基本計

画の大目標である地域イノベーションが一層加速されるであろう。 

以下に幾つかの実例を示す。 

 

10.1.1  福岡県で試作した製品の使用を辞退したI県が、自身の開発計画に大きな遅

れを引き起こした例 

福岡県で、世界一感度が高い磁場センサという第一級のシーズから発して製品の試作

をJST支援によるRSP事業で実施した。次いで、製品化は他県（O府）であったため、こ

のセンサの応用製品として外からの擾乱磁場に影響されない無磁場空間の開発を、福岡

県の支援によるプロジェクトで実施した。現在では、顧客注文による無磁場空間（例え

ば、MRI診断室の人体を含む空間）の設計・製作業務を県内企業が行っている。 

このプロジェクトの進行中に、コーディネータはI県で進行中の国支援プロジェクト

で高級な磁気診断デバイスを開発するには非常に高級な磁気シールドルーム（無磁場空

間）が無いので困窮しているという情報を国プロジェクトのリーダーから入手した。福

岡県は県内で試作した無磁場空間の提供あるいは貸与を申し入れようと、I県のプロジ
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ェクトリーダーと接触した。プロジェクト側からの答えは「辞退」であり、その理由は、

試作品提供企業が福岡県内企業であってI県内企業でないので地域行政当局からの許可

が取れないということであった。I県のプロジェクトは終了しているが、目標の一つと

した高級な磁気診断デバイスがどうなったかは不明のままである。 

 

10.1.2  福岡県のｼｰｽﾞを基礎に開発する製品の事業化はS県であることが最初からわ

かっていたので県行政の支持に問題があり、また、成功後事業化地域S県は

無反応であった例 

福岡県内の大学に、ⅰ）電子の移動度がシリコン単結晶よりも高い歪シリコン単結晶

の薄膜を作る技術、ⅱ）半導体単結晶の中の欠陥を検知する手法、という世界第一級の

シーズが存在することを知ったコーディネータは、JST支援のRSP事業を利用してこれら

のシーズを検証させた。この検証期間に担当２研究室以外に製品開発を目論む大企業（S

県）、製品開発支援に貢献したい他の大企業、他の大学研究室、つくば地区の国研の研

究者が自主参加した研究会が組織され、九州経産局の地域新生コンソーシアム計画が作

られた。コンソーシアム提案は非常に高い評価を得たものの、県外事業化を快く思わな

い福岡県行政当局の一管理職の妨害を受けた。コーディネータと県行政当局内の支援者

は文部科学省支援の地域先導研究に提案するよう努力し、幸いにしてこれに採択された。 

歪シリコン・ウエーハ開発は、文部科学省地域先導研究と九州経産局の二つの地域新

生コンソーシアム事業を経て成功した。元コーディネータは三つのプロジェクトのすべ

てに推進委員として参加してフォローを行った。この事業は、国際的なサンプル配布を

経て、現在はウエーハの販売を行っている。コーディネータが釈然としないのは、事業

化が行われているS県の行政当局はこれまでの課程に関して全く無頓着であり、全く協

力すら行わなかったことである。S県の地方新聞の一面トップには新工場の落成記念式

典が写真入りで報じられ、おそらくかなりの雇用の拡大も実現したことであろう。プロ

ジェクト申請時には福岡県行政当局に支援者（現在でも在職中）もいたことを思うと、

推進コーディネータは複雑な気持ちにならざるを得ない。 

 

10.1.3  無反応なS県の大学のｼｰｽﾞを頂いて福岡県及び他県で事業化準備段階に到達

した例 

S県内の大学は、県行政に似て、かなり閉鎖的である。このような大学にも優れたシ

ーズを持つ研究者を散見できる。炭素材料や燃料電池の研究で著名なY教授（現在は名

誉教授）は引用された論文数が工学分野では日本の10指に入る優れた研究者である。し

かし、彼は突出を嫌う学内では冷遇され続けてきた。福岡県の元コーディネータはY教

授に直接接触し、先ず燃料電池電極材料に関するシーズをJSTのRSP事業で検証させた。

次いで、炭素材料に関するシーズを基礎に、超大容量のキャパシタの開発に関する地域
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新生コンソーシアムを提案させた。 

コンソーシアム計画は採択され、Y教授（S県）をリーダーに、炭素材料開発企業（福

岡県）、超大容量キャパシタ開発企業（SG県）、キャパシタ実装担当企業（福岡県に誘致）

の構成で実行された。元コーディネータが推進委員としてプロジェクトに参加したこと

は言うまでもない。コンソーシアムは成功し、現在は大容量キャパシタの試作が行われ、

さらにはこれを搭載したシニアカーの試作・試走も終わり、普通乗用車を対象とするい

わゆるハイブリッド・カーの試作に向けてキャパシタを改良中である。 

意図したわけではないが、超大容量キャパシタの事業に参加する企業にS県内企業は

含まれていない。Y名誉教授は、キャパシタ開発の功績により某企業から１億円の研究

費の寄付を受けたが、処置に苦慮する大学との間で苦労が耐えないようである。キャパ

シタ事業に材料供給を担当する企業と実装技術を担当する企業に福岡県企業が含まれ

ていることに福岡県行政内のイノベーション支援者と元コーディネータの思いが表れ

ていると言われれば、否定することはできない。 

 

10.1.4  プロジェクト研究開発で試作に成功した結果が、企業論理で事業化地域が二

転した例 

福岡県は、コーディネータとプロジェクト・リーダーが同一人で、多色の有機ELデイ

スプレイの開発事業をNEDOコンソーシアム事業で実施した。コーディネータがシーズ提

供者であったことは効率的であり、開発の重点をデイスプレイの長寿命化に置いて県内

大企業を中心に開発を進めた。2.5年経過後に小型のプロトタイプを納品することがで

きた。 

事業化地域の問題はその後に発生した。先ず事業化を計画していた県内大企業から親

企業が位置するO府への移管命令である。理由は製品化に必要な全技術を持つ企業への

移転が効率的であるとのことであった。次いで、親企業の経営上の理由で、別の大企業

との合弁会社設立とその存在地域（IS県）への移管である。この中には、製造プロセス

の変更と表示方式の変更までも含まれていた。ここまで理由が明確になれば、コーディ

ネータ、福岡県ともに企業の論理に従わざるを得ない。IS県の事業化地域（町）は、雇

用の拡大等の理由により、市町村合併に参加しないで町のままと聞いている。IS県が上

記の開発の経過をどの程度知っているかはわからない。 

 

以上４例でシーズ提供地域と成果を受け取る事業化地域の間の微妙な問題を示した。 

望みたいことは、地域間の連携になんらかの支援策を講じて頂きたいということであ

る。支援策ができれば、コーディネータが余計な神経を使わずに済む。地域行政の担当

者の多くは、県内シーズの事業化が他県で行われても、この経過が具体的な形（必ずし

も予算配分を伴わなくても）で中央政府から評価されれば不満の多くを消すであろう。
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もちろん、簡単な手段で地域間連携に関する不満を消すというのは、本末転倒である。 

 

無関係に高い評点が与えられるという制度の新設である。 

提案審査段階で最強チームが編成されていると認められれば、地域に 

プロジェクトは最強のチームで進められるのが最も効果的であるので、 

希望することは、  

 

 

 

 

 

 

10.2  技術システムインテグレーションによる地域イノベーションへのアプローチ 

（元JST北海道代表科学技術コーディネータ：丸山敏彦） 

 

長いこと、公設試において地域企業の技術支援に努め、引き続きJST・RSP事業による

大学等研究成果の技術移転に係わるコーディネート活動及び、その間に蓄積された技術

シーズを要素技術群のシステムインテグレーションによる事業化等のコーディネーシ

ョンを進めてきている。それらは地域特性から持たらされる緊急、かつ重要なニーズで

あって、農水産関連産業の振興とも深く係わる「エネルギー・食・環境」の広い技術分

野である。 

以下、地域ニーズへの“技術システム”対応事例の紹介及びこれまでの活動を通して

「地域と産業に根差したイノベーション」へのアプローチについて循環型地域システム

の構築を進める観点から考えてみたい。 

 

10.2.1  生物処理に代る物理化学的プロセスの「旋回噴流式オゾン酸化法による汚水

処理」技術システム 

本システムの主な構成要素である旋回噴流式撹拌技術は円筒状浴中液体に対してプ

ロペラ等の機械的な駆動源を要することなしにガス吹込み、または液体による旋回現象

を生じさせて高速、かつ効率的に撹拌処理を行う新しいメカニズムの方式である。その

応用開発の当初は積雪寒冷地における融雪槽市場への展開として技術・製品の関門をク

リア、㈱北海道TLOのライセンス供与第1号ともなって日本政策銀行の融資も決まり、事

業化までの技術移転は極めて順調であった。その段階では事業の関門を越える確かな手

応えを得ながらの活動であったが、事業開始後のあまりにも小さいその市場規模には前

段のビジネスモデル作成の重要さと共に自らのコーディネーションに関する力不足を

思い知らされたものである。 

これを契機として本技術単独による開発の進め方に代え、新しい単位操作として位置

付けながらその多目的応用の一つとして地域の緊急、かつ重要なニーズに対応したオゾ
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ン利用との技術組合せによる事例が図10.2.1である。本汚水処理法は物理化学的プロセ

スによる技術システムで、現在、難分解性汚水（搾乳施設洗浄パーラー廃液、含鉱油・

ダイオキシン排水等）、家畜排泄物処理プロセスからの最終排水処理、及び含アンモニ

ア等悪臭の浄化・脱臭処理、各種排水の脱色処理等、従来の生物処理技術の苦手な汚水

を対象として全国規模での市場評価を高めてきている。そのような中で本技術移転先企

業はこれまでの実績とその成長性に関する評価から、今後の社会的責任企業をありたい

姿として、IPO化への企業活動を展開中である。 

本システムの開発において、RSP事業で地域ニーズ毎、個々に発掘・育成してきた技

術シーズ群をもとに、「技術組合せの妙」を生かした対応は環境浄化技術分野における

ブレークスルーを与えると共に、本技術移転先の企業価値を高めるうえでも極めて有意

義であった。そのような技術システム対応ではシーズ指向と言うよりは、ニーズ指向型

コーディネーションへの意識転換を強く促すと共に、それは地域イノベーションへのア

プローチに係わるコーディネート活動の一つの重要な視点である。 

従　来　技　術 本　技　術

＜オゾン＋紫外線併用技術＞ ＜旋回気泡噴流式オゾン酸化法＞

紫
外
線
ラ
ン
プ

紫
外
線
ラ
ン
プ

UV UV

ダイオキシン
分解反応

（小）

オゾン

ダイオキシン

◇攪拌がないため分解反応小
◇設備・ランニングコスト大

ダイオキシン

ダイオキシン
分解反応

（大）

◇高速攪拌・微細気泡により分解反応大
◇設備・ランニングコスト小

オゾン（微細気泡）

 

図 10.2.1 旋回噴流式オゾン酸化法による汚水処理システム 

 

10.2.2  循環型社会の構築に向けた地域イノベーションとの係わりを求めて 

農水産系産業が基幹産業として地域経済を大きく支えてきている北海道にとって、当

該産業からのバイオマス系排出物を利活用する循環型社会の構築は大きな命題の一つ

である。その構築は地域産業振興と共に新しい関連産業の創出を促していく地域イノベ

ーションと深く係わってくるからである。そのような「地域と産業に根差したイノベー

ション」活動との係わりを求めて、現在、RSP事業関連企業と共に検討を進めているの

が、以下のバイオガスプラント対応のゼロ・エミッション型リサイクルシステム（図

10.2.2）である。 
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本システムと係わる酪農業は地域の基幹産業として成長を遂げ、これまでに多頭数営

農に向け自動化、省力化等の技術導入による経営安定化に努めてきている。その一方で、

生産活動に伴い家畜排泄物は増大し、年間2千万トン近くに達している。そのような農

地還元の限度を遥かに超える莫大な量が健全な営農への少なからずの妨げと共に深刻

な地域環境問題を引き起こしている。それは生産システムという枠を越え、営農全体シ

ステムで生じた重大な不具合であって、地域における緊急、かつ重要なニーズの裏返し

でもある。“システムの不具合”からのニーズに関して技術開発が遅れている分野にこ

そ、地域企業にとってビジネスチャンスがある。それと同時に産学官連携による地域イ

ノベーション活動で実践的な役割を担い、競争力をつけていくチャンスでもある。 

新システムでは従来システムのメタン発酵プロセスからの粗バイオガス及び消化液

について物理化学的処理を主体としたプロセスのもと、①メタン高純度化②機能性固形

肥料化及び③最終汚水の浄化処理機能の付与によるゼロ・エミッションを狙いとしてい

る。それを言い換えれば、農水産系のバッズ（Bads）から地産地消エネルギー向けの高

純度メタン及び農作物用機能性肥料のグッズ（Goods）を生み出しながら、バッズを限

りなくゼロに近付けることにある。 

そのようなシステム構築には広い分野にわたる要素技術が必要となるが、単なる技術

の組み合せによる対応では、その“組み合わせの妙”は発揮されない。これまでにRSP

事業で蓄積してきた技術群のもとで組み上げる上述のシステムであっても、その進化を

前提とした技術開発・導入等、さらにはその適正なシステム化を常に考えながら実践し

ていくことが極めて重要である。その観点から本システムに関連して開発の急がれる要

素技術の一つが現状のメタン発酵プロセスにおいて長い処理時間による全体システム

として機能するうえの大きな律速要因を低減する新メカニズムのバイオガス化プロセ

スである。そのアプローチによって本システムの経済的インセンティブを高めて、初め

てＰＦＩ等市場への参入も可能となり、ひいては循環型地域システムづくりによる地域

と産業に根差したイノベーション創出にも寄与することになろう。そのような実践的活

動を進める観点からも地域におけるテクノ・プロデューサー的役割を担うイノベーター

が必要で、それは産学官の各セクターを問うものではないが、先ずはコーディネート機

関としての公設試と地域企業連携からの輩出を期待するものである。 
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図 10.2.2 バイオガスプラント対応 ゼロ・エミッション型リサイクルシステム 

固形分（含肥料成分）

加熱処理：

有機質分解、

肥料成分濃縮

１．従来システム（生物処理）

バイオガスプラント
システム

メタン発酵（バイオガス化）

粗バイオガス

CH4：50～60vol.%

CO2：40～50vol.%

H2S：数103ppm

消化液
（排出量≒投入量）

脱硫処理

一部農地
用液肥

スラリー処理

（曝気・活性汚泥

処理等）

放流・固形分

（処分／既施設等）

含炭酸低品位メタン

CH4：50～60%

CO2：40～50vol.%

H2S：微量

低発熱量・

組成変動性メタン

ガスエンジン・コージェネ：

要専用発電機

２．新システム（物理化学処理）

従来システム

（メタン発酵）

粗バイオガス

固液分離

（沈殿・圧縮脱水等）

液分（汚水）

クリーン化処理 脱炭酸前処理

簡易膜分離：

CO2：10～20%

CH4：80～90%

高純度化処理 ２）

旋回噴流式消石灰

懸濁液攪拌反応処理：

CH4＞98% CO2・H2Sﾌﾘｰ

高品質メタン
高発熱量：天然ガス同等
ガスエンジン・コージェネ

：高出力化

2）

固形肥料化処理

乾燥・加熱殺菌，

造粒化処理

機能性固形肥料
農産物：高品質，高収量化

浄化処理
3）

旋回噴流式オゾン酸化

処理：ＢＯＤ，ＣＯＤ等

低減化，脱臭・脱色等

用水化，放流
水質基準：クリア

生物・乾式

（酸化鉄）処理

温度・処理時間：

３５～５５℃・２５～３０日
スラリ状：

固形分１０％（ ）
スラリ状：

固形分１０％（ ）

）（

消化液

(排出量≒投入量)

含微量鉄触媒

粘土類

（有機質分解・凝集処理）

消石灰懸濁液中処理：

H2Sフリー，一部CO2除去

※図中１）～3）はRPS関連特許取得済または出願中のもの

CH4：50～60vol.%

CO2：40～50vol.%

H2S：数103ppm

（除
湿
）

（除
湿
）

1）

1）

（家畜排泄物等）

 

 

10.2.3  コーディネート活動から見た地域イノベーションに向けての提言 

循環型社会の構築は地域イノベーションそのものとする考えからこれまでの技術シ

ステムインテグレーションによるコーディネート事例を紹介した。循環型社会への共通

認識は広く定着してきているものの、全国どの地域ともそのあり方、内容等で必ずしも

合意形成が進められているわけではない。その構築には新しい仕組みづくりと経済的イ

ンセンティブが前提となろうが、その経済的要因と深く係わる技術開発の遅れも合意形

成の妨げとなっているのも事実である。それは先に述べたように北海道において地域的

社会問題として深刻化している酪農業からの家畜排泄物（バイオマス）に関してその利

活用を進める地域リサイクルシステムひとつ取ってもその感を強くする。 

そのような循環型地域システム構築に関連した技術開発を進める一方で、それと深く

係わる地域イノベーション活動について新しい社会開発の視点から構築する地域産業

技術政策の中でその政策モデルとしての位置付けで産学官連携による実践が重要であ

る。その政策モデルについて地域における戦略的な技術行政を実践する仕組みと言い換

えるならば、それは地域イノベーションそのものを意味しよう。全国どの地域とも産業

技術政策の不十分さを指摘されて久しいが、現在、循環型社会“待ったなし”の中でそ
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れを政策モデルとしてイノベーション創り出していく地域産業技術政策の構築が急務

である。 

 

 

10.3 産学官民連携で地域の活性化を考える 

（高知大学国際・地域連携センター産学官民連携部門長（准教授）、 

有限責任中間法人高知予防医学ネットワーク理事：石塚悟史） 

 

近年、産業界（産）、研究教育機関（学）、市町村（官）、市民団体や地域住民（民）

が連携して、地域を元気にする取り組みが行われるようになってきた。様々な組織が個

別に活動しても大きな発展は期待できないからか。では、高知という地方で、どのよう

な取り組みをしていったらよいのか考えてみた。高知は農業、園芸農業、林業、水産業

といった一次産業が盛んであり、緑に包まれた山々が多く存在し、海水ならびに淡水が

非常に豊富に存在する特性を持っている。食糧生産という観点から考えると、非常にポ

テンシャルの高い地域である。高齢者の比率は非常に高いのが高知の特徴でもある。そ

の他にも、高知の強みと弱みがいろいろとある。 

以下、高知における産・学・官・民連携による地域活性化のための具体的な取り組み

の事例を紹介し、産学官民で地域の活性化を考える機会を共有したい。 

 

10.3.1  安全・安心な「食」を目指した産学官民連携の取り組み事例 

現在、穀物から肉類、水産物まで幅広い食品が値上がりしている。世界人口は１日に

約２０万人増えていると言われ、この人口の増大と中国といった新興国の所得向上が同

時に進行し、国際市場での買い付け競争が価格を押し上げている。世界の食糧危機は、

現実的に私たちの生活にも大きく関わってくるほど深刻な状況になってきている。 

最近の統計資料によれば、2035年にはブラジル、ロシア、インド、中国の４カ国だけ

で、世界にある食糧の約半分を消費することになるといわれている。これらの国は食糧

生産国でもあるが、人口増加によって大量食糧輸入国になることを意味している。日本

は食糧の多くを海外から輸入しており、日本の食糧自給率はわずか40％といわれており、

安全で安心な食糧をどう確保するかを考えていかねばならない。 

高知県は温暖で日照時間が長く、農業には不可欠なきれいな水が豊富にあり、この地

の利のある県は日本でも数少ない地域であり、四国、さらには日本の食（台所）を支え

ることができれば、高知県の存在意義はますます高くなり、元気な高知県づくりになる。

このような背景のもと、産業界（産）、研究教育機関（学）、市町村（官）、市民団体や

地域住民（民）と連携して進めている、安全で安心な食糧を大量に生産するためのプロ

ジェクトを開始した。 
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高知大学では、環境の維持・修復と、健全で高い付加価値を有する食料生産の両立を

目指す、「環食同源」プロジェクト1を進めている。 

このプロジェクトでは、①低コスト、高品質、安全性、安定生産および環境保全を目

標にした施設生産システムの最適化技術の開発、②海洋深層水の有効利用による野菜生

産技術の開発、③有害金属のみならず残留農薬等も含めた有害物質による汚染土壌の修

復技術の開発など、多くの研究開発を開始した。また関連して、園芸施設内の土壌殺菌

方法の開発、施設内加温方式及び省エネシステムの開発、作物の生長をコントロールで

きる高機能フィルムの開発等の着手し、高知県のおいしいトマトやナスなどの生産に活

かされつつある。 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（http://www.kochi-u.ac.jp/JA/kansyoku/index.htmより抜粋） 

 

図 10.3.1 環境修復研究課題 

                            
1 http://www.kochi-u.ac.jp/JA/kansyoku/index.htm 参照。 
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（http://www.kochi-u.ac.jp/JA/kansyoku/index.htmより抜粋） 

 

図 10.3.2 食の高付加価値化課題 

 

 

10.3.2  産学官民連携による地域食材の魅力を活かす取り組み事例 

高知県の地域資源である様々な一次産品（農作物、水産物等）には、健康によいとい

われる成分がたくさん含んでいる。現在進めている、加工食品・健康食品といった一次

産品を更に高付加価値にするための取り組みや、これまで目を向けられなかった農業廃

棄物の有効利用に関する取り組みについて紹介する。 

柚子は、有機酸類が多く含まれ、疲労回復や風邪の予防、また、柚子風呂を楽しんだ

り、千年以上日本人が親しんできた柑橘類である。柚子の生産では高知県が全国の約50

パーセントを占めている。最近、特に柚子の精油（香り）が関心をもたれてきており、

香料業界では柚子精油が足りないほどで、静かな柚子ブームとなっている。アロマテラ

ピーの市場では、精油商品というのは99パーセント外国産の精油ですが、今後日本古来

の精油が必要とされてくるかもしれない。高知大学農学部では、柚子に関する研究が行

われており、柚子精油として商品化もされている。 

ビワは高知県の特産品の１つであり、代表的な産地は高知県の室戸市や須崎市である

が、全県的に植裁されている果実である。従来、ビワの種子は缶詰工場等で大量に排出

され、産業廃棄物として処理していた。高知大学医学部では、ビワの種子に、アルコー

ル性肝障害の改善や高脂血症の予防等に有効である成分を発見し、現在では健康飲料と

して市販されるまでにいたっている。 

また、ピーマンの葉には害虫を寄せ付けない成分が含まれていることや、ナスの皮や
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ショウガには健康によいとされている成分が含まれていることなど、多くの研究成果が

出てきている。これらの研究成果は、産学官民連携事業により、商品として皆様のお手

元に届く日はそう遠くないと思う。 

 

10.3.3  長寿の先進地「高知」における健康管理システム 

日本は世界屈指の長寿国であり、長年にわたり平均寿命のトップクラスを維持し続け

ているが、国民の食習慣や生活スタイルの変化などから心臓病、脳卒中、高血圧症、糖

尿病といった生活習慣病予備軍と呼ばれる国民の増加が顕著となっている。一方、この

生活習慣病に関わる医療費が2003年時点で10兆円を超え、総国民医療費の約1/3を占め

るようになったことから、国の財政を圧迫する主要因の１つとしてその対策が重要課題

として挙げられている。 

高知県の高齢化率（2005年）は25.4％で全国３位であり、特に後期高齢期を健やかに

過ごすために、若年層からの予防対策が重要になってくる。具体的な取り組みの例とし

て、高知大学医学部・旧香北町・土佐町連携による健康長寿計画では“健康状況把握･

生活指導”等の実践により、医療費抑制、日常生活動作の自立割合増加など明確な効果

をあげている。また、高知大学医学部は、健康回復における食の役割を重視した医療関

係者、栄養関係者が一体となった病院内栄養管理体制である我が国での“NST（栄養サ

ポートチーム）”実践の先駆けであり、高知医療センターでは、全国初の栄養局を設け、

食を通じた地域医療を事業の柱のひとつとし、急性期対応病院でありながらNSTを重視

している。 

高知県内には、未病（病気に至る健康状態。近年、その医学的状況の解明が進み、そ

れを検出する技術開発にも着手されている。）対応の基礎事業や病後食指導などに事業

として取り組む企業や、食ビジネスの発展と食を通じた地域経済の活性化を目的とする

NPO法人などができた。 

「医食同源」と言われ、健康に対して食の重要性が再認識されており、様々な病気の

原因となる高度肥満はもとより、褥瘡・感染症発生率が栄養と密接な関係にあることな

どは、医学の常識となっている。現在、病院内で科学的根拠に基づくNSTの取り組みが

始まってきているが、一次予防の観点からはこの考え方を、病院外の地域にも適応して

いくことが有効と考えられる。 

高知県民の疾病予防及び健康の保持増進をはかるとともに、県民の保健及び福祉に寄

与するため、高知大学医学部附属病院、高知医療センター、高知県栄養士会等の協力に

より、「高知予防医学ネットワーク」2が2006年２月からスタートした。これは、長寿時

代の先進地「高知」から、健康的でよりよい食生活の新しい可能性を提案・実践し、健

                            
2 http://kochi-hcnet.org/ 参照。 
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常者の生活習慣病への進行を防ごうという先進的な取り組みであり、他地域にも応用で

きるシステムである。 

 

 

 
（http://kochi-hcnet.org/より抜粋） 

 

図 10.3.3 高知予防医学ネットワークの事業概要図 

http://kochi-hcnet.org/


 

＜第3部＞ 多様な地域のイノベーションの仕掛けとコーディネー

タの役割 

中崎 正好 

 

第３部では、第１部でのデータにみるコーディネータ活動とその期待に関する調査

結果及び第２部の地域のイノベーションの仕掛け人としてのコーディネータの役割

に関する現地調査を踏まえ、「多様なイノベーションの仕掛け」と「その仕掛け人」

や「推進する上でのコーディネータ」の役割について形態別にまとめ、それぞれの課

題を抽出した。 

 

 

11. 地域の多様なイノベーションの仕掛けの形態 

地域の科学技術の振興という視点から見た多様なイノベーションの仕掛けとして、

以下の事例（プロジェクト）を抽出した。 

 ①地域の産業界（商工会議所）が仕掛ける地域行政枠を超える産学官連携プロジ

ェクト 

   ②公設試が仕掛ける函館地域における産学官連携技術育成プロジェクト 

   ③大学が仕掛ける産学官民による予防医学ネットワークプロジェクト 

   ④中核管理機関が仕掛ける地域産業プロデューサー育成 

   ⑤大学知財本部の効果的な活動の仕掛け 

   ⑥公設試が仕掛けるコーディネート活動 

   ⑦RSP 事業で育成してきた要素技術のシステム統合化による事業化への仕掛け 

   ⑨複数地域（自治体）にまたがるイノベーションの仕掛け 

また、活動の地域的広がりや中心となる産学官の参加機関、その活動別に表11.1

及び表11.2にまとめた。 

さらに、プロジェクトの企画段階で重要となる主要な参加者設定とその参加者の役

割調整、実施推進体制、また、プロジェクトの実施結果の評価と次期ステップへの反

映について特長的な活動を抽出すると共に、その仕掛け人の役割と資質などを整理し

た。 
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表 11.1 多様な地域のイノベーションの仕掛けの形態（その１） 

形態 
地域の産業界（商工会議所）が仕掛ける 

地域行政枠を超える産学官連携プロジェクト 

公設試が仕掛ける 

産学官連携による技術育成プロジェクト 

大学が仕掛ける 

産学官民による地域活性化プロジェクト 

中核管理機関が仕掛ける 

地域産業プロデューサー育成 

事例 三遠南信ﾊﾞｲﾀﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ（産業ｸﾗｽﾀｰ計画） 函館地域都市エリア産学官連携事業 高知予防医学ネットワークの事業 北海道ﾉｰｽﾃｯｸ財団の地域産業ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ育成 

 

 

主要な

参加者

設定と

その機

能調整 

 

 

 

 

 

実施推

進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施結

果評価

と次期ｽ

ﾃｯﾌﾟへ

の反映

ﾌﾟﾛｾｽ 

【企画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推進】 

 
 

【評価】 

 

 

【反映】 

 

 

【企画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推進】 

 

【評価】 

 

 

【反映】 

 

 

【企画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推進】 

 

 

【評価】 

 

 

【反映】 

 

 

【企画】 

ノーステック財団による実用化・事業化への繋ぎ機能  

 

 

 

 

【推進】 道内の他地域への“ノウハウ”指導 

       （ベストプラクティースの伝播） 

地域中核推進組織の名称 

旭川地域 ： （株）旭川産業高度化センター  

北見地域 ： （社）北見工業技術ｾﾝﾀｰ運営協会  

釧根地域 ： 釧路工業技術センター  
 
十勝地域 ： （財）十勝圏振興機構  
室蘭地域 ： （財）室蘭テクノセンター  

函館地域 ： 北海道立工業技術センター   

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

【評価】 

 

【反映】 

 

仕 掛 け

人 
地域の商工会議所常任顧問 柴田義文氏 

北海道立工業技術センター 研究開発部 

部長 宮嶋克巳氏 

高知大学 国際・地域連携センター 

産学官民連携部門長 准教授 石塚悟史氏 

ノーステック財団 研究開発部 

部長 山中芳朗氏 

役 割 

三遠南信ﾊﾞｲﾀﾗｲｾﾞｰｼｮﾝのｸﾗｽﾀｰﾏﾈｰｼﾞｬとして柴田

義文氏が先頭に立ち推進。また、研究会等には、

ﾘｴｿﾝｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ５名が支援 

函館地域都市ｴﾘｱ産学官連携事業の研究統括として 

宮嶋克巳氏が先頭に立ち推進 

有限責任中間法人高知予防医学ﾈｯﾄﾜｰｸ理事として

石塚悟史氏が先頭に立ち推進 

ノーステック財団の研究開発部部長として山中芳朗氏

が各種技術開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの企画・推進に尽力 

資 質 

●企業経営者・商工会議所幹部・大学 OB 会会長

など公的な立場での実績と貢献 

●産業界・大学・自治体の関係者からの信頼 

●熱意・リーダシップ 

●公設試職員として研究実績・地域産業界への貢献 

●産業界・大学・自治体の関係者からの信頼 

●熱意・リーダシップ 

●JST 科学技術ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀとしての実績 

●大学・産業界・自治体の関係者からの信頼 

●熱意・リーダシップ 

●産学連携プロジェクト推進者としての実績 

●産業界・大学・自治体の関係者からの信頼 

●熱意・リーダシップ 

強み 強み 

＜ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ企画と提案＞ 
●技術育成テーマ設定と期待される成果

●プロジェクト実施計画書 

●予算/スケジュール 

強み 

＜ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ企画と提案＞ 
●地域活性化ﾃｰﾏ設定と期待される成果 

●プロジェクト実施計画書 

●予算/スケジュール 

強み 

成果抽出と次期ｽﾃｯﾌﾟへの反映分析 

成果を反映した次期ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの企画 

成果抽出と次期ｽﾃｯﾌﾟへの反映分析 

成果を反映した次期ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの企画 

強み 

強み 

＜ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ企画と提案＞ 
●連携ネットワーク構築と期待される成果 

●プロジェクト実施計画書 

●予算/スケジュール 

成果抽出 期ｽﾃｯﾌﾟへの反映分析 と次

成果を反映した次期ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの企画 

B 地域の産業・研究 

ポテンシャル 
●地域の産業界ニーズ 

●研究成果・シーズ 

A 地域の産業・研究 

ポテンシャル 
●地域の産業界ニーズ 

●研究成果・シーズ 

連携マネジメントシステム 
●強力な広域ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

 Step １ 

研究ｼｰｽﾞ段階 

 
研究ﾃｰﾏを探索し、

実用性・将来性を

検討 

Step 2 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ検討段階

 
研究者ｼｰｽ ・゙企業ﾆｰｽﾞ

等のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ化への

検討 

Step 3 

研究開発段階 

 
国や道の制度を活用し

て研究開発を行いﾌﾟﾛｼﾞ

ｪｸﾄの事業化を検討 

Step 4 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 
推進段階・事業化 

実用化・事業化に向け推

進会議を設置。研究成果

を活かし新産業創出や

既存産業の高度化に繋

げる 

情報収集 技術シーズ 

テーマ設定 

可能性検討 

ﾉｰｽﾃｯｸとの合同戦略会議

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗﾝ検討会議設

研究開発制度・誘導

プロジェクトカルテ 

ﾉｰｽﾃｯｸとの合同戦略会議

審査会 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進会議設置

ﾌｫﾛ-ｱｯﾌﾟ会議設置 

ﾉｰｽﾃｯｸとの合同戦略会議

プロジェクトフォーメーション 

プロジェクトフォーメーション 

地域の研究ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ 
●研究人材と研究成果 

●協力的な研究者の参加 

地域の産業ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ 
●地域の産業振興 

●技術開発型企業の参加

ニーズ 

研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ 
●出口を見据えたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

プロジェクトフォーメーション 

地域の産業ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ 
●地域の産業構造 

●ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ参加企業 

地域の研究ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ 
●研究人材と研究成果 

●協力的な研究者 

連携ﾈｯﾄﾜｰｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ 
●関係者 Win-Win のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾒﾈｼﾞﾒﾝﾄ
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形態 大学知財本部の効果的な活動の仕掛け 公設試が仕掛けるコーディネート活動 
RSP 事業で育成してきた要素技術の 

システム統合化による事業化の仕掛け 
複数地域（自治体）にまたがるイノベーションの仕掛け 

事例 静岡大学知的財産本部 北海道工業試験場 丸山技術コーディネート研究所 元福岡県代表科学技術コーディネータ 

 

 

主要な

参加者

設定と

その機

能調整 

 

 

 

 

 

実施推

進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施結

果評価

と次期ｽ

ﾃｯﾌﾟへ

の反映

ﾌﾟﾛｾｽ 

【知財本部の推進組織】

 

【マネジメントレベル】 

 

ビジョン
の共有

ｺｽﾄｾﾝﾀｰ機能

学内の知財の棚卸
と啓蒙活動

Management 
Level

表 11.2 多様な地域のイノベーションの仕掛けの形態（その２） 

【戦略的位置】
●大学の研究教育力強化
●大学のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ強化
●研究者のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ強化

入学希望者増加
優秀な研究者の集積
実学重視の研究大学として

のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力強化

●知財の組織的管理ｼｽﾃﾑ
●学内知財の棚卸・評価

【組織化・体制整備】

産学連携PJの企画・組織
化・実行・評価力の認知
（PDCAｻｲｸﾙ評価）
PJの顧客満足度アップ

知財収益の最大化

負の資産の適正化
PJ提案力強化
（人材育成）

産学連携部門の
一元化管理

価値創造機能と
ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｾﾝﾀｰ機能

●革新技術の価値抽出
と技術の統合化

●競争的研究資金獲得に
よる研究開発促進

●民間企業との研究取引力
の強化

●保有知財の厳選
●合理的・効果的な組織運営

【価値創造と収益力向上】

【ｺｽﾄ削減とﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ向上】

 

●「価値創造機能とプロフィットセンター機能」 

  を指向するレベルまで進化 

 

【コーディネート企画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【推進体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【システム統合化の事例】 

＜北海道 RSP 事業＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旋回噴流式ｵｿﾞﾝ酸化法による汚水処理ｼｽﾃﾑ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ﾊﾞｲｵｶﾞｽﾌﾟﾗﾝﾄ対応ｾﾞﾛ/ｴﾐｯｼｮﾝ型ﾘｻｲｸﾙｼｽﾃﾑ 

 

 

 

 

 

【他自治体で開発した技術の相互補完利用の促進】 

＜福岡県 RSP 事業＞ 

 

＜他県の会＞ 

 

＜福岡県の事業＞ 

 

 

＜他県でのﾆｰｽﾞを把握＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仕 掛 け

人 
知財本部副本部長 出崎一石氏 北海道立工業試験場の職員 

元北海道代表科学技術コーディネータ 

丸山技術ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ研究所 所長 丸山敏彦氏 

元福岡県代表科学技術コーディネータ 

九州大学名誉教授 齋藤省吾氏 

役 割 
知財副本部長として出崎一石氏が先頭に立ち、組

織と人つくり及び活動プロセス構築を主導 

産学連携推進室」の職員が、プロジェクトのコーディ

ネート、プロジェクトの推進、企業探索、販売・マー

ケティング支援等のつなぐ・育てる機能を充実 

元公設試の所長、元代表科学技術ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀの経歴

と実績を活かし、企業・産業ニーズから見た要素

技術のシステム統合化活動を民間として実践 

研究者としての実績を踏まえ、科学技術ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀとして

技術発掘から実用化までの一連の支援活動、福岡県の科

学技術振興指針策定や公設試の研究開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒ

ﾝﾄができる人材育成に寄与 

資 質 

●大学教員・職員等からの信頼 

●民間との共研経験を通して企業論理を把握 

●熱意・リーダシップ 

●公設試職員として研究と地域産業界への貢献実績 

●地域の企業ニーズへのコンサルティングスキル 

●企業人・研究者等からの信頼 

●公設試職員・コーディネータとしての実践・実績 

●企業・研究機関の研究者等関係者からの信頼 

●熱意・リーダシップ 

●研究者・産学連携ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀﾞとしての実践・実績 

●産業界・大学・自治体の関係者からの信頼 

●熱意・リーダシップ 

 

【技術支援センター】 

（２名）
場長 副場長 

企画調整部 

連携・交流推進ルーム

情報システム部 
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企業・産業界のﾆｰｽﾞ/大学・産総研などのﾆｰｽﾞ 

道・経済産業局の動向 

地域支援機関・財団などの情報 

外部資金の情報 

プロジェクトのコーディネート

プロジェクトの推進

商品化できる企業の探索 販売・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ支援へのつなぎ

インキュベーション入居企業への支援

「北のものづくりネットワーク」、場主催の「研究会」、「産技連地域部会」など
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ら
せ
る

つ
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育
て
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集
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公設試の連携推進室による支援

従　来　技　術 本　技　術

＜オゾン＋紫外線併用技術＞ ＜旋回気泡噴流式オゾン酸化法＞

紫
外
線
ラ
ン
プ

紫
外
線
ラ
ン
プ

UV UV

ダイオキシン
分解反応

（小）

オゾン

ダイオキシン

◇攪拌がないため分解反応小
◇設備・ランニングコスト大

ダイオキシン

ダイオキシン
分解反応

（大）

◇高速攪拌・微細気泡により分解反応大
◇設備・ランニングコスト小

オゾン（微細気泡）

固形分（含肥料成分）

加熱処理：

有機質分解、

肥料成分濃縮

１．従来システム（生物処理）

バイオガスプラント

システム

メタン発酵（バイオガス化）

粗バイオガス

CH4：50～60vol.%

CO2：40～50vol.%

H2S：数103ppm

消化液
（排出量≒投入量）

脱硫処理

一部農地
用液肥

スラリー処理

（曝気・活性汚泥

処理等）

放流・固形分

（処分／既施設等）

含炭酸低品位メタン

CH4：50～60%

CO2：40～50vol.%

H2S：微量

低発熱量・

組成変動性メタン

ガスエンジン・コージェネ：

要専用発電機

２．新システム（物理化学処理）

従来システム

（メタン発酵）

粗バイオガス

固液分離

（沈殿・圧縮脱水等）

液分（汚水）

クリーン化処理 脱炭酸前処理

簡易膜分離：

CO2：10～20%

CH4：80～90%

高純度化処理 ２）

旋回噴流式消石灰

懸濁液攪拌反応処理：

CH4＞98% CO2・H2Sﾌﾘｰ

高品質メタン
高発熱量：天然ガス同等
ガスエンジン・コージェネ

：高出力化

2）

固形肥料化処理

乾燥・加熱殺菌，

造粒化処理

機能性固形肥料
農産物：高品質，高収量化

浄化処理
3）

旋回噴流式オゾン酸化

処理：ＢＯＤ，ＣＯＤ等

低減化，脱臭・脱色等

用水化，放流
水質基準：クリア

生物・乾式

（酸化鉄）処理

温度・処理時間：

３５～５５℃・２５～３０日
スラリ状：

固形分１０％（ ）
スラリ状：

固形分１０％（ ）

）（

消化液

(排出量≒投入量)

含微量鉄触媒

粘土類

（有機質分解・凝集処理）

消石灰懸濁液中処理：

H2Sフリー，一部CO2除去

※図中１）～3）はRPS関連特許取得済または出願中のもの

CH4：50～60vol.%

CO2：40～50vol.%

H2S：数103ppm

（除
湿
）

（除
湿
）

1）

1）

（家畜排泄物等）

高感度磁場ｾﾝｻｰの試作 

高感度磁場ｾﾝｻｰの製品

高感度磁場ｾ ﾝ ｻ ｰを利用した

Active 制御無磁場空間装置の試

他県での“国の支援による磁気診断ﾃﾞﾊﾞｲｽ開発”

への福岡県で開発した“無磁場装置”活用を提案

地域の科学技術振興の一環として実施する“自治

体単位での産学連携技術開発プロジェクト”のフ

ォーメーションは、最強のチームで進められるの

が最も効果的であるので、提案審査段階で最強チ

ーム（他県の事業者が含まれているケース）が編

成されていると認められれば、地域に無関係に高

い評点が与えられるという制度の新設である。 

他県で開発した試作品の利用は不可と拒否回

全国どの地域とも産業技術政策の不十分さ

を指摘されて久しいが、現在、循環型社会

“待ったなし”の中でそれを政策モデルと

してイノベーション創り出していく“地域

産業技術政策の構築”が急務である。 

RSP 事業で要素技術確立 

ｼｽﾃﾑ統



11.1 地域の多様なイノベーション活動 

抽出した地域のイノベーションの仕掛けは、研究の関門⇒技術の関門⇒製品の関門

⇒事業の関門という進化ステージ及び地理的な活動の範囲という点で整理すると    

図11.1.1に示す様になる。①～⑤のいづれの事例の場合においても、研究の成果から

技術を抽出・育成し、商品の関門を超え、最終的には事業化を目指した支援を想定し

ており、かなり幅の広い範囲をコーディネータとしてカバーしていることがわかる。

これは特に、第Ⅰ期の科学技術基本計画以降、地域の自治体（都道府県や政令指定都

市）では、地域の科学技術振興を自ら政策として企画し実行していく事が求められた

ことによる。また、大学も、研究と教育の他、研究成果の社会還元という第３の使命

が義務として明示され、更に国立大学は独立大学法人化という自己変革の波にさらさ

れた事により、これまで大学としてはあまり意識してこなかった「地域社会との連携」

を積極的に模索するようになった。このような背景のもと、大学の成果を活用した地

域の産業活性化や大学との連携による新たな地域社会の活性化事業が注目され、これ

までの“一部の人との繋がり”から“積極的且つ組織としての産学連携”という手法

が活発になったものである。 

 

活動地域

技術抽出 技術育成 製品開発基礎研究 事業化
研究
の

関門

商品
の

関門

事業
の

関門

技術
の

関門

海

外

地

域

自

治

体

国

内

三遠南信ﾊﾞｲﾀﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ（産業ｸﾗｽﾀｰ計画）

静岡大学知的財産本部の仕掛ける知財マネジメント活動

公設試が仕掛ける函館都市ｴﾘｱ産学官連携事業

高知大学の仕掛ける予防医学ネットワークの事業

地域科学技術振興財団の地域産業ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ育成

公設試が仕掛けるコーディネート活動

成果の広域地域での活用

JST RSP事業 要素技術のｼｽﾃﾑ統合化

 

 

図 11.1.1 技術進化のステージと活動地域 
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11.2 科学技術コーディネータの支援活動 

研究の成果を抽出し育成すること、商品の関門に向け商品・サービス開発を支援す

ること、また、事業の関門を突破する技術革新の実用化や事業化に向けて、コーディ

ネータの具体的な活動項目として抽出すると図11.2.1の様に幅の広い活動をしてい

る。 

具体的な支援としては、第１部で詳細にデータを分析した様に、上流側の技術の発

掘・育成や技術・商品開発支援、それに伴う知的財産のマネジメント、市場の顕在化

や市場開拓、及び、下流側の支援として事業開発やベンチャー起業支援が行われてい

る。 

この場合の課題としては、現地ヒアリング調査でも言及されたが、全て一人の人が

これらの活動に対応することは難しく、それぞれの機関で、技術分野や業種別のコー

ディネータ（プランナー・プロデューサー）を配置したり、また、各進化のステージ

毎にその領域の専門家を配置し、それぞれの機関の中で、或いは、組織間で、互いに

補完し合って（チームアプローチと呼ぶ）出口（技術の事業化）を目指した連携が必

要となろう。 

また、地域のそれぞれの機関では、扱う技術の内容（先端技術主体vs.汎用技術主

体）や支援業務内容（入口側支援vs.出口側支援）で、支援する業務の力点が異なっ

ており、それぞれの組織が連携して地域の強みを強化していくことが重要となろう。 

 

上流側活動

技術発掘 技術の育成

潜在市場の顕在化 市場開拓

知財の抽出と権利化 知財の活用(ﾗｲｾﾝｽ等）

技術開発支援 製品開発支援

事業開発支援

ﾍﾞﾝﾁｬｰ等事業支援

技術抽出 技術育成 製品開発基礎研究 事業化

下流側活動

支
援
活
動

研究
の

関門

商品
の

関門

事業
の

関門

技術
の

関門  

図 11.2.1 コーディネータの支援活動 
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11.3 国の支援を利用した地域のイノベーション進化活動 

科学技術や産業技術のイノベーション（革新）に向けては、科学技術基本計画に基

づき、それぞれの官庁やJSTやNEDOなどFunding Agencyから国の公募型の支援制度と

して実施されている。ここでは、文部科学省、JSTとNEDOの主要な研究開発・技術開

発支援制度を対象に、研究の関門⇒技術の関門⇒商品の関門⇒事業の関門に向け、ど

の様に設計されているか、また、コーディネータ（地域プロデューサ）がその制度を

活用してイノベーションをどの様に仕掛けていくか検討する。 

 

11.3.1 産学連携による地域の技術の発掘と育成支援 

図11.3.1に示すように、基礎研究の支援は、大学が主体として研究費が投入され、

その成果を抽出し、産学連携という手段により育て、技術の関門を超える支援となっ

ている。また、製品技術の関門を超える支援も、産学連携という手段を積極的に活用

する制度となっている。また、当然ながら、製品開発や事業化に向けては、産業界（企

業）が主体となる支援制度となっている。 

また、この中では、地域の自治体は自ら科学技術を振興すべしと第Ⅰ期科学技術基

本計画で舵を切っても、自治体が自らが科学技術振興の予算措置までは難しい状況に

ある。従って、地域は独自の企画を立案し、国の事業へ応募し実施する地域事業もか

なり増えてきている。今回ヒアリング調査した「函館エリア産学官連携事業」は、こ

の地域支援事業の一環として実施され、北海道立工業技術センターが仕掛けた事業で

ある。ここでは、産学連携により地域の特長ある技術（水産物の食品加工を中心とし

て）を育成する事業としている。 

技術抽出 技術育成 製品開発基礎研究 事業化
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ｼｰｽﾞﾞ
発掘

ERATO

産
業
界
主
体

大
学
主
体

都市ｴﾘｱ

地域結集
共同研究

知的ｸﾗｽﾀ-
創生事業

地域ｺﾝｿ

大学発
ﾍﾞﾝﾁｬｰ

独創
ﾓﾃﾞﾙ

NEDO
PJ開発

活動の主体

産
学
官
連
携

委託
開発

顕在化
ｽﾃｰｼﾞ

プラザ

育成
試験

育 成
ｽﾃｰｼﾞ

地域
資源
活用

産業界の
特長と
ニーズ
は？

産学連携による
Death Valley克服

地域の強
みは？

地域の出口シナリオは？

 

図 11.3.1 国の支援による地域の産学連携支援制度 
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11.3.2 複数機関の連携による地域の技術発掘と育成に関わる地域プロデューサ 

これらの公募型支援制度が単独で、あるいは、複数機関の連携にて推進する事業か

どうかという点でまとめてみると、図11.3.2に示すように、技術の抽出は、単独で実

施（一本釣り）するが、その後の、技術の関門を超える為の技術育成には、産学連携

という大学や研究機関の知を活用して、複数機関が関わる形態が多い。また、製品化

に向けては、単独企業が応募する支援制度となっている。 

今回ヒアリング調査を行った北海道のノーステック財団は、このような複数機関に

よる技術開発事業を進める上での中核管理機関として、産学連携のプロジェクトに参

画してきた。その経験と実績を踏まえ、新たに、北海道の中核都市を対象に、「地域

産業プロデューサー」を育成する仕掛けを構築していることは、大変意義深い。特に、

図11.3.3に示すように、札幌地域以外の地域からの技術が大型プロジェクトへの進化

を目指して指導している。具体的には、地域の研究成果の情報収集と可能性検討を介

して、研究開発制度への誘導、そのプロジェクトカルテを見極め、且つ、ビジネスプ

ランを検討して、大型プロジェクトへの企画・推進及びその成果の事業化への繋ぎ機

能まで進める一貫した支援体制を札幌以外の地域でも構築のため、ノーステック財団

がOJTで指導育成する事としている。 

また、それぞれの国の支援規模を見ると、シーズ発掘試験では、２百万円/１課題

と比較的小規模であるが、技術の育成に向けては、１千万円～数億円/１テーマとか

なりの規模となり、そのプロジェクト企画と人・物・金・情報の運営管理には責任を

持った中核機関が当たっている。そこでは、地域のプロデューサー（仕掛け人）と仕

掛けの実行管理機能が要求される。 
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ﾍﾞﾝﾁｬｰ
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ﾓﾃﾞﾙ
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委託
開発
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ｽﾃｰｼﾞ
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試験
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ｽﾃｰｼﾞ
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図 11.3.2  大型プロジェクトへの進化を目指した地域産業プロデューサー 
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約30地域

約5億円ｘ５年ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
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PJ開発
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開発
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図 11.3.3 国の支援プロジェクトの規模 

  

11.3.3  中核管理機関と公設試験研究機関の統合運営 

今回、ヒアリング調査を行った北海道工業技術センター（財団法人）は、図11.3.4

に示す様に都市エリア産学連携事業のプロジェクト管理機関として、また、主要な研

究機関としても両方の機能を合わせ持ち、且つ実践している。 

【自治体の科学技術振興・産業支援機関】

【インキュベーション・事業化支援・ネットワーク機能】
●産業集積地域の整備・運営
●研究開発集積施設（ｻｲｴﾝｽﾊﾟｰｸ等）の整備・運営
●インキュベーション施設整備・運営
●研究会・情報ネットワーク構築
●事業化支援
●キャピタル支援

【産学連携研究開発・技術移転ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ機能】
●国・自治体のプロジェクト公募型事業への応募
●研究会・研究開発・技術移転事業推進
（コーディネーション機能含）

●工程管理・資金管理、事業評価
●研究・技術開発成果の知財マネジメント

統
合
・
連
携

補
完

技術の高度化に対する連携模索

【地域の大学・国の研究機関】

【産学官連携機能強化】＜社会貢献・地域貢献＞
●共同・委託研究開発（地域共同研究センター）
●研究成果の知財権利化・ﾗｲｾﾝｼﾝｸﾞ（知財本部・TLO）
●ベンチャー起業（VBL）

【公設試験研究機関】

【地域企業への技術ｻｰﾋﾞｽ機能】

●技術相談
●技術指導

●依頼試験

境界領域
課題に対
する連携
PJ推進

【地域密着型技術開発・育成機能】
●地域ニーズに基づくシーズ育成
●地域密着型技術の実用化開発
●知財マネジメント

（権利化・ライセンシング）

異
分
野
の
公

設
試

課題解決型・広域ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進機能

コーディネーション機能
データマイニング機能

支
援

製品技術の高度化・事業発展模索

【地域密着型企業の発展】
●技術開発力（世界的ニッチ・Only One企業）
●商品企画力・製品化力・事業化力の強化

【ベンチャー企業の創出】

【技術開発型企業】

 

図 11.3.4 北海道立工業技術センターの支援機関と公設試の機能統合モデル 
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11.4 大学の知財本部のイノベーション進化活動の仕掛け 

我が国のバブル崩壊以降、産業競争力を強化する為、プロパテント方策が取られ、

その一環として「大学の研究成果の社会還元」の仕組みを構築する事とし、その成果

を管理する知財本部整備事業が立ち上がった。今回、現地ヒアリング調査をおこなっ

た静岡大学知財本部も、国の知財本部整備事業に採択され、一貫したマネジメントシ

ステムの構築に注力してきた。 

図11.4.1は、筆者達が米国の大学の技術移転部門（TLO）を訪ねて、そのあり方を

議論した時の資料を参考に、我が国の知財本部の在り方として見直ししたものである。

静岡大学知財本部副本部長の出崎一石氏は、“大学の知財本部の品格”に言及してい

るが、話を伺う限り、このような公的な価値と直接的な利益のバランスを十分考慮し

た理念を持ち、品格を持った仕組みづくりに専念している。 

また、ヒアリング結果、知財本部の活動の仕組みを概念的にまとめると、図11.4.2

に示すような、知財の保護と活用のサイクルから、大学の教員にも研究へのフィード

バック情報と資金が廻るような仕組みを構築している。特に、知財本部をサービス事

業として見ると、契約のモニタリングと産業界のニーズマーケティングが重要であり、

大学知財本部が、図11.4.3に示す「価値創造とプロフィットセンター機能」を本格的

に果たすためには、TLOと知財本部の垣根を取り払った一体運営が必要の様に思われ

る。 

 

革新的技術の実用化
知的サービスの促進

経済的成長
の加速

産業界の競争力強化
（共同研究・ﾍﾞﾝﾁｬｰ育成）

研究費収入増加に
よる研究の加速

大学としての直接的価値

公
的
価
値

Global化への対応/地域社会

との接点を意識した人材育成
（産学連携PJ・ﾘｸﾙｰﾄ情報）

一貫したﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
（企画・ｼｽﾃﾑ構築・
運営・ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ）

B教育研究の成果
の社会還元促進

 

 

図 11.4.1 大学の教育研究の成果の社会還元の理念 
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知的財産の保護

ﾗｲｾﾝｽ

研究活動

ﾍﾞﾝﾁｬｰ起業

技術ｼｰｽﾞ発掘

利用機会の検討

実用化戦略

情報提供・ｺﾝｻﾙ

契約のモニタリング・産業界のニーズ

材料提供 共同研究

ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ

Dataﾏｲﾆﾝｸﾞ

 

図 11.4.2 大学の知財本部の活動のプロセス 

 

 

 

ビジョン
の共有

ｺｽﾄｾﾝﾀｰ機能

学内の知財の棚卸
と啓蒙活動

Management 
Level

【戦略的位置】
●大学の研究教育力強化
●大学のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ強化
●研究者のｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ強化

入学希望者増加
優秀な研究者の集積
実学重視の研究大学として

のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力強化

●知財の組織的管理ｼｽﾃﾑ
●学内知財の棚卸・評価

【組織化・体制整備】

産学連携PJの企画・組織
化・実行・評価力の認知
（PDCAｻｲｸﾙ評価）
PJの顧客満足度アップ

知財収益の最大化

負の資産の適正化
PJ提案力強化
（人材育成）

産学連携部門の
一元化管理

価値創造機能と
ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｾﾝﾀｰ機能

●革新技術の価値抽出
と技術の統合化

●競争的研究資金獲得に
よる研究開発促進

●民間企業との研究取引力
の強化

●保有知財の厳選
●合理的・効果的な組織運営

【価値創造と収益力向上】

【ｺｽﾄ削減とﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ向上】

 

 

図 11.4.3 大学の知財本部の活動のマネジメントレベル 
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11.5 大学による地域産業の活性化活動への仕掛け 

地域の大学が、地域社会と連携して新たなイノベーションの創出が希求されている。

このためには、大学の研究成果として地域社会に役立つ仕組みを新たに仕掛けていく

ことが大切である。産学連携による研究開発や技術開発ばかりでなく、地域では１次

産業が盛んな地域もあり、また、生活に密着したイノベーションなども考えられる。

この事例としては、高知大学が仕掛ける産学官民による地域活性化プロジェクトがあ

る。この事例は、図11.5.1に示すように農林水産省、四国経済産業局、経済産業省、

文部科学省の各種の複数制度を積極的に活用し、それぞれの制度を統合化して、「高

知予防医学ネットワーク」や「高知県の戦略会議」「健康街づくり産業振興ビジョン

策定委員会」と連動させた「地域の食糧産業クラスター化」を狙う計画としている。

これは、高知大学 国際・地域連携センター産学官民連携部門長 准教授の石塚悟史

氏が仕掛け人となっている。このような企画が定着するかどうかは、自治体の支援と

同時に、参画企業や受益者である一般住民にもWin-Winの関係にあると認識される仕

組みとすることが重要であろう。 

 

 

生産

「地域資源」を活用した地域（産業）活性化

加工

消費
健康サービス

食料産業クラスター協議会

健康まちづくり産業振興ビジョン策定委員会

高知県との戦略会議

四国経済産業局
電源地域振興指導事業

（H17-18年度）

農林水産省
食料産業クラスター推進事業

ＷＧ

経済産業省
サービス産業創出支援事業

（H17-18年度）

文部科学省
栄養教諭制度

（H18年度～）

高知大学
学部横断型研究プロジェクト

（H16年度～）

（H19年度～）

（H18.2～）

（H18.11～）

農林水産省
民間における食育活動促進支援事業

（H18年度）

 

 

図 11.5.1 「地域資源」を活用した高知地域の産業活性化プロジェクト 
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11.6 地域のイノベーションに向けた“システム統合（繋ぐ仕組み）”の発想の共

有 

これまで、地域のイノベーションに向けた多様な仕掛け事例を調査してきたが、こ

れらの事例から学ぶ教訓としては、地域の大学や公設試験研究機関などの研究機関、

財団等の支援機関、自治体の行政、また、産業界（民間企業）を巻き込んだ産学連携

による技術開発や事業化支援プロジェクトの推進に、成果が見える進め方（評価と反

映項目の明確化）をする事、及びその成果が活用され次のステップに進む“繋ぐ仕組

み”を明確化される事が肝要である。 

どうしても、国の支援制度は、制度そのものが“公募”という単体の制度である。

従って、継続して地域のイノベーションに向かうには、地域自らが戦略を描き、ジグ

ソーパズルの様に、地域の特長（技術ポテンシャルや産業構造の分析）を見極め、こ

れまでの成果を十分反映して“連続して繋ぐ仕組み”をロードマップとして描く必要

がある。 

この地域のイノベーションの戦略ロードマップは、２年程度で地域行政の担当者が

変わってもイノベーションの戦略を伝承できること、また、関係者にこれまでの進捗

状況と課題が認識され、今後のシナリオがガラス張りとなることから、関係者間の推

進目標を共有し易いなど有効な方法となり得ると判断される。 

 

●個別技術革新
●波及効果の大き
なInnovation

大学技術支援
部門・公設試

企業の技術
開発部門

企業の製品・
ｻｰﾋﾞｽ開発部門

大学等の
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企業による
事業化
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の
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の
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商品
の
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事業
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課題抽出と研究PJ

企画
PJ構築
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推進

成果
評価

技術抽出と技術育成

企画
PJ構築

PJ
推進

成長
評価

革新技術の抽出と知の移転に
よる製品化・ﾍﾞﾝﾁｬｰ育成

企画
PJ構築
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推進

成長
評価

Innovation への

進化ステージ

成果の
価 値 PDCA分析評価

技術開発活動の企画・プロジェクトフォーメーション・実行・結果のDataﾏｲﾆﾝｸﾞ機能

公
募

公
募

公
募
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募
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図 11.6.1 地域のイノベーションに向けたバリューチエンの構築 
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12. イノベーションの仕掛け人の資質 

イノベーションの仕組み事例について調査してきたが、そのイノベーションの仕掛

けを進める人は、どうあるべきかを、現地ヒアリング等を通して見出した整理した。 

表11.1及び表11.2に、今回現地調査や文献調査を行った多様な地域のイノベーショ

ンの仕掛けの形態をまとめたが、その仕掛け毎に、仕掛け人とその役割、資質も抽出

した。それぞれの仕掛け人の中のポイントを抽出すると「地域における強みを活かす

仕掛けを企画できること」と「組織力として参加者全員が成果に寄与する事業推進す

ることができること」が肝要である。この仕掛け人としての資質は、①関連する分野

の専門家（技術や経営等何でも良い）としての実績とそれが認知されていること、②

産・学・官の関係者から信頼されていること、③これは、最も重要な資質であるが、

公的な貢献に対する情熱が人一倍の強いこと、④さらに、関係機関や関係者に対して

リーダシップを発揮できる人であることとされた。 

また、現地のヒアリング調査の議論では、このような仕掛け人を最初から計画的に

育成することは難しく、“どの様にして地域でこのような人材を発掘するかが課題で

ある”との声が聞かれた。一方で、このようなイノベーションの仕掛人は、“Project 

by Projectで育つものである”という教訓も聞かれた。これは、産学官というそれぞ

れ全く異なる環境で育ってきたメンバーが、異なる目的を持って、緩やかなコミュニ

ティーとして集い、一つのプロジェクトを遂行するとなると、これらのプロジェクト

は想定外の多様な事象が発生する可能性が高く、その対処にもこれまでの経験則を押

し付けない柔軟な思考、情熱、リーダシップが必要となるというものである。 

地
域
に
お
け
る
強
み
を
活
か
す
仕
掛
け
企
画

組織力として参加者全員が成果に寄与する事業推進

PDCAｻｲｸﾙ

戦略の導入

●専門家としての実績と認知
●産・学・官関係者からの信頼
●情熱
●リーダシップ

＜仕掛け人の資質＞

＜プロジェクト仕掛けの強み＞

●地域の科学技術ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ
●地域の産業構造と参加企業の質
●関係者のWin-Winﾓﾃﾞﾙ
●産学連携ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの経験反映
●リーダの資質

 

図 12.1 地域のイノベーションの仕掛け人の資質 
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13. 今後の展開 

第３部では、第１部でのデータにみるコーディネータ活動とその期待に関する調査

結果及び第２部の地域のイノベーションの仕掛け人としてのコーディネータの役割

に関する現地調査を踏まえ、「イノベーションの仕掛け」と「その仕掛け人」の役割

について形態別にまとめ、それぞれの課題を抽出した。 

その中で、地域のイノベーションに向けた“システム統合（繋ぐ仕組み）”の発想

を共有することが重要性であること、及び、イノベーションの仕掛け人の資質は、産

学官に信頼され、困難に立ち向かう熱意で決まる旨言及してきた。また、その様な人

材を育てるというよりは“発掘”する必要性が認識された。 

ここでは、前報での調査報告「地域の産学官連携への公設試の効果的な取組に関す

る調査研究―地域イノベーションの加速を目指して―」の結果と今回のイノベーショ

ンの仕掛け人調査を踏まえ、地域の大きなイノベーションに向けた仕掛けに関連する

問題点を整理した。 

地域のイノベーション政策（仕掛け作り）には、図13.1に示す様に、地域の産業構

造や地域の研究機能の強みを踏まえ、その強みを活かし、且つ、産学官の関係者がそ

れぞれWin-Win となるモデル（政策）が重要であると判断される。特に、地域の研究

ポテンシャルと産業構造の観点から、地域の科学技術振興をどの様に戦略的に推進す

べきか？また、科学技術の振興政策が関係者により効果的に推進される仕組みとはど

の様な因子が重要かなど、更に、調査分析を深掘りし進めていく必要性と重要性が認

識された。 
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図 13.1 地域のイノベーションに関連する重要な因子 
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付録1 コーディネーターの活動実態調査結果《企業編》 

1.1 調査の目的・方法等 

1.1.1 目的 

効果的なコーディネーター活動を模索するにあたり、コーディネーターの活動実態

について調査を実施した。 

 

1.1.2 調査の対象と実施方法 

調査対象者は、産学官連携事業参加企業とした。具体的には、都道府県及び指定都

市の科学技術担当部署並びに産学官連携支援機関からの紹介によるプロジェクト参

加企業である。 

調査は、郵送・電子メールにより送付し、記入、返送していただき、回収、集計を

行った。 

 

1.1.3 調査期間 

調査票発送日：平成19年2月22日 

調査票締切日：平成19年5月10日 

 

1.1.4 回収状況 

発送数 回収数 有効回収数 有効回収率

318 138 138 43.4%  
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1.2 調査結果の概要 

 

問1 貴社は次のプロジェクトのなかでどのプロジェクトに参加しましたか。該当す

る事業の番号をすべて選んで○印をつけて下さい。 

企業数

国支援事業 118

都市エリア産学官連携促進事業 23

知的クラスター創成事業 13

地域結集型共同研究参加事業 22

地域（新生）コンソーシアム研究開発事業 60

73

無回答 4

事　業　名

自治体等支援事業

 

注） 回答数：138。 

 

問2 貴社がそのプロジェクトに参加したのはどのような理由からですか。該当する

理由を一つ選んで○印をつけて下さい。 

4%

17%

32%

35%

7%

24%

32%

27%

0% 10% 20% 30% 40%

関連企業からの誘い

大学の研究者からの誘い

コーディネーターからの誘い

テーマに強い関心を持った

国支援

自治体等支援

 

【その他】 

・ 企業自らが提案した 
・ 研究開発の資金援助プロジェクトだったため 
・ 県の工業技術センターからの誘い 
・ プロジェクトの責任者より依頼 
・ 自社製品開発と企業PRのため 
・ 自治体支援のプロジェクトのみ参加 

 

注） 回答数は、国支援：89、自治体等支援：70（うち無回答：7、無効回答：3）。 
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問3 貴社が参加したプロジェクトで、貴社はどのような役割を担っていましたか。

該当する役割をすべて選んで○印をつけて下さい。 

13%

26%

9%

44%

17%

24%

11%

43%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

プロジェクト・リーダーへの協力

新技術分野の修得

推進委員会を通じて企業のニーズを反映

研究開発の一部を分担

国支援

自治体支援等

 

【その他】 

・ プロジェクト・リーダーとしての役割 
・ 研究開発の提案、技術移転、事業化支援などのコーディネーターとしての役割 

 

注） 回答数は、国支援：94、自治体等支援：75（うち無回答：4）。 

 

問4 貴社が参加したプロジェクトでのコーディネーターは、どの機関の出身でした

か。該当する出身機関をすべて選んで○印をつけて下さい。 

14%

2%

14%

26%

17%

8%

17%

52%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

国、独立行政法人、自治体の研究機関

TLO（技術移転機関）

大学・高専

財団法人・第三セクター・社団法人

国支援

自治体支援等

 

【その他】 

・ 自治体採用(所属) 
・ 参加企業自身、企業の技術開発部に勤務 
・ 民間のコンサルティング 
・ 特許流通アドバイザー 

 

注） 回答数は、国支援：93、自治体等支援：72（うち無回答：10）。 
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問5 貴社が参加したプロジェクトでコーディネーターは、どのように機能しました

か。該当する項目をすべて選んで○印をつけて下さい。 

9%

3%

3%

5%

7%

13%

19%

12%

5%

6%

9%

20%

21%

24%

0% 10% 20% 30%

事業化の支援

市場の開拓、ライセンシング

試作製品の開発

市場の調査

技術の管理・開発（知的財産の管理を含む）

技術開発計画の策定

技術情報の収集、流通

国支援

自治体等支援

 

【その他】 

・ プロジェクトの進行・管理 
・ 研究者、企業等の紹介・引き合わせ 
・ プロジェクト評価 
・ 報告書の作成 
・ 具体的に何もなかった、機能しなかった 

 

注） 回答数は、国支援：93、自治体等支援：72（うち無回答：7）。 

 

問6 貴社が参加したプロジェクトについて、貴社にとっての成果をどのように考え

ますか。該当する箇所を一つ選んで○印をつけて下さい。 

4%

30%

3%

54%

4%

31%

11%

51%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

成果はえられなかった

人材育成、新分野の知識、等がえられた

想定外の成果がえられた

期待どおりの成果がえられた

国支援

自治体等支援

 

 

注） 回答数は、国支援：94、自治体等支援：76（うち無回答：7）。 
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問7 ［問6で「1」もしくは「2」と答えた方に］その成果に対して、コーディネー

ターの貢献はあったと思われますか。該当する項目を一つ選んで○印をつけて

下さい。 

14%

71%

13%

82%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

貢献はなかった

貢献があった

国支援

自治体等支援

 

 

注） 回答数は、国支援：58、自治体等支援：43（うち無回答：1）。 

 

問8 コーディネーターの評価に関して、以下の①～⑪の項目について該当する箇所

を一つずつ選んで○印をつけて下さい。 

29

14

17

20

24

20

24

19

20

28

18

54

56

50

69

72

69

75

70

71

76

70

35

46

48

33

26

34

22

35

30

20

32

11

12

13

9

9

8

8

5

8

6

8

2

3

3

0

0

0

2

2

2

1

3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

分野に関する基礎知識、技術的専門知識を持っていましたか

発生している問題に対し選択可能な手段を用いて適切に対処しましたか

問題点が生じた時やプロジェクトの進捗状況が思わしくなかったときに適切なアド

バイスを行いましたか

コーディネーター自身の意志・考えを適切に伝えていましたか

貴社の意見・考えを正確に把握していましたか

関係者の意向などの対応を柔軟に行いましたか

関係者との意見交換を適切に行いましたか

プロジェクトの内容、進捗状況などについて適切な説明を行いましたか

スケジュールを適切に調整するよう努めていましたか

プロジェクトが採択または開始する段階の組織、目標、分担、役割等について正

確に把握していましたか

目標実現のために適切な企画・立案を行いましたか

非常に満足 満足 どちらともいえない 不満 非常に不満

 

 

注）・有効回答数：131、無回答数：5、無効回答数：2。 

・グラフ内の数値は、該当項目に回答した企業数。 
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問9 貴社は、コーディネーターについてどのような機能が重要だと考えますか。貴

社が期待する重要だと思われる項目を三つ選んで○印をつけて下さい。 

51%

31%

21%

9%

40%

37%

38%

63%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

事業化の支援

ビジネスモデルの作成

市場の開拓、ライセンシング

試作製品の開発

市場の調査

技術の管理・開発（知的財産の管理を含む）

技術開発計画の策定

技術情報の収集、流通

 

【その他】 

・ プロジェクトの進行・管理 
・ 研究者、企業等の紹介・引き合わせ 
・ プロジェクト評価 
・ 予算の管理・執行の権限 
・ 事業化に最も適した産学官の組み合わせをコーディネート出来る調整能力 
・ 受身ではなく、主体的に取り組む積極性 

 

注） 有効回答数：118、無回答数：3、無効回答数：17。 
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問10 コーディネーターに必要と思われる要件、コーディネーターへの期待に関し

て、以下の①～⑪の項目について該当する箇所を一つずつ選んで○印をつけ

て下さい。 

57

56

71

46

78

66

70

51

53

71

73

48

55

43

55

46

49

49

57

55

46

35

16

16

14

26

6

15

12

19

21

11

14

7

2

3

3

1

1

0

2

1

1

5

3

2

0

1

0

0

0

2

1

2

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

分野に関する基礎知識、技術的専門知識を持っていること

発生している問題に対し選択可能な手段を用いて適切に対処すること

問題点が生じた時やプロジェクトの進捗状況が思わしくなかったときに適切なア

ドバイスを行うこと

コーディネーター自身の意志・考えを適切に伝えること

企業側の意見・考えを正確に把握すること

関係者の意向などの対応を柔軟的に行うこと

関係者との意見交換を適切に行うこと

プロジェクトの内容、進捗状況などについて適切な説明を行うこと

スケジュールを適切に調整するよう努めること

プロジェクトが採択または開始する段階の組織、目標、分担、役割等について

正確に把握すること

目標実現のために適切な企画・立案を行うこと

期待する どちらかというと期待する どちらともいえない どちらともいえない 期待しない

 

 

注）・有効回答数：131、無回答数：5、無効回答数：2。 

・グラフ内の数値は、該当項目に回答した企業数。 

 

問11 今後新たなプロジェクトを行うときにコーディネーターの協力についてどの

ように考えますか。該当する項目を一つ選んで○印をつけて下さい。 

協力は
必要な

い
4%

協力を
えたい、
協力が
必要
96%

 

 

注） 有効回答数：135、無回答数：2、無効回答数：1。 
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問12 ［問11で「1」と答えた方に］なぜコーディネーターの協力をえたいと考えま

すか。重要と思われる理由を三つまで選んで○印をつけて下さい。 

7%

45%

8%

38%

20%

15%

24%

28%

43%

57%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

コーディネーターは、大学等の知の移転に関して基本姿勢がしっかりしている

他地域、他機関のコーディネーターとのネットワークが広くて緊密である

秘密保持の点で信頼がある

膨大な人脈をもっている

市場開拓に多くの経験をもっている

知的財産の管理業務に多くの経験をもっている

研究者としての多くの経験をもっている

大学研究者の産学共同研究に関するこれまでの経歴を知っている

大学や国、公立研究機関の研究成果の学術的、産業的な評価情報を知ってい

る

大学や国、公立研究機関の研究情報を数多く把握している

 

注） 有効回答数：131。 

 

 

問13 ［問11で「2」と答えた方に］なぜコーディネーターの協力は必要ないと考え

ますか。該当する理由を三つまで選んで○印をつけて下さい。 

80%

20%

40%

40%

40%

20%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

コーディネーターの大学の技術移転や社会貢献に関する基本的な考え方が物

足りない

他地域、他機関のコーディネーターとの付き合いがほとんどない

秘密保持の点で信頼性に不足している

人脈がある特定分野に局在化している

市場調査、市場開拓活動の経験がない

特許業務、知財管理業務の経験がない

研究のあり方、進め方についてよく知らない

大学研究者の技術移転活動における実績を知らない

大学や国、公立研究機関の研究成果の学術的、産業的評価についてよく知らな

い

大学や国、公立研究機関の情報を把握しているとは思えない

 

注） 有効回答数：5。 
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問14 プロジェクトに参加した貴社の所在する都道府県名をご記入下さい。 

＊ 都道府県別で回答企業数に偏りがあるため、地域ブロック別に集計。 

地域 企業数

北海道東北 17

関東 12

北陸甲信越 12

中部 24

近畿 15

中国四国 18

九州沖縄 36

無回答 4

総　　計 138

 
注） 地域ブロックの区分は、以下のとおりである。 

・北海道東北：北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

・関東：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

・北陸甲信越：新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、長野県 

・中部：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

・近畿：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

・中国四国：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

・九州沖縄：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県 

 

 

問15 貴社の業種（平成17年度売上実績の最も多いもの）について、該当する項目

を以下の表から一つ選んで○印をつけて下さい。 

業　　　　　　　種 企業数 業　　　　　　　種 企業数

農林水産業 3 情報通信機械器具工業 2

建設業 5 電子部品・デバイス工業 7

食品工業 16 輸送用機械工業 1

繊維工業 2 精密機械工業 6

医薬品工業 4 その他工業 11

化学工業 10 ソフトウェア・情報処理業 4

プラスチック製品工業 4 新聞・出版その他の情報通信業 1

ゴム製品工業 1 卸売・小売業 3

窯業 9 専門サービス業 3

鉄鋼業 1 学術研究機関 3

非鉄金属工業 3 その他サービス業 3

金属工業 8 その他 9

機械工業 8 無回答 1

電気機械器具工業 10 総計 138
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問16 貴社の資本金（平成18年4月1日現在）について、該当する箇所を一つ選んで

○印をつけて下さい。 

3,000万～

5,000万円未
満

9%

1～3億円未満

11%

3～10億円未
満

10%

10～50億円未
満

12%

50億円以上
6% 1,000万円未

満

7%

1,000万～

3,000万円未

満
22%

5,000万～1億
円未満

23%

 

注） 有効回答数：137、無回答数：1。 

 

 

問16 貴社の従業者数（常用労働者、平成18年4月1日現在）について、該当する箇

所を一つ選んで○印をつけて下さい。 

10～99人
35%

100～299人
27%

300～999人
20%

9人以下
11%

1,000人以上
7%

 
注） 有効回答数：137、無回答数：1。 
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付録2 コーディネーターの活動実態調査結果《自治体編》 

2.1 調査の目的・方法等 

2.1.1 目的 

効果的なコーディネーター活動を模索するにあたり、コーディネーターの活動実態

について調査を実施した。 

 

2.1.2 調査の対象と実施方法 

調査対象者は、都道府県、指定都市の科学技術担当もしくは産学官連携事業関連部

署である。 

調査は、郵送・電子メールにより送付し、記入、返送していただき、回収、集計を行

った。 

 

2.1.3 調査期間 

調査票発送日：平成19年2月7日 

調査票締切日：平成19年2月21日 

 

2.1.4 回収状況 

団体 発送数 回収数 有効回収数 有効回収率

都道府県 47 34 34 72.3%

指定都市 15 10 10 66.7%

合計 62 44 44 71.0%  
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2.2 調査結果の概要 

問1 自治体独自の産学官連携事業で、コーディネーターが関わった技術開発支援事

業名をご記入下さい。 

＊ 回答自治体が特定されるため、実施状況で集計。 

 

実施して

いる; 61%

実施して

いない;

39%

 
注） 回答数：44。 

 

問2 問1でご記入いただいたコーディネーターが関わった主な技術開発支援事業に

参加した企業の連絡先をお知らせ下さい。 

 

＊ 個人情報保護法に基づき、開示いたしません。 

 

問3 あなたの自治体では、独自のコーディネーター制度を設置していますか。該当

する項目を一つ選んで○印をつけて下さい。 

制度あ
り; 73%

制度な
し; 27%

 
注） 回答数：44。 
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問4 ［問3で「1」と答えた方に］独自のコーディネーター制度で採用しているコー

ディネーターはどの機関に配属していますか。配属機関名をご記入下さい。 

＊ 配属機関名を分類して集計。 

3.1%

15.6%

18.8%

81.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

大学・高専

自治体

国・独法・自治体の研究
機関

財団法人・第三セクター・
社団法人

 

 
注） 回答数：32。記述による複数回答。 

 

問5 ［問3で「1」と答えた方に］独自のコーディネーター制度で採用しているコー

ディネーターの勤務形態（常勤／非常勤）の人数をご記入下さい。 

 

注

）

 

回

答

数

：

3

2

。 

両者
31%

常用勤
務者の

み
28%

非常用
勤務者
のみ
41%

団体分類 平均 最大 最小

常用勤務者のみ 2.7 6 1

非常用勤務者のみ 4.0 17 1

両者 5.6 11 2

全体 4.1 17 1

団体当たりコーディネーター採用人数（単位：人）
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問6 あなたの自治体が、国、自治体等の支援事業で採用したコーディネーターは、

どのように機能することを期待していますか。現在、重視している項目を五つ

まで選んで○印をつけて下さい。 

 

90%

50%

21%

52%

45%

43%

88%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業化の支援

市場の開拓、ライセンシング

試作製品の開発

市場の調査

技術の管理・開発

技術開発計画の策定

技術情報の収集、流通

 

【その他】 

・ プロジェクトの進行・管理 
・ 研究者、企業等の紹介・引き合わせ 
・ プロジェクト評価 
・ 公共施設での研究成果の率先導入 
・ 産学官連携の促進（研究会運営等） 

 

注） 有効回答数：42、無回答数：2。 
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問7 あなたの自治体では、コーディネーターを採用するときに、どのような点が重

要であると考えていますか。重要と思われる項目を三つまで選んで○印をつけ

て下さい。 

 

21%

24%

12%

60%

57%

10%

19%

10%

40%

43%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

大学等の知の移転に関して基本姿勢がしっかりしている

他地域、他機関のコーディネーターとのネットワークが広くて緊密である

秘密保持の点で信頼がある

膨大な人脈をもっている

市場開拓に多くの経験をもっている

知的財産の管理業務に多くの経験をもっている

研究者としての多くの経験をもっている

大学研究者の産学共同研究に関するこれまでの経歴を知っている

大学や国、公立研究機関の研究成果の学術的、産業的な評価情報を知っ
ている

大学や国、公立研究機関の研究情報を数多く把握している

 

 
注） 有効回答数：42、無回答数：2。 
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付録3 コーディネーターの活動実態調査に関する調査票《企業編》 

 

コーディネーターの活動実態調査（企業向け） 

（コーディネーターの活動実態調査に関する調査票） 

 

この調査は、効果的なコーディネーター活動を模索するにあたり、コーディネーターの活動実態に

ついて、産学官連携事業参加企業を対象に実施するものです。 

この調査結果に関しましては、後日、当財団のホームページに掲載する予定でおりますので、ご協

力のほどよろしくお願い申し上げます。（財団法人 全日本地域研究交流協会 URL：

http://www.jarec.or.jp/） 

この調査の結果から、貴社が特定されることはありません。 

ご回答いただきました情報につきましては、十分な注意を持って取り扱いいたします。事前の同意

を得ないで第三者に情報の提供はいたしません。 

 

【記入時の注意事項】 

￭ 調査項目は、問1～17まであります。 

￭ 選択項目では、設問の指示にしたがってアンケート調査票の該当項目の回答欄に○印をつけて下

さい。 

￭ 選択項目のうち、「その他」を選んだ場合はその内容をご記入下さい。 

￭ 「コーディネーター」の定義 

この調査でコーディネーターとは、 

(1) プロジェクトの基礎になった技術シーズの収集 

(2) プロジェクト計画および申請の立案 

(3) プロジェクト進行中の研究開発業務の間の調整 

(4) プロジェクトの成果に関する評価と分析 

(5) 成果の実用化をめざした、プロジェクト終了後のフォロー 

という業務の全般あるいは一部を担当した人と広く定義します。 

したがって、呼称は、コーディネーターに限るものではありません。 
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貴社の産学官連携事業の参加についてお聞きします。 

 
問1 貴社は次のプロジェクトのなかでどのプロジェクトに参加しましたか。該当する事業の番号を

すべて選んで○印をつけて下さい。 
 

回 答  

 1. 文部科学省 都市エリア産学官連携促進事業 

 2. 文部科学省 知的クラスター創成事業 

 3. JST 地域結集型共同研究参加事業 

 
4. 経済産業省 地域新生コンソーシアム研究開発事業／NEDO 地域（新生）コンソーシアム研

究開発事業 

 5. 上記1～4 以外の産学官連携事業（自治体支援事業など） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※ 以下、上記のプロジェクトについて、以下の通りに表記します。 
 

事業名 略称名 

文部科学省 都市エリア産学官連携促進事業 

文部科学省 知的クラスター創成事業 

JST 地域結集型共同研究参加事業 

経済産業省 地域新生コンソーシアム研究開発事業／NEDO 地域（新生）コンソーシア

ム研究開発事業 

国支援事業 

上記以外の産学官連携事業（自治体支援事業など） 自治体等支援事業

 
 
 
 
 
 
 
 

国支援事業、自治体支援事業に複数参加された場合は、総合的判断でお答えください。 
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次に事業に参加したときの貴社に関してお聞きします。 

 
問2 貴社がそのプロジェクトに参加したのはどのような理由からですか。該当する理由を一つ選ん

で○印をつけて下さい。 
 

 回 答 

 国支援事業 自治体等支援事業 

1. テーマに強い関心を持った   

2. コーディネーターからの誘い   

3. 大学の研究者からの誘い   

4. 関連企業からの誘い   

5. 1～4 以外の理由（具体的に記入して下さい。） 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
問3 貴社が参加したプロジェクトで、貴社はどのような役割を担っていましたか。該当する役割をす

べて選んで○印をつけて下さい。 
 

 回 答 

 国支援事業 自治体等支援事業 

1. 研究開発の一部を分担   

2. 推進委員会を通じて企業のニーズを反映   

3. 新技術分野の修得   

4. プロジェクト・リーダーへの協力   

5. 1～4 以外の役割（具体的に記入して下さい。） 
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次にプロジェクトに参加したコーディネーターについてお聞きします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問4 貴社が参加したプロジェクトでのコーディネーターは、どの機関の出身でしたか。該当する出

身機関をすべて選んで○印をつけて下さい。 
 

 回 答 

 国支援事業 自治体等支援事業 

1. 財団法人・第三セクター・社団法人   

2. 大学・高専   

3. TLO（技術移転機関）   

4. 国、独立行政法人、自治体の研究機関   

5. 1～4 以外の機関（具体的に記入して下さい。） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
問5 貴社が参加したプロジェクトでコーディネーターは、どのように機能しましたか。該当する項

目をすべて選んで○印をつけて下さい。 
 

 回 答 

 国支援事業 自治体等支援事業 

1. 技術情報の収集、流通   

2. 技術開発計画の策定   

3. 技術の管理・開発（知的財産の管理を含む）   

4. 市場の調査   

5. 試作製品の開発   

6. 市場の開拓、ライセンシング   

7. 事業化の支援   

8. 1～7 以外の機能（具体的に記入して下さい。） 

 

ここでコーディネーターとは、 

(1) プロジェクトの基礎になった技術シーズの収集 

(2) プロジェクト計画および申請の立案 

(3) プロジェクト進行中の研究開発業務の間の調整 

(4) プロジェクトの成果に関する評価と分析 

(5) 成果の実用化をめざした、プロジェクト終了後のフォロー 

という業務の全般あるいは一部を担当した人と定義します。 

したがって、呼称は、コーディネーターに限るものではありません。 
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次にプロジェクトの成果についてお聞きします。 

 
問6 貴社が参加したプロジェクトについて、貴社にとっての成果をどのように考えますか。該当す

る箇所を一つ選んで○印をつけて下さい。 
 

 回 答 

 国支援事業 自治体等支援事業 

1. 期待どおりの成果がえられた → 問 7 へ進む   

2. 想定外の成果がえられた   → 問7 へ進む   

3. 人材育成、新分野の知識、等がえられた   

4. 成果はえられなかった   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問7 ［問 6で「1」もしくは「2」と答えた方に］その成果に対して、コーディネーターの貢献はあ

ったと思われますか。該当する項目を一つ選んで○印をつけて下さい。 
 

 回 答 

 国支援事業 自治体等支援事業 

1. 貢献があった   

2. 貢献はなかった   
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プロジェクトに参加したコーディネーターの評価についてお聞きします。 

 
 
 
 
 

公的な支援事業推進の責任者はプロジェクト・リーダーです。コーディネーターは通常一推進委員とし

て参加しています。そのことを踏まえてお答えください。 

 
問8 コーディネーターの評価に関して、以下の①～⑪の項目について該当する箇所を一つずつ選ん

で○印をつけて下さい。 
 

 回 答 

 

非

常

に

満

足 

満

足 

ど

ち

ら

と

も

い
え

な

い 

不

満 

非

常

に

不

満 

① 目標実現のために適切な企画・立案を行いましたか      

② プロジェクトが採択または開始する段階の組織、目標、分担、役割等

について正確に把握していましたか 
     

③ スケジュールを適切に調整するよう努めていましたか      

④ プロジェクトの内容、進捗状況などについて適切な説明を行いました

か 
     

⑤ 関係者との意見交換を適切に行いましたか      

⑥ 関係者の意向などの対応を柔軟に行いましたか      

⑦ 貴社の意見・考えを正確に把握していましたか      

⑧ コーディネーター自身の意志・考えを適切に伝えていましたか      

⑨ 問題点が生じた時やプロジェクトの進捗状況が思わしくなかったとき

に適切なアドバイスを行いましたか 
     

⑩ 発生している問題に対し選択可能な手段を用いて適切に対処しまし

たか 
     

⑪ 分野に関する基礎知識、技術的専門知識を持っていましたか      
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コーディネーターについて、必要と思われる機能・要件、期待についてお聞きします。 

 
問9 貴社は、コーディネーターについてどのような機能が重要と考えますか。貴社が期待する重要

だと思われる項目を三つ選んで○印をつけて下さい。 
 

回 答  

 1. 技術情報の収集、流通 

 2. 技術開発計画の策定 

 3. 技術の管理・開発（知的財産の管理を含む） 

 4. 市場の調査 

 5. 試作製品の開発 

 6. 市場の開拓、ライセンシング 

 7. ビジネスモデルの作成 

 8. 事業化の支援 

9. 1～8 以外の機能（具体的に記入して下さい。） 
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問10 コーディネーターに必要と思われる要件、コーディネーターへの期待に関して、以下の①～⑪

の項目について該当する箇所を一つ選んで○印をつけて下さい。 
 

 回 答 

 

期

待

す

る 

ど

ち

ら

か

と

い
う

と

期

待

す

る 
ど

ち

ら

と

も

い

え

な

い 

ど
ち

ら

か
と
い
う

と
期
待
し
な

い 

期

待

し

な

い 

① 目標実現のために適切な企画・立案を行うこと      

② プロジェクトが採択または開始する段階の組織、目標、分担、役割等

について正確に把握すること 
     

③ スケジュールを適切に調整するよう努めること      

④ プロジェクトの内容、進捗状況などについて適切な説明を行うこと      

⑤ 関係者との意見交換を適切に行うこと      

⑥ 関係者の意向などの対応を柔軟的に行うこと      

⑦ 企業側の意見・考えを正確に把握すること      

⑧ コーディネーター自身の意志・考えを適切に伝えること      

⑨ 問題点が生じた時やプロジェクトの進捗状況が思わしくなかったとき

に適切なアドバイスを行うこと 
     

⑩ 発生している問題に対し選択可能な手段を用いて適切に対処するこ

と 
     

⑪ 分野に関する基礎知識、技術的専門知識を持っていること      
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問11 今後新たなプロジェクトを行うときにコーディネーターの協力についてどのように考えますか。

該当する項目を一つ選んで○印をつけて下さい。 
 

回 答  

 1. 協力をえたい、協力が必要  → 問12 へ進む 

 2. 協力は必要ない       → 問13 へ進む 

 
 
 
 
 
問12 ［問 11 で「1」と答えた方に］なぜコーディネーターの協力をえたいと考えますか。重要と思

われる理由を三つまで選んで○印をつけて下さい。 
 

回 答  

 1. 大学や国、公立研究機関の研究情報を数多く把握している 

 2. 大学や国、公立研究機関の研究成果の学術的、産業的な評価情報を知っている 

 3. 大学研究者の産学共同研究に関するこれまでの経歴を知っている 

 4. 研究者としての多くの経験をもっている 

 5. 知的財産の管理業務に多くの経験をもっている 

 6. 市場開拓に多くの経験をもっている 

 7. 膨大な人脈をもっている 

 8. 秘密保持の点で信頼がある 

 9. 他地域、他機関のコーディネーターとのネットワークが広くて緊密である 

 10. コーディネーターは、大学等の知の移転に関して基本姿勢がしっかりしている 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

問13 ［問 11 で「2」と答えた方に］なぜコーディネーターの協力は必要ないと考えますか。該当す

る理由を三つまで選んで○印をつけて下さい。 
 

回 答  

 1. 大学や国、公立研究機関の情報を把握しているとは思えない 

 2. 大学や国、公立研究機関の研究成果の学術的、産業的評価についてよく知らない 

 3. 大学研究者の技術移転活動における実績を知らない 

 4. 研究のあり方、進め方についてよく知らない 

 5. 特許業務、知財管理業務の経験がない 

 6. 市場調査、市場開拓活動の経験がない 

 7. 人脈がある特定分野に局在化している 

 8. 秘密保持の点で信頼性に不足している 

 9. 他地域、他機関のコーディネーターとの付き合いがほとんどない 

 10. コーディネーターの大学の技術移転や社会貢献に関する基本的な考え方が物足りない 
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貴社についてお聞きします。 

問14 プロジェクトに参加した貴社の所在する都道府県名をご記入ください。 
 

 
 
 
 
 
問15 貴社の業種（平成17年度売上実績の最も多いもの）について、該当する項目を以下の表から一

つ選んで○印をつけて下さい。 
 

回 答 業 種 回 答 業 種 

 1. 農林水産業  21. 20 以外の電気機械器具工業 

 2. 鉱業   22. 情報通信機械器具工業 

 3. 建設業   23. 電子部品・デバイス工業  

 4. 食品工業  24. 自動車工業 

 5. 繊維工業   25. 自動車以外の輸送用機械工業 

 6. パルプ・紙工業  26. 精密機械工業 

 7. 印刷業   27. 4～26 以外の工業 

 8. 医薬品工業  28. 電気・ガス・熱供給・水道業 

 9. 総合化学・化学繊維工業  29. ソフトウェア･情報処理業 

 10. 油脂・塗料工業  30. 通信業 

 11. 9～10 以外の化学工業  31. 放送業 

 12. 石油製品・石炭製品工業  32. 新聞･出版･その他の情報通信業 

 13. プラスチック製品工業  33. 運輸業 

 14. ゴム製品工業  34. 卸売・小売業 

 15. 窯業  35. 金融・保険業 

 16. 鉄鋼業  36. 専門サービス業 

 17. 非鉄金属工業  37. 学術研究機関 

 18. 金属製品工業  38. 36～37 以外のサービス業 

 19. 機械工業  39. 1～38 以外の業種 

 20. 電子応用・電気計測機器工業    
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問16 貴社の資本金（平成 18 年 4 月 1 日現在）について、該当する箇所を一つ選んで○印をつけて

下さい。 
 
 

回 答 資 本 金 回 答 資 本 金 

 1. 300 万円未満  6. 5,000 万～1 億円未満  

 2. 300～500 万円未満  7. 1～3 億円未満 

 3. 500～1,000 万円未満  8. 3～10 億円未満 

 4. 1,000～3,000 万円未満  9. 10～50 億円未満 

 5. 3,000～5,000 万円未満  10. 50 億円以上 

 
 

問17 貴社の従業者数（常用労働者、平成 18 年 4 月 1 日現在）について、該当する箇所を一つ選ん

で○印をつけて下さい。 
 

回 答 従 業 員 数 

 1. 9 人以下 

 2. 10～99 人 

 3. 100～299 人 

 4. 300～999 人 

 5. 1,000 人以上 

 
 

《お忙しい中、回答にお時間を割いていただき、誠にありがとうございました。》 

 
 ＜自由記入欄＞ 
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付録4 コーディネーターの活動実態調査に関する調査票《自治体編》 

 

コーディネーターの活動実態調査（自治体向け） 

（コーディネーターの活動実態調査に関する調査票） 

 
＊ 自治体名をご記入下さい。 
 

 

 
 

調査項目、問1～7までお答え下さい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自治体独自の産学官連携事業に関してお聞きします。 

問1 自治体独自の産学官連携事業で、コーディネーターが関わった技術開発支援事業名をご記入下

さい。 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここでコーディネーターとは、 
(6) プロジェクトの基礎になった技術シーズの収集 
(7) プロジェクト計画および申請の立案 
(8) プロジェクト進行中の研究開発業務の間の調整 
(9) プロジェクトの成果に関する評価と分析 
(10) 成果の実用化をめざした、プロジェクト終了後のフォロー 

という業務の全般あるいは一部を担当した人と定義します。 
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問2 問1でご記入いただいたコーディネーターが関わった主な技術開発支援事業に参加した企業の連絡先をお知らせ下さい。 
 

参加企業名 連絡担当窓口 郵便番号 住所 電話番号 電子メールアドレス 

      

      

      

      

      

      

      

1
4
9       

      

      

 
 

※ 当財団は、効果的なコーディネーター活動を模索するにあたり、コーディネーターの活動実態調査を行っています。この情報は、産学官連携事

業に参加した企業に対し、コーディネーターへの要望についてのアンケート調査を実施、集計処理を行うことを目的として使用します。調査目

的以外には使用せず、事前の同意を得ないで第三者に情報の提供はいたしません。 
 
 
 
 

 



自治体独自のコーディネーター制度に関してお聞きします。 

 
問3 あなたの自治体では、独自のコーディネーター制度を設置していますか。該当する項目を一つ

選んで○印をつけて下さい。 
 

回 答  

 3. 設置している   → 問4、問 5 へ進む 

 4. 設置していない  → 問 6 へ進む 

 
 

 
 

 
 
問4 ［問 3で「1」と答えた方に］独自のコーディネーター制度で採用しているコーディネーターは

どの機関に配属していますか。配属機関名をご記入下さい。 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問5 ［問 3で「1」と答えた方に］独自のコーディネーター制度で採用しているコーディネーターの

勤務形態（常勤／非常勤）の人数をご記入下さい。 
 

雇用形態 人数 

常用勤務者   名 

非常用勤務者   名 
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コーディネーター全般に関してお聞きします。 

 
問6 あなたの自治体が、国、自治体等の支援事業で採用したコーディネーターは、どのように機能

することを期待していますか。現在、重視している項目を五つまで選んで○印をつけて下さい。 
 

回 答  

 9. 技術情報の収集、流通 

 10. 技術開発計画の策定 

 11. 技術の管理・開発（知的財産の管理を含む） 

 12. 市場の調査 

 13. 試作製品の開発 

 14. 市場の開拓、ライセンシング 

 15. 事業化の支援 

16. 1～7 以外の機能（具体的に記入して下さい。） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

問7 あなたの自治体では、コーディネーターを採用するときに、どのような点が重要であると考え

ていますか。重要と思われる項目を三つまで選んで○印をつけて下さい。 
 

回 答  

 11. 大学や国、公立研究機関の研究情報を数多く把握している 

 12. 大学や国、公立研究機関の研究成果の学術的、産業的な評価情報を知っている 

 13. 大学研究者の産学共同研究に関するこれまでの経歴を知っている 

 14. 研究者としての多くの経験をもっている 

 15. 知的財産の管理業務に多くの経験をもっている 

 16. 市場開拓に多くの経験をもっている 

 17. 膨大な人脈をもっている 

 18. 秘密保持の点で信頼がある 

 19. 他地域、他機関のコーディネーターとのネットワークが広くて緊密である 

 20. コーディネーターは、大学等の知の移転に関して基本姿勢がしっかりしている 
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